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International Life Sciences Institute. ILSIは、 1978年にアメリ力で設立され

た非営利の団体です。

ILSIは、健康・栄養・安全性・環境に関わる問題の解決および正しい理解を目指す

とともに、今後発生する恐れのある問題を事前に予測して対応していくなど、活発

な活動を行っています。現在、世界中の400社以上の企業が会員となって、その

活動を支えています。

多くの人々にとって重大な関心事であるとれらの問題の解決には、しっかりとした

科学的アプローチが不可欠です。 ILSIはこれらに関連する科学研究を行い、あるい

． 

は支援し、その成果を会合や出版物を通じて公表し、啓蒙に役立てています。その

活動の内容は世界の各方面から高く評価されています。

また、 ILSIは、非政府機関（NGO）のーっとして、世界保健機関（WHO）とも密接な

関係にあり、国連食糧農業機関（FAO）に対しては特別アドパイザーの立場にありま

す。アメリ力、ヨーロッパをはじめ各国で、国際協調を目指した政策を決定する際

には、科学的データの提供者としても国際的に高い信頼を得ています。

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構（ILSIJapan）は、 ILSIの日本支部として

1981年に設立されました。 ILSIの一員として世界的な活動の一翼を担うとともに、

日本独自の問題にも積極的に取り組んでいます。
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遺伝子対応最適栄養とは何か

推奨量は統計的平均値

女子栄養大学副学長

香川 靖雄

“Nutrition Reviews”の日本語版 「栄養学レビュー」誌の編集委員として、 ILSIJapanの目的は人々に最適栄養を実

現することにあると考える。最適栄養と信じられている推奨量（RDA）は出納実験等で得た推定平均必要量（EAR)

と標準偏差（SD）に基づいている。通常、 RDAはEAR+2SDで人口の 98%の人口が必要量を満たす摂取量である。

しかし、最適栄養は次の4つの視点から推奨量よりも広い概念である。

1 .遺伝子多型と予見性： RDAが立脚する正規分布は遺伝子多型のある母集団では必ずしも成立しない。通常、1

日アルコール摂取量は20g以下と指導されるが、 lgで急性中毒を起こす個体もあり、 200gの摂取で高齢まで活動

する個体もある。RDAは現時点の体位で一律に摂取量を決めるが、最適栄養は、多型で将来の危険因子を予見して

予防する。例えば葉酸関連多型により脳梗塞を発生し易い個体にはRDAの約2倍の葉酸が有効である。

2.長期遺伝子発現と生理活性物質． 生活習慣病などは数十年の遺伝子発現の結果、発症するので、最適栄養は遺

伝子発現の長期追跡に基づく。RDAは短期間の実験を主体とし、しかも機能性食品の生理活性物質の作用を考慮、し

ていない。機能性成分の有効性は遺伝子発現研究で高められる。高齢期の消化酵素の発現低下に対してはRDAが扱

わない半消化態栄養素が有効である。最適栄養ではRDAにない乳糖や機能性食品成分の効果の人種差も重視する。

3.大脳の最適栄養：時計遺伝子と性格遺伝子： RDAは身体活動に基づいて策定されているが、人間の最適栄養は

最高の精神活動の実現にある。そのためには、摂取時間も考慮、した時間栄養学が大脳の最適栄養には不可欠で、ある。

学業成績向上や事故率低下も含めた心身の効率的活動に時計遺伝子の作る概日リズムが重要である。人間の活動は

大脳の意志によって決定されるので、性格関連遺伝子が重視される。神経伝達物質の作用は性格遺伝子多型の影響

を受ける。またカフェイン等の生理活性物質の作用も最適栄養では重視する。うつ病や認知症の治療、予防に葉酸

やn-3系脂肪酸が有用で、ある 。

4. 自由意志で人生の目的を実現： 最適栄養は各個人が生涯の目標を実現する手段である。人は生活習慣病を防ぐ

ために生きているのではない。各個人には自由に生きる権利がある。ある種のスポーツでは過激な運動によって寿

命が短縮するが、最大の成果を挙げるために、 一律な RDAではなく、過剰運動の害を防ぐ機能性成分を含めた最適

栄養が要る。GWAS (genome-wide association study）による網羅的遺伝子解析は自由意志に基づく各個人の最適栄

養に新しい板拠を与えると思われる。

おわりに． 最適栄養の考えに基づく遺伝子対応栄養指導、時間栄養学が、女子栄養大学の指導する栄養クリニッ

クのほぼ全受講者で成果を挙げ、広汎な食育活動を通して坂戸市民の 2006年度の国民健康保険医療費と介護費用の

削減に有効であった。ILSIJapanの今後の活動に期待したい。

What Is the Optimal Nutrition for an Individual 

with Genetic Polymorphisms? 

YASUO KAGAWA, M.D. 

Vice President 

Women’s University of Nutrition 
Kagawa Nutrition University 

ILSI No.97 (2009.5) 1 
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<Summary> 

The author is on the editorial board of the Japanese edition of“Nutrition Reviews" published by ILSI Japan, 

which focuses on scientific input related to nutrition and physical activity, food safety, chemical risk assessment 

and environmental health. In short, ILSI provides people with information on optimal nutrition, which is wider 

in scope than recommended dietary allowance (RDA). RDA is based on the estimated average requirement (EAR: 

the intake simply sufficient to satisfy the needs of 50% of the subjects) and the standard deviation (SD) obtained 

by balancing studies on large numbers of subjects. Therefore, RDA (defined asEAR+2SD) is intended to cover the 

nutritional requirements of 97.5% of subjects. However, optimal nutrition covers wider scope than RDA due to the 

following 4 reasons. 

1. Polymorphism and predにtability:The statistics of the RDAs assumes 即位lynormal distribution of the data, 

which is not always true in populations composed of many genetic polymorphisms. For example, the guideline 

recommends ethanol intake く20g/day,but some people become intoxicated by only lg/day, while others can drink 

200g/day without significant impaired performance. Optimal personalized nutrition based on polymorphism enables 

not only appropriate treatment but also prediction of the risk for prophylaxis. C677T-TT, an SNP of MTHFR found 

among 15% of the population, is associated with a 3.5-fold higher risk for stroke as compared to the wild type, and 

for TT, 400 μg folate/ day are needed, instead of RDA (240 μg). 

2. Long-term gene expression and bioactive substances: Development of a lifestyle-related disease is the result 

of long-term gene expression, but RDA is based on short-term balance studies. Optimal nutrition is based on long-

term follow-up studies, and includes bioactive substances such as anticancer or hypotensive agents in functional 

foods, while RDA does not.’I'he effects of functional foods must be established by analyzing gene expression. Enzyme 

synthesis of digestive tract decreases with age, so nutrients may be administered in semi-digested form. Large 

ethnic differences of the effects ofbioactive substances, lactose, etc. must be considered in optimal nutrition. 

3. Mental activity is supported by both clock and personality genes. RDA is determined by physical activity, 

but human optimal nutrition aims to optimize mental activity also. For this, the genes for both circadian activity 

and personality are important. RDA does not specify the timing of meals, but central and peripheral clock genes 

are regulated by morning light and breakfast. Human nutritional expenditure is governed by the cortex, which 

can be activated by many bioactive substances including caffeine. Folate and n-3 fatty acids are effective in the 

prevention of dementia and depression. 

4. People are voluntary agents and have individual goals: The final target of personalized optimal nutrition 

is the individual’s goal. Human beings do not simply live in order to prolong life spans by following uniform 

RDA guidelines. For example, some sports produce harmful reactive oxygen species. To counteract this, several 

preventive substances may be used in order to attain optimal nutrition. Genome-wide association studies on 

1,000,000 polymorphisms are used to determine optimal personalized nutrition. 

Finally, application of optimal personalized nutrition has been effective in our Nutrition Clinic in promoting health 

indices, and in reducing medical expenses of Sakado City in 2006. Future activities of ILSI Japan are expected. 

1 .はじめに

国際生命科学研究機構（ILSIJapan）とpう名称は国際

生化学分子生物学連合のような生命科学学会の国際機構

を連想させるが、この度、“NutritionReviews，，の日本語

版「栄養学レビュー」の編集委員となり、女子栄養大学

が出版に携わったので、その活動を理解した。 ILSIJapan 

ならびにその本部のILSIは栄養と健康の増進、食の安
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全の確保、環境の改善に寄与することを目的としてい

る。要するに世界の人々に最適栄養を実現することにあ

るといってよい。食事摂取基準として推奨量（RDA）が

策定されていて、これはEBM（根拠に基づく医療）の

典型であるから最適栄養を示すと信じられている。現在

の食事摂取基準の推奨量（集団の 97.5%が1日の必要量

を満たすと推定される 1日の摂取量）は一定数の被験者

について出納実験等で、その推定平均必要量値（EAR:



集団の 50%が必要量を満たすと推定される摂取量）を

求め、これに標準偏差（SD）の2倍を安全率として加

えた量である。しかし、次の4つの視点から見直すと最

適栄養とはRDAよりも広い概念であることが判る： 1.

遺伝子多型と予見性、 2.長期遺伝子発現と生理活性物

質、 3.精神活動の時間遺伝子と性格遺伝子、 4. 自由意

志と目標の実現。

2.遺伝子多型と予見性

RDA (=EAR十 2SD）は母集団がほぼ正規分布を

するという仮説に立脚している1）。しかし、現実の母集

団に遺伝子多型の影響が大きければいくら多数の被験者

の平均値をとっても正規分布にはならない。 EBMは多

型による個人差を無視しているため、例えば肺癌特効薬

で日本では、解毒酵素遺伝子多型の無知により死者599

名を出した。また、ビタミンK代謝には2つの遺伝子、

VKORClとCYP2C9に多型があるため、ワーファリン

維持量に lmgから 17mgと大きな個人差が現れ、多すぎ

れば血栓死、少なすぎれば出血死の危険がある1）。アル

コールはRDAでは7.lkcal/gと定め、栄養指導では飲酒

量は1日アルコール20g以下が安全という EBMに基づ

いて指導している。しかし、横山大観は毎日米飯の代わ

りにー升酒（アルコール200g）で90歳まで優れた絵を

描いた。逆に lgのアルコールで急性中毒になる健常人も

多い。これにはアルデヒド脱水素酵素多型の寄与が多い。

RDAは現時点の表現型（体位、活動度）で一律に摂

取量を決めるが、最適栄養では遺伝子多型に基づいた

個人対応の摂取量であり、同時に将来の危険因子（肥

満、高血圧等）を発病前に予見して摂取量を決める。こ

の予見性の利点のために、脳梗塞など治療困難な疾患の

発病前の一次予防が可能となる。現在の医療のようにま

ず試験的に投薬や供食してから軌道修正する方法は、初

回の過剰投与で死者が出たり、不足のために病状が悪化

するおそれがある。具体的にメチレンテトラヒドロ葉酸

還元酵素遺伝子（MTHFR）の C677T-TT多型は人口

の15%を占め脳梗塞がcc多型の 3.5倍も発生し易い
が、日本の葉酸推奨量240μgでなく、 400μgを投与すれ

ば一次予防が可能で、ある1）。発症率が 100%の単一遺伝

子病、例えばフェニルケトン症も遺伝子診断で胎児期か

らの栄養で大幅に症状を軽減できる。また、遺伝子は生

遺伝子対応最適栄養とは何か一一推奨量は統計的平均値

涯不変という永続性のため、診断は1回で済み、家族歴

も推定できるので、将来の診療カードには重要な多型情

報を記入することが予測されている。特に栄養関連遺伝

子多型では全く同じ遺伝子を持つ一卵性双生児の兄弟で

も、血圧、血糖、肥満度などの表現型は発症の一致率が

約 50%であるから、遺伝子対応栄養指導で予防できる

可能性が大きい。

3.長期遺伝子発現と生理活性物質

生活習慣病、老化、認知症などは数十年の経過で、遺

伝子発現の変化を伴って発症するので、長期のコホー

ト研究、百寿者研究、離島研究、修道女研究などで最適

栄養を検討するべきである。しかし、 RDAは短期間の

出納実験を主体とし、現在の特定保健用食品は僅か数週

間の少人数の人体試験で認可され、大半の臨床栄養の研

究も数年の経過を調べるにすぎない。代表的健康食品で

あったリノール酸多量摂取は5年以降に癌などで対照群

に比して死亡率が高まることが判り、現在では摂取上限

量が定められた。多くの健康食品には販売後の長期追跡

制度が不可欠である。

RDAの大きな欠点の一つは機能性食品に含まれる生

理活性物質の効果が全く考慮されていないことである。

肥満予防、降圧作用、抗糖尿作用、癌の化学予防、免疫

強化など、 RDAを順守しでも進行する病態を防ぐ生体

調節因子が最適栄養には不可欠である。生理活性の指標

となる遺伝子発現はトランスクリプトミクスを遺伝子

チップで計測するのが望ましいが、人体では生検が可能

な組織が皮下脂肪や血液に限られ、肝臓などは肝炎など

の場合にのみ可能である。したがって、その産物である

諸タンパク質のフ。ロテオミクスが臨床検査に応用されつ

つある。特に、高齢期には多くの酵素の遺伝子発現量が

低下する。筆者らの研究では80歳代の高齢者の消化機

能の指標であるぺプシノーゲン Iが限界量の70ng/ml以

上の者はわずか 18%であって、単にRDAの充足でなく、

施設内高齢者の約半数を占めるタンパク質エネルギー栄

養障害（PEM）には半消化態のペプチドなどが有効で

ある。例えば、日本の葉酸のRDAは高齢者においても

18～ 49歳と同等と見なし 240μgと策定されているが、

食物中の葉酸はタンパク質に結合した補酵素態であり、

またポリグルタミル葉酸の消化態であるモノグルタミル

ILSI No.97 (2009.5）一－3
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葉酸の投与によって始めて葉酸値、ホモシステイン値が

正常化する1）。

各国のRDAは人種差を考慮しないが、長期遺伝子発

現を考慮すると、たとえばハワイでは現代生活に移行し

たポリネシアン（旧モンゴロイド）は6倍、日本人（新

モンゴロイド）は3倍も白人より多く 2型糖尿病にかか

りやすいのである。現存する新人は約20万年前のミト

コンドリア・イブと Y染色体アダムと呼ばれる共通祖先

の一群に由来する。しかし、人類の全世界への拡散に伴

い、地域に適した食糧の供給と飢餓は絶えず、人口を制限

し、環境に対応した遺伝子多型の相違を生じた1）。特に

白人とモンゴロイドでは脂肪の長期栄養効果に大きな差

がある。また、有色人種や一般晴乳類は離乳の必要から、

離乳期に、小腸ラクターゼ遺伝子の上流にシス調節機構

で遺伝子多型の発現を抑制するが、牧畜の歴史の長い白

人ではこの調節部位に遺伝子多型があり、成人でも小腸

ラクターゼが発現されて乳糖が分解できる。アミラーゼ

遺伝子のコピー数は人類の農業革命後に濃粉食に移行し

た現代人で増加し酵素タンパク質も多く発現されるの

で、人類の祖先が狩猟民であるから肉食が最適栄養であ

るという一部の主張は根拠がない。先述のアルコールや

機能性食品の生理活性物質に対する CYP等の解毒関連

遺伝子発現にも極端な人種差がある。文化のグローパル

化で人種差は縮小するように見えるが、実測すると、現

在の人類の進化速度は4万年前に較べて 100倍も速く個

人差が拡大している。これは人口の爆発的増加と、医療

などの発達で淘汰が減少したため本来は生存困難な遺伝

子変異が蓄積したのであり、今後も遺伝子対応最適栄養

が要求されると考えられる1）。

4.大脳の最適栄養：時計遺伝子と性格遺伝子

精神労働を主とする現代人のための最適栄養は精神活

動を最適に維持する必要がある。最適栄養が脳科学を前

提とするところが、従来の動物実験や筋肉労働のための

RDAとは基本的に異なる。 RDAは栄養摂取量のみを対

象としているが、摂取時間も考慮した時計遺伝子の最適

化が大脳の最適栄養には不可欠でーある。学業成績が朝食

摂取によって欠食者の約2割上昇することは全国学力テ

ストでも確認されている2）。また、朝食欠食者には肥満

が起こりやすく、事故率も高い。これは日周リズムにと

4一一ILSINo.97 (2009.5) 

もなって心身の活動が変動するためである。脳には覚醒

睡眠のリズムがあり、視吏叉上核の中枢時計遺伝子は朝

日で、肝臓や小腸の末梢時計遺伝子は朝食で位相を合わ

せて日周リズムを作る。中枢、末梢の時計遺伝子の同調

が心身の効率に重要で、ある。との時計遺伝子と同様にE

ボックスという制御部位を持っている遺伝子は2,000に

および、周期をもって発現するため、全身の機能が昼夜

の別に対応して効率良く働くのである2）。

大脳の最適栄養では古くからのカフェインを始め、多

数の生理活性物質が欠かせない。人間の活動は大脳の意

志によって決定されるので、性格関連遺伝子が重視され

る。精神疾患や性格がセロトニン、ドーパミンなどの神経

伝達物質の代謝に関する薬剤と深い関係があること、遺

伝子多型の大きな影響を受けることが明らかになった3）。

セロトニン輸送体遺伝子多型を調べると、日本人では

SS型が70%を占めて消極的、協調的性格の一因となり、

白人ではLL型と LS型の合計が70%を占めて積極的、

自立的性格を形成することが、心理テストや機能的磁気

共鳴画像で推定される。この SS型はうつ病のリスクで

あり、うつ病の治療薬がセロトニン輸送体遺伝子の阻害

剤である。うつ病や認知症の治療、予防に葉酸やn-3系

脂肪酸が有用なことも判り、今後の発展が期待される3）。

5.人聞は自由意志で人生の目的を実現

真の個人対応（personalized）最適栄養は各個人が生涯

の目標を実現する手段である。健康は宝だ。健康のため

には死んでもPPJという冗談がある。最適栄養は単に

健康寿命を延ばすためではない。また人は生活習慣病を

防ぐために生きているのではない。各個人には自由に生

きる権利がある。意義ある人生が送れるために健康を維

持するのである。例えば、ある個人が相撲の横綱を目指

せば肥満や過激な運動による活性酸素等で短寿命となる

が、この障害を避ける抗酸化物質など生理活性物質を含

めた最適栄養は最大の成果を挙げるのに欠かせない。一

般人向けのRDAを単に守る生き方とは大きく異なるの

である。最適栄養で最も重要なのは医学書のような健康

知識の寄せ集めではなくて、健康な人生をL功冶に生きる

かという自己の目標である。最後に各個人の自由意志に

基づく高次の目標を持った最適栄養を実現するためには

GWAS (genome wide association study）による個人毎に



異なる約100万個の多型とその機能が網羅的に解析され

れば新しい方向を与えると思われる。

6.おわりに：最適栄養の成果は健康指標と

医療介護費の改善で判定

糖尿病患者とその予備群が2,210万人となり、メタボ

リツクシンドロームの蔓延に伴い医療・介護費が激増し

ている現状に対して、 ILSIJapanは有効な予防・治療

法を広めて、その役割を果たさなければならない。最適

栄養がいかに優れた考えであっても、現実の個人や地域

で健康指標の改善や医療介護費の削減が実現しなければ

応用科学としての意味がない。女子栄養大学栄養クリ

ニックは過去40年間、 4,000人の受講者で生活習慣病の

予防治療に成果を挙げてきたが、数年前から遺伝子対応

栄養指導を導入すると共に、過去の受講者の希望者に対

して遺伝子検査を行い、ほとんど全受講者に介入の効果

が優れていることを報告している 4）。また、坂戸市だけ

は、葉酸を穀類に強制添加している 52ヶ国に倣い、葉

酸推奨量を 400μgに改め、坂戸市民の希望者に遺伝子

検査を行い遺伝子対応栄養指導を行う「さかど葉酸プロ

ジェクトJなどの広汎な食育活動によって1）、坂戸市は

埼玉県内57市町村中で2006年には、国民健康保険医療

費の抑制が第1位となり、介護費用も県内で抜群の減少

額となった。これは最適栄養の基盤となる生活習慣病予

防の栄養遺伝子学があって始めて可能となったslo ILSI 

Japanが最新の栄養学の知見を「栄養学レビューJで世に
送ると共に、様々な活動で実績を挙げることを期待する。
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米国における研究行政～研究者のキャリアパス～

米国における研究行政

～研究者のキャリアパス～

独立行政法人国立健康栄養研究所

国際産学連携センター

上級研究員（研究調整リーダー）

笠岡（坪山） 宜代

アメリカでは研究者のキャリアパスとして行政的な仕事を行うポジションがある。研究者と行政官の中間に位置し

ており、 研究の方向性の決定や重点課題の抽出などに大きく貢献している。本稿では、その仕事内容や役割に関して

考察したい。

＊常事＊＊＊＊＊事中＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

<Summary> 

There is an administrative, career path position (Program Director, Scientific Research Administrator, etc) 

open in the United States for a scientific researcher. They are located in the middle of basic scientific research 

and executive function. The successful candidate will be expected to evaluate research, identify research gaps 

and needs, and administrate future research. In this report, I would like to discuss the specific duties and 

responsibilities of this position. 

「研究者役人」のポジションが日本には必要だ！

それを実感したのは、アメリカ国立衛生研究所（National

Institutes of Health; NIH）に留学して、 研究費（グラン

ト）にかかわる仕事を始めて 3カ月以上が経った、ある

日のことだった。

「研究者役人jとは、私が勝手に呼んで、いる名称であ

る。これは、研究者と行政官の聞くらいに位置するポジ

ションであり、アメリカでは“研究者”として立場が確

立している。アメリカ NIHは、全米で最大の研究所で

あり（おそらく世界最大）、 6000人以上の研究者が働い

ているが、そのうち約半数はこの「研究者役人jだった

のである。「研究者役人」は自らがデータを出す研究者

ではない。研究のプランを立てるなど、研究者の視点で

Scientific Administration in USA: 

The Possibility of the Career Path for Researchers 
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行政的な仕事を行うのが任務である。また、現場（医療

スタッフや食品業界など）に正しい科学的知識をわかり

やすく伝える、いわば「サイエンスのトランスレーターJ
の役目も果たしている部分もある。

アメリカ NIHは、データを出すいわゆるラボ、所内研

究部門（イントラミューラル（Intramural) という）と、

もう一つNIHが全米（全世界）に配分している巨大なグ

ラントに関する仕事を行う対外部門（エクス 卜ラミュー

ラル（Extramural）とよぶ）に分かれている I) （図 1）。「研

究者役人」は後者のExtramural部門に所属している、

プログラムディレクター（PD）やサイ エンティフイ ツ

ク・レビュー・ アドミ ニストレーター（SRA）と呼ば

れる人たちのことである。私の留学先でもある、この

NOBUYO TSUBOYAMA・KASAOKA,Ph.D., R.D. 

Chief Research Coordinator 
Center for Collaboration and Partnership 

National Institute of Health and Nutrition 
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National Institutes of Health, NIH 

ファンディング
研究政策決定
「ーーーーーーー

Extramural 
（対外部門）

Research Grants & 
Contracts 

90事of
tota I NIH Budget 

Intramural 
（所内研究部門）

Research Lab & 
Clinical Center 

10% of 
tota I NIH Budget 

図l.米国NIH（国立衛生研究所）の組織と予算
Figure l NIH Organizational Chart 

Extramuralは、いわゆるファンデイング・エージェン

シーの機能を持つ部署。ここでは、巨大な NIHグラン

トのコンセプト／方向性を決めたり、グラン卜の審査に

かかわる業務など行政的な仕事が行われている。驚いた

ことに、それらは研究者の手で行われていた。まさに、

そこは、研究者の頭脳だったのである。彼ら「研究者役

人jがアメリカの（おそらく全世界の）生命科学研究を

リードしていることに気がつくまで3カ月かかった。

私はもともと基礎研究者で、遺伝子改変したトランス

ジェニック ・マウスを作成したり、 栄養実験をしていた

ので、正直なところ、 留学当初は Extramuralの仕事が事

務方のようであまり興味がわかなかった。とζろが、自

分が作ったグラント ・プランが軌道に乗り始めると、そ

れは一転、ラボ時代より以上にエキサイティングな日々

だったのである。ラボ時代の私は、研究アイディアが次

アメリカ毘立衛生研究所、 NIH 
研究ニーズの同定

から次へと生まれるにもかかわらずラボ単位では大きな

構想を実現するのが難しいことにジレンマを感じていた

のであるが、留学先の NIHExtramural部署ではグラン

ト・プランやその他の機関と連携することで、自分のア

イディアが次々と形になっていったのである。感激した

のは言うまでもない。

「研究者役人jの仕事は多様だが、最も面白かったの

は、新しいグラントの立ち上げである。自分の興味があ

る領域のなかで、“現在、研究がどこまで進んでいるの

か？どの部分が足りないのか？”を考え、新たなグラン

ト・コンセプトを作る。このグラントに、多くの研究者

が申請してくるのだが、「研究者役人」は申請者と審査

員の聞にいて、それぞれの研究者に欠けている部分や、

IHの求める研究の方向性をアドバイスする（図 2）。

申請者の研究もグレードアップし、 NIH側もニーズに

グラントのコンセプト立案
( 

サイヱンスの ／ヘ
トランスレータゥ／／／

研究成果の普及 '-..{' 
パブリックの教育

私♂

Extramural 

図2 「研究者役人」の役割
Figure 2 The role of Scientific Administrator 

研究者
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合った研究が進み、生命科学研究全体がレベルアップさ

れる。「研究者役人」は実際のグラントの採択には関わ

らないが、彼らが提案した領域には多額の資金が投入さ

れ、その分野の研究が発展するわけで……彼らが研究の

方向性を決めているといっても過言ではなかった。さら

に、いくつかの研究者を組み合わせた大きな研究チーム

を作り、大規模な研究を提案することもある。もちろん

提案するコンセプトは時代のニースゃに沿っていなければ

ならないし、独りよがりのアイディアではグラントとし

て認められない。実際、私が作成したグラント・コンセ

プトも何度も何度もボスから修正された。非常に大きな

影響力を持っている分、真剣である。

また、彼ら「研究者役人jは常に最新の研究データを

見渡しているため、広い視野で研究を客観的に眺めてい

る。その視点は非常にフェアーで、彼らの知識や情報は

様々な形で、パブ、リックへ伝えられる。まさに研究現場と

パブリックを結ぶブリッジの役割も担っているのである。

乙れは、サイエンスのトランスレーターとでも言えよう。

日本でも近年、ファンディング・エージェンシーを組

織化するごとが注目されてきている。しかし、現段階で

は研究者が率先して入り込んで、いく職場ではない。この

ようなグラントのオーガナイズや研究のコンセプト／方

向性を決めるポジションに、研究者のイスをもっと用意

してほしい。そこには専門性を持つ研究者が必須であ

る。「ラボのトップになれなL功ミら……j、「企業での研

究開発には疲れたから……jと後ろ向きの研究者が座る

イスではなく、ラボから飛び出しでもっと大きく羽ばた

きたい研究者のイスであってほしい。そしてサイエンス

のトランスレーターとして、関連する業界やパブPリック

とのブリッジになることで、日本全体のレベルアップに

もつながると思われる。日本型のファンディング・エー

ジェンシ一、「研究者役人jを目指すには、研究者自身

の意識改革も必要かもしれない。まずは、栄養研究の世

界から意識改革を広げたいと思っている。

く参考文献＞

1) Grants Process, U.S Department Health and 

Human Services, National Institutes of Health. 

National Cancer Institute. 2005 
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食品成分によるがん予防：現状と展望

国立がんセンター

がん予防検診研究センター予防研究部

津金昌一郎

The associations between modifiable risk I protective factors and cancer should be firstly assessed for its 

causality (hazard identification) to establish effective cancer prevention strategy. Its evaluation should be 

based on systematic reviews for evidence from epidemiological studies as well as other relevant data from 

animal models and in vitro experiments. We have evidence-based recommendations on highlighting highly 

probable factors provided by international agencies and evaluations (risk assessment) based on evidence among 

Japanese population (considering real situations of risk/protective factor exposure). Cancer-specific diet-related 

recommendations for Japanese cited so far are moderate alcohol ckinking if any, physical exercise, optimal weight 

maintenance, low salt, intake of fruit and vegetalコlesand restriction of processed and red meats. There are 

currently various foods and nutrients with potential for cancer prevention and without su伍cientevidence, such 

as dietary fiber, coffee, green tea and isoflavones. A body of evidence from large-scale placebo-controlled double-

blinded randomized controlled trials showed that supplementations of anti-oxidant nutrients such as beta-

carotene, vitamin E, vitamin C and selenium were not effective to reduce the subsequent cancer incidence with 

some exceptions. 

The evidence from epidemiological studies shows that the dose-relationship between intake of potentially 

preventive agent and risk reduction is not always linear. Development of effective cancer prevention strategy 

considering dose-response relationship, intake assessment and evidence of absolute risk （江any)-benefitbalance 

from epidemiological studies are warranted. 

1 .科学的根拠に基づくがん予防

がんを生活習慣病として捉え、生活習慣の改善を通じ

てがん予防を達成しようとする概念が、日本にも次第に

根付いてきたようである。ただし、エビデンスに基づい

た医療（EBM:evidence-based medicine）の一環として、

がんの治療と同様に、予防においても、科学的証拠に基

づく必要がある。食事指導や栄養処方などは、ヒトを対

象とした疫学研究で得られたエビデンスに基づいて実践

Food, Nutrition and Cancer Prevention: 

the Current Status and Perspective 

されることが望まれる。すなわち、“ある要因をたくさ

んとっている人達は、少ない人達に比べてがんの発生率

が低かった”とか、“ある要医｜を処方された人達は、処

方されなかった人達に比べて、がんの発生率が低かっ

た”というヒ卜集団レベルでの証拠が必要となる。

特に、生活習慣という個々人や民族の持つ固有の文化

に対して、保健医療従事者が指導や処方という名のもと

に介入を行う以上は、それを実行することによりがんに

なる確率が低くなるという確かな見返りが得られる、と

SHOICHIRO TSUGANE, M.D. 

Chief, Epidemiology and Prevention Division 
Research Center for Cancer Prevention and Screening 

National Cancer Center 
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いうエピデンスが求められる。そういう意味でも、ただ

単に“抗酸化作用がある”とか、“マウスの発がんを抑

制した”とかいうレベルでは、根拠としては不充分であ

ろう。

その根拠の確からしさを判断する際の1つ1つのエビ

デンスは、疫学研究から得られる。しかし、その中にも

様々なタイプがあり、同レベルには扱えない。主な疫学

研究のタイプを表1に示す。信頼度の高い順に、無作為

化比較試験、コホート研究、症例対照研究となる。

最も理想的な無作為割付による介入研究では、ある要

因を無作為に割付けることにより、偏り（バイアス）な

どの因果関係と競合する要因が均等になることを期待で

きる。そうすれば、その要因による効果を純粋に検証す

ることが可能になる。しかしながら、多くのボランティ

アの参加を必要とし、大変な費用と人手のかかる方法で

あるため、すべての疫学研究には使えるわけで、はない。

このタイプの研究から、乳がんのリスクが高い欧米の女

性で、タモキシフェンという抗がん剤に乳がん予防効果

ヒ卜を対象とした疫学研究

無作為化比較試験

がある（同時に、子宮体がんのリスクが上がる）ことや、

喫煙者などの肺がんリスクが高い欧米の男性では、高用

量のβーカロテンに肺がん予防効果がなく、かえってリ

スクが上がってしまうことなどが示されている。

コホート研究では、大規模な対象集団を設け、長期に

わたって観察する。まず、要因についてアンケート調査

などで把握した後に、がんの発生を追跡調査するという

手法で、偏りが入りにくく、比較的信頼性が高い。しか

しながら、ある要因とがん発生との聞にみられた関連が

本当は第三の要因（交絡要因）によるもので、浮かびあ

がった要因とがんの関連が、見かけ上のものであった可

能性を否定できないという限界がある。コホート研究を

主な根拠にがんの予防法を開発する場合には、動物や試

験管内での実験等により、そのメカニズムに対する裏づ

けを得られていることが必要になる。

症例対照研究には、結果が早くわかるという利点があ

るが、適切な対照の設定が難ししまた、要因について

過去に遡って調べなければならないので、さまざまなパ

例：萎縮性胃炎保有する 2,000人を対象として、ビタミン C投与グループ1,000人とプラセボ（偽薬）

投与グループ1,000人に無作為に割り付けて、胃がん発生率を比較する研究

コホート研究

例：健康な対象者10万人を対象として、食習慣を調査し、ビタミン C摂取量の多いグループと少な

いグループの聞で、調査後10年間の胃がん発生率を比較する研究

患者対照研究

例：胃がん患者500人と、年齢や性別などを同じ条件に揃えた胃がんでない対照500人を対象として、

過去の食習慣を調査して、患者と対照聞でビタミン Cの摂取量を比較する研究’

実験室での研究

動物実験

例：マウスをいくつかのグループに分けて、様々な濃度の発がん物質や抑制物質を投与して、がんの

発生率を比較する研究。

試験管内実験

例：培養細胞に発がん物質や抑制物質を投与して、遺伝子の変化などを観察する研究。

経験談、権威者の意見

例：データの裏づけのない、主観に基づく意見

＊上方の研究ほど、得られた結果がヒトのがん予防に結びつく可能性が大きp一方、研究実施が困難

表1 ヒ卜におけるがんリスクを評価するための根拠の種類
Table l Types of scientific evidences 
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イアスが入り込む余地が多く、信頼性が必ずしも高くな

い。このタイプの研究結果が根拠として示された場合に

は、まだ最終的な結論ではなく、問題提起がされた段階

だととらえるべきであろう。

乙れに対して、動物実験や細胞などを用いた試験管内

実験は、ある化学物質の毒性を確認する場合などには有

用である。安全性が最優先される予防原則では、危険の

マージンを大きくとって、ヒトへの毒性が疑わしいもの

は排除してL功ミなくてはならない。そのため、動物や細

胞レベルで毒性が確認されたら、ヒトでも同じ結果にな

るかもしれないととらえる必要がある。

一方、ヒトへの予防効果を確認する場合は、その利益

が疑わしいものは安易に採用すべきではないと考える。

動物や細胞レベルで予防効果が確認されたとしても、ヒ

トで同じ結果になるとは限らないととらえる必要がある。

ただし、乙のような実験室での研究は、無作為化比較

試験の手法を標準とし、再現性も確認されている場合が

多いために、起こった現象自体の信頼性は高い。ヒトを

対象とする疫学研究で検討すべき課題を提示したり、疫

学研究の結果を解釈したりするためには、欠かすことの

できない科学的根拠の構成要素である。ただ、その根拠

が実験室からのものだけであれば、われわれ人間のがん

リスクになるか、あるいは予防に有用であるかについて

判断するには、慎重さを要する。

2.食物関連要因とがん：因果関係評価の国

際的現状

食習慣改善によるがん予防が現実となるためには、両

者の聞に因果関係が確立している必要がある。因果関係

とは即ち、リスク要因を取り除けば、また、予防要因を

付加すれば、がんになる確率が低下するという確かな関

係である。

しかしながら、動物実験で得られた確かな因果関係は

ヒトへの外挿性が不確かであり、また、疫学研究により

得られた関連は偶然・バイアス・交絡による見かけ上の

関係である可能性を否定できないという限界がある。し

たがって、そのことを前提とした上で、不完全な実証研

究のデータに基づいて、できるだけ誤りの少ない形で因

果関係を評価し、具体的な対策に結びつけるために様々

な試みがなされている。

食品成分によるがん予防目現状と展望

例えば、世界がん研究基金（WCRF）と米国がん研究

協会（AICR）は、食物や食品成分と発がん性ゃがん予防

効果について、科学論文を系統的にレビューすることに

よりその因果関係の確からしさを評価している。 2007年

に「食物・栄養・身体活動とがん予防jという評価報告

書が、 10年振りに改訂され出版された 1）。そのサマリー

を表2に示す。そこでは、確実、あるいは、可能性大の

要因を中心として、以下のような食事のガイドラインが

提案されている。①肥満度について：正常な体重の範囲

でできるだけやせる、②身体活動について：日常生活の

中で活動的になる、＠体重を増やす飲食物について：高

カロリー食品や甘い飲み物を制限する、④植物性の食事

について：植物からできた食品を中心にとる、①動物性

の食事について：赤身肉（牛、豚、羊などの肉）を制限

し、加工肉（ソーセージ、サラミ、ベーコン、ハムなど）

を避ける、⑥アルコール飲料について：飲酒を制限する、

⑦保存・加工・調理について：塩を制限し、カビのはえ

た穀物や豆類を避ける、＠サプリメントについて：食事

だけで必要な栄養が取れるようにする。また、特定の人

に向けて、次の 2項目を示している。①授乳期の女性に：

母は授乳し、子には母乳を飲ませる、⑩がんになった人

に：がん予防のための食生活のアドバイスに従う。

判断材料となるエビデンスの集積によって定期的な見

直しが必要で、はあるが、以上が、「食品によるがん予防j

についての科学的根拠に基づく最新の国際的評価である。

3. 日本人における工ビデンスの現状

日本では諸事情により疫学研究がなかなか進まず、エ

ビデンスを欧米からの輸入に頼らざるをえないという状

況が続いていた。しかしながら、日本においても、 1990

年前後より数万人～十数万人規模のコホート研究が複数

実施されており、それらの成果として近年、日本人にお

けるエビデンスが数多く報告されつつある。

代表的な研究として、厚生労働省がん研究助成金によ

る多目的コホート研究（JPHCStudy) 2lや文部科学省研

究班による大規模コホート研究（JACCStudy）、東北大

学による宮城県コホート研究、岐阜大学による高山コ

ホート研究などが挙げられる。

そのような中で、厚生労働科学第3次対がん 10か年

総合戦略研究事業「生活習慣改善によるがん予防法の開
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関連の強さ

確実

(Convincing) 

リスクを下げるもの

運動（結腸）

授乳（乳房）

可能性大 肥満（閉経前乳がん）

(Probable) 運動（閉経後乳がん、子宮体部）

果物（口腔・咽頭・喉頭、食道、胃、肺）

非でんぷん野菜（口腔・咽頭・喉頭、食道、胃）

アリウム野菜（胃）

にんにく（大腸）

食物繊維（大腸）

牛乳（大腸）

食物に含まれる葉酸（醇臓）

食物に含まれるカロテノイド（口腔・咽頭・

喉頭、肺）

食物に含まれるβーカロテン（食道）

食物に含まれるビタミンc（食道）
食物に含まれるリコピン（前立腺）

食物に含まれるセレン（前立腺）

カルシウムのサプリメント（大腸）

セレニウムのサプリメント（前立腺）

リスクを上げるもの

肥満（食道腺、大腸、乳房＜閉経後＞、子宮体部、

腎臓、醇臓）

内臓脂肪（大腸）

高身長（大腸、乳房＜閉経後＞）

赤身肉・加工肉（大腸）

アルコール（口腔・咽頭・喉頭、食道、大腸＜男

性＞、乳房）

アフラトキシン（肝臓）

飲料水中の枇素（肺）

11－カロテンのサプリメント（肺）

肥満明日嚢）

内臓脂肪（醇臓、乳房＜閉経後＞、子宮体部）

成人期の体重増加（乳房＜閉経後＞）

出生時過体重（閉経前乳がん）

高身長（醇臓、乳房＜閉経前＞、卵巣）

アルコール（肝臓、大腸＜女性＞）

塩蔵食品・塩分（胃）

中国式塩蔵魚（鼻咽頭）

飲料水中の枇素（皮膚）

マテ茶（食道）

食事からのカルシウム（前立腺）

* World Cancer Research Fund/American Institute for Cancer Research. Food, Nutrition, Physical Activity, and the 

Prevention of Cancer: a Global Perspective. AICR, Washington DC (2007) 

表2.食物関連要因とがんとの関連（まとめ） <WCRF/AICR 2007> * 
Table 2 Food. nutrition. physical activity and cancer prevention (summary) <WCRF/ AICR 2007> 

発と評価」研究班 3）では、日本人のエビデンスを収集・

整理し、動物のデータやメカニズムなど他の科学的根拠

や国際的評価の現状と合わせて生活習慣などの要因とが

んとの関連の有無を評価し、有る場合には、その大きさ

や用量反応関係をメタアナリシスなどにより推計する試

みを実施している。

2008年 12月時点で、喫煙、飲酒、野菜・果物摂取、

緑茶、コーヒー、大豆製品、脂肪・肉類、加工肉、魚、

12一一 ILSINo.97 (2009.5) 

塩分・塩蔵品、乳製品、肥満、運動、感染などについて、

全部位および主要8部位（食道、胃、大腸、肝臓、醇臓、

肺、乳房、前立腺）のがんとの関連についての系統的レ

ビューと評価を終え、その内容を研究班のホーム・ペー

ジ（http:/I epi.ncc.go.jp/ can_prev ／）などにおいて公表し

ている。

表3に、 2009年1月現在の評価結果を示す。確実と

評価されているのは、喫煙と全部位、および、食道、胃、
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肺のがん、飲酒と全部位、および、食道、大腸、肝臓の

がん、肥満と閉経後乳がんとの関連である。また、ほぼ

確実と評価されているのは、塩分・塩蔵食品と胃がん、

肥満と大腸がん、コーヒーと肝臓がん（リスク低下）、

運動と大腸がん（リスク低下）との関連である。

その他、可能性ありの関連がいくつか記されているが、

多くの関連は、データが不充分のために評価できていな

日本人のためのがん予防法

い。国内での更なるエビデンスの蓄積が求められる。特

に、食品や栄養素レベルでの摂取量評価に基づいた疫学

研究からのエビデンスが待たれる。

現状では日本人のエビデンスだけでは明らかに不足し

ているため、 WCRF/AICR、IARCなどによる国際的評

価を参考にしながら、以下の様な、日本人のためのがん

予防法を研究班で策定した。

一現状において日本人に推奨できる科学的根拠に基づいたがん予防法 （2009年3月現在）一・喫煙：たばこは吸わない。他人のたばこの煙をできるだけ避ける。
圃飲酒：飲むなら、節度のある飲酒をする。

圃食事：偏らずバランスよくとる。特に、以下のことを心がける。

》塩蔵食品、食塩の摂取は最小限にする。

》野菜や果物不足にならない。

》加工肉、赤肉（牛・豚・羊など）はとり過ぎないようにする。

》飲食物を熱い状態でとらない。・身体活動：日常生活を活動的に過ごす。・体形：成人期での体重を適正な範囲に維持する（太りすぎない、やせすぎない）。・感染：肝炎ウイルス感染の有無を知り、感染している場合はその治療の措置をとる。
このガイドラインは、日本人のがん予防を実現するた

めに、優先度が高く、かつ、確からしい事項に絞ってい

る。今後、新しいエビデンスが積み重なることにより内

容が修正されたり、項目が追加あるいは削除されたりす

るアップデートを前提とする。

4.食品成分によるがん予防：最近の卜ピッ

クス

(1）食物繊維と大腸がん

便秘が大腸がんの原因であるという仮説は長い間信じ

られてきた。そのため、便秘を改善する食物繊維は大

腸がんに予防的であるという説が広く受け入れられてき

た。これを裏付けるように、大腸がん患者とそうでない

人で過去の食物繊維の摂取量を比べる症例対照研究で、

患者グループρで少なかったという結果がいくつも報告さ

れてきた。

しかしながら、この関連は、コホート研究の結果が世

に出るにつれ、新しい展開をみせる。 1999年以後、米

国人看護師、フィンランド人男性、スウェーデン人女性
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などを対象にしたコホート研究の結果が報告されたが、

その多くで、食物繊維には大腸がん予防効果が認められ

なかった。

ところが、さらに、 2003年、ヨーロッパ8か国52万

人という過去最大規模のコホート研究の結果が報告され

た。食物繊維の摂取量が多いほど、大腸がんリスクが低

くなり、最大で25%抑えられたという 4）。

2006年には、欧米の 13のコホート研究を統合した

73万人の解析結果が報告された 5）。食物繊維の予防効果

は全体としては認められなかった。しかしながら、 1日

lOg未満しか摂取していない約1割の人たちでは、リス

クが上昇したことが示されている。

われわれのコホート研究でも、食物繊維の摂取量と大

腸がんリスクの聞に、全体としては、用量依存性の関連

はみられなかった 6）。ただし、女性においては、下位15

分の1の最少グループの大腸がんリスクは、上位5分の

1の最多摂取量のグループの約2倍という結果が得られ、

食物繊維摂取量の極端に少ないグループ（平均6g／日

程度）では大腸がんリスクが高くなるという欧米の統合

解析と同様の知見が得られた。

大腸がん予防には、ある程度の量を食べていれば充分



であり、それ以上食べても予防効果は変わらないという

可能性が高い。

(2）コーヒーとインスリン抵抗性関連がん

コーヒーは舶来ものという認識があるが、現代日本人

のコーヒー消費量は意外に多い。そして、まったく飲ま

ない人から 1日に5杯以上飲む人まで、幅広い飲用習慣

が見られる。

日本人を対象とした疫学研究に基づく評価において

は、コーヒーによるがん予防効果は、肝がん、および大

腸がんでそれぞれ“ほぼ確実ぺおよび“可能性あり”

と判定している。これは、日本人を対象とした大規模の

コホート研究を含む複数の疫学研究において、予防の可

能性が示されていることによる。

国際的にも、特に、肝臓がん 7）に対する予防効果のエ

ビデンスはかなり蓄積されている。その他にも、醇臓が

んや子宮体がんにおいても、予防効果を示唆するエビデ

ンスが複数ある。興味深いことに、これらのがんは、わ

れわれのコホート研究においては、糖尿病・高血糖、肥

満などによりリスクが高まり、身体活動によりリスクが

下がることが示されている 4）。

コーヒーとH型糖尿病との負の関連については、メタア

ナリシスにおいて確固たるエビデンスが示されている的。

そのメカニズムとして、コーヒーに含まれるフェノール

化合物クロロゲン酸が血糖の吸収を抑えることでインス

リン抵抗性が改善し、腫蕩増殖因子であるインスリンや

インスリン様増殖因子などの血中濃度を低下させるもの

という説が有力な候補である。その他、クロロゲン酸は

強い抗酸化作用を持つという動物実験のデータも示され

ている。

コーヒー飲用者が、肝臓がんなどに躍りにくいこと

は、ほぽ間違いないであろう。しかしながら、コーヒー

やコーヒー中の成分によるがん予防を実践するために

は、コーヒーの飲用によりがんのリスクが下がったとい

うエビデンスが必要で、あり、今後、無作為化比較試験で

の検証が必要と考えている。現段階では、飲む習慣のな

い人が無理して飲むことは薦められない。

(3）緑茶と胃がん

緑茶は日本で最もポピュラーな飲み物であり、その飲

用は日本人に特有の習慣と言えよう。今やヘルシーな飲

み物として、欧米でも人気が高い。

食晶成分によるがん予防：現状と展望

緑茶と胃がんとの関連については、まず1980年代に

出版された日本人を対象とした3つの症例対照研究で、

対照と比較して、胃がん患者において、過去の緑茶飲用

量が少ないという結果であった。しかしながら、 2000

年代に出版された7つのコホート研究では、緑茶飲用量

が多いグループも少ないグループも、その後の胃がん羅

患率や死亡率に統計学的有意な差異を認めなかった 5）。

その後、 3つのコホート研究の統合解析を行ったところ、

男性では関連を認めなかったが、女性では統計学的に有

意な負の関連を認めている。すなわち、その予防効果は

大きくはないが、女性では、緑茶の飲用量が多ければ多

いほど胃がんになりにくいというエビデンスが得られて

いるというのが現状である。

多くの疫学研究は、緑茶の飲用杯数についてアンケー

トで聞いているが、その濃さや葉の種類に関する設聞は

ないので、抗がん成分として知られるカテキンの摂取量

を正確に把握しているものではないという限界もある。

われわれのコホート研究において、胃がん曜患者494例

と同数の対照との間で保存血禁中のカテキン濃度を測定

して比較した結果、女性では、胃がん躍患者である種の

カテキン濃度が低いことが示された。喫煙という強いリ

スク要因の保有者の少ない女性においては、緑茶中のカ

テキンが胃がんを予防する可能性が示唆された 9）。コー

ヒーと同様、今後、無作為化比較試験での検証が必要な

段階と考える。

(4）イソフラボンと乳がん・前立腺がん

乳がんや前立腺がん曜患率が低く抑えられているアジ

アや日本に特有の食習慣として大豆製品が注目されてい

る。その成分であるイソフラボン類の摂取は、体内のエ

ストロゲンの働きなどに影響することが知られ、ホルモ

ンの影響を受ける乳がんや前立腺がんなどに対する予防

効果や、反対にリスクを上げる可能性が予想される。

イソフラボンと乳がんとの関連を検証した疫学研究の

メタアナリシスによると 10）、欧米で行われた 11の研究

（コホート研究4、症例対照研究7）では、最も少ないグ

ループ（0.15mg/day程度）に対する最も多いグループ

(0.8mg/day程度）のオッズ比は 1.04(95 %信頼区間：

0.97-1.11）であった。それに対して、アジアで行われ

た8つの研究（コホート研究1、症例対照研究7）では、

最も少ないグループ（5mg/day以下程度）に対する最も

多いグループ（20mg/day以上程度）のリスク比は0.71
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(95%信頼区間： 0.60-0.85）であり、用量反応関係も認

めている。すなわち、乳がんの予防効果が認められる、

あるいは、検出するためには、それなりの摂取量レベル

が必要であることを示唆する。

その他にも、前立腺がんとの関係においても、近年、

疫学研究からのメタアナリシスが報告されており、 8つ

の研究（コホート研究2、症例対照研究8）に基づいて、

大豆製品摂取によりリスクが低下するとされている（リ

スク比： 0.70、95%信頼区間＝ 0.59-0.83) ll）。

イソフラボンについては、欧米とアジアでの大豆製品

摂取における食習慣の差異によって乳がんや前立腺がん

の擢患率の差が生じるのではなL功ミと記述的に指摘され

てきたことであるが、近年では、実験研究に加えて疫学

研究においても確認されるようになった。但し、以上の

疫学研究からのエビデンスは、日常の食事から摂取され

るレベルでの観察結果であり、摂取量を増やすこと、あ

るいは、サプリメントによる予防効果については、今後、

無作為化比較試験での検証が必要な段階と考える。

5.抗酸化栄養素の補給によるがん予防：無

作為化比較試験による検証

(1）日ーカロテン

ビタミン類の抗酸化作用が注目され、特定の栄養素

の補給によるがん予防可能性が模索されるようになっ

た。緑黄色野菜に豊富なβーカロテンはその候補の筆頭

であった。 1980年代に入って開始された/3－カロテンを

用いたがん予防効果を検証する無作為化比較試験につい

ては、これまでに、少なくとも 4つの結果が刊行されて

いる。いずれも 2～3万人を対象として5～ 10年程度に

及んでいる 12）。中国におけるβーカロテン、セレニウム、

ビタミンE投与群における胃がんの 21%の予防効果を

除いて、期待していた結果は得られず、逆に、喫煙者に

高用量のβーカロテン（20～30mg）を投与すると肺がん

のリスクを 20～ 30%上昇させるという知見をもたらし

た。また、非喫煙者が中心の米国医師の研究の場合は、

10年以上。ーカロテンを服用し続けても、がん権患に関

しては何ら利益も害ももたらさないという成績が得られ

ている。この異なる結果を理解するための一つの示唆的

なデータとして、投与前後の/3－カロテンの血中濃度の

推移がひとつの参考になる。
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これまでの観察型の疫学研究では、 βーカロテンの血中

濃度が2～ 10μ g/dl程度の低い人たちに比べて、 20～

50μg/dlであった高い人たちのがんのリスクが低いこと

が示されていた。中国の研究では、補給前には対象者の

血中濃度がおおむね低かったが、。ーカロテンの補給を

受けたことにより、高いレベルを少し超えた血中濃度に

到達し、がん予防効果があらわれたとも考えられる。そ

れに比べて、米国やフィンランドの研究では、補給前で

も既に高いレベルにあったのが、補給により、日常の食

事では到達できないような血中濃度になり、喫煙者にお

ける肺がんリスクの増加という結果をもたらした可能性

も考えられる。

米国医師の研究について、さらに参加者をもともとの

/3－カロテンの血中濃度ごとにグループ分けして解析が

行われているが、これまでの観察型疫学研究と同様に、

もともとの血中濃度が低い人ほど、がんのリスクが高い

ことが確認されている。しかしながら、 βーカロテンを

補給することによる効果については、もともと血中濃度

が低いグループではリスクを下げる効果が認められた一

方、もともと高かったグループではリスクを上げる方向

となった。その傾向は、特に前立腺がんで顕著で、あった

ことが示されている 13）。

(2）ビタミン E

ビタミン Eについても、その抗酸化作用などにより、

心臓病ゃがんの予防に効果があるものと考えられ、サプ

リメントとして広く普及している。動物や試験管内での

実験は、大半がその効果を支持する。そして、ヒトでの

実際の有効性を評価する目的で、多くの無作為化比較試

験が、欧米において計画・実施されてきた。

しかしながら、ビタミン Eを用いたこれまでの 19の

臨床試験から 136,000人分のデータを再集計して評価し

た研究によると 14）、比較的高用量（一日 400国際単位

以上）のビタミン Eを1年以上補給したグループでは、

プラセボ（偽薬）を補給したグループに比べて、統計学

的有意に死亡率が高かった。その一方、低用量のビタミ

ンEを用いた試験では、死亡率に差がないか、やや低下

傾向にあった。ビタミンEは、体の中の脂質部分に溶け

込んで蓄積されると、極めて高濃度になる。そのような

条件下では、活性酸素の産生を高める方向に作用した

り、生体内の他の重要な抗酸化や解毒に関わる酵素の働

きを阻害したりするという実験の報告がある。また、血
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液の凝固系への阻害作用により、出血しやすくなるとも

考えられている。実際、フィンランドの臨床試験では、

ビタミン Eを服用していたグループで脳出血リスクが高

かったと報告されている。

(3）抗酸化栄養素

最近、 ff－カロテン、ビタミン A、ビタミン C、ビタミ

ンE、セレニウムのいずれか、あるいは組み合わせによ

る、抗酸化物質の補給の効果を検証した 68の無作為化比

較試験の被験者23万人のデータを用いて、死亡リスクへ

の影響を評価した研究が発表された 15）。 それによると、

ff－カロテン、ビタミン A、ビタミン Eの補給は、死亡

リスクを上げる方向である一方、ビタミン Cとセレニウ

ムは、上げも下げもしないとのことであった。さらに、

2009年になって報告された、セレニウムとビタミンEを

用いて 35,000人の男性を対象とした SELET試験 16）、ビ

タミンEとCを用いて 15,000人の男性医師を対象とした

Physicians’Health Study II 17）、ビタミン EとCとff－カ

ロテンを用いて 8,000人の女性を対象とした WACS試

験 18）など、これらの抗酸化栄養素の補給にがん予防効果

がないことを示す、プラセボを用いた二重盲検無作為化

比較試験からの複数のエビデンスが揃ってきている。も

はや、欠乏状態にある一部の対象を除いては、がん予防

のために抗酸化栄養素をサプリメントとして服用するこ

とによるメリットはないというのが現状であろう。

6. おわりに

食品成分によるがん予防について、因果関係の評価の

現状と無作為化比較試験を含む疫学研究から得られたエ

ビデンスを概観した。これまでのエビデンスからは、が

ん予防に有効な食品成分があったとしても、その用量と

効果の関係は、「多ければ多いほど効果的」という単純

なものばかりではない乙とが示されている（図 1）。

食物繊維摂取と大腸がんリスクに関するエビデンスで

示されたように「一定量までは予防的であるが、それ以

上では効果がなくなるJ、イソフラボン摂取と乳がんリ

スクに関するエビデンスで示されたように 「一定量を超

えると効果が上がるj、抗酸化栄養素とがんに関するエ

ビデンスで示されたように 「一定量に達するまでは効果

が上がり、ある一定量を超えるとリスクとなるjなどの

場合も想定される。

また、あるがんに対しては予防的でも、別のがんに対

一応一
一反一

b

F

：
 

［
⑮
 

｜摂取レベル｜
→摂れば摂るほど予防的
→効果なし

→摂取レベルにより異なる効果

図1 摂取量と効果との関係
Figure 1 Possible dose-response relationship 
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してはリスクとなる関係も想定される。例えば、表2に

掲載されているカルシウムは、大腸がんに対しては予防

要因であるが、前立腺がんに対してはリスク要因となっ

ている。

さらに、予防効果に個人差が存在する可能性もあ

る。例えば、栄養素の代謝に対する遺伝的な個人差（葉

酸代謝におけるメチレンテトラヒドロ葉酸還元酵素

(MTHFR）の遺伝子多型など）や喫煙・飲酒などの生活

習慣の有無による個人差（緑茶と胃がんの関係の男女差

など）などが挙げられよう。

従って、がん予防に有効であることが期待される食品

成分が同定された場合は、観察型の疫学研究からのエビ

デンスに基づいたヒトにおける用量反応関係と現状の摂

取レベルを見極めてから、さらには、遺伝素因を含む他

の要因の保有状況を考慮に入れて、個別に最適化して実

践に移行することが理想的で、あろう。特に、サプリメン

トとして、特定の食品成分を用いるがん予防を実践に移

すためには、無作為化比較試験による不利益も踏まえた

予防効果の大きさを検証する課程が必須で、ある。そのた

めにも、日本において、更なる観察型の疫学研究が推進

されエビデンスを構築すると共に、有望な食品成分につ

いては、がん予防効果を検証するための大規模で長期の

無作為化比較試験が実施可能な基盤整備が求められる。

最後に、がん予防は、疾病予防・健康増進の大きな

部分を占めるが、その全てではない。他の病気予防と

QOLを含む総合的な健康を視野に入れることを忘れて

はならない。
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食品成分による骨粗軽症の予防

食晶成分による骨粗懸症の予防

独立行政法人国立健康・栄養研究所

栄養疫学プログラム生体指標ブロジ工ク 卜

石見佳子

骨粗緩症は骨強度の低下を特徴とし、骨折のリスクが増大しやすくなる骨格疾患と定義されている。骨強度は骨

密度と骨質の両方に影響を受けるため、 加齢によって骨量が減少したり、骨の微細構造が変化すると骨折しやすく

なる。骨代謝に影響する因子としては、栄養、運動、遺伝素因、ホルモン、ライフスタイルが挙げられるが、なか

でも栄養と運動は日常生活で改善できる重要な因子である。そこで本稿では、骨の健康の維持に役立つ栄養素と食

品成分について解説する。

骨組織は、骨基質タンパク質であるコラーゲンやオステオカルシンにミネラルが沈着して形成されることから、

たんぱく質やカルシウム、リン、マグネシウムが骨形成に必要な栄養素であることはいうまでもない。この他、骨

代謝にはビタミンも重要な役割を果たしている。先ず、腸管におけるカルシウムのl吸収にはビタミン Dが必要で

ある。一方、ビタミンKは、カルシウムとの結合能を有する骨基質タンパク質、オステオカルシンの合成に必要で

あるし、ビタミン Cは、 コラーゲン合成に必須で、ある。また、最近では高ホモシステイン血症が、正常なコラーゲ

ン架橋を阻害することから、葉酸をはじめとするビタミンB群の重要性も明らかになってきた。

一方、骨の健康の維持に役立つ食品成分が 「骨の健康が気になる方の」特定保健用食品の関与成分として、厚生

労働省より許可されている。弱い女性ホルモン様作用をもっ大豆イソフラボンは、閉経期の女性において、骨から

のカルシウムの溶出を抑える。最近、大豆イソフラボンのヒトにおける生物活性は、腸内細菌によって合成される

エクオール産生の有無に左右されることが明らかになってきた。実際、閉経後女性を対象に我々が実施したプラセ

ボ対照無作為割付比較試験においても、イソフラボン摂取群のエクオール産生者は、非産生者に比べて、大腿骨近

位部の骨量減少が緩徐であった。乳塩基性タンパク質は、骨形成を促進し、骨吸収を抑制することにより、骨密度

を高める働きがある。さらに、ミネラルのl吸収を促進する食品成分として、フラクトオリゴ糖、カゼインフォスフォ

ペプチド、クエン酸リンゴ酸カルシウムおよびポリグルタミン酸などが関与成分として許可されている。

骨粗緩症の予防で一番大事なことは、若年期に最大骨量を高めておくことであり、次に女性においては閉経期の

骨量減少を抑えるごと、また、高齢期には男女とも転倒の予防が重要な謀題となる。このためにはバランスの良い

食生活を基本として、充分なビタミン・ミネラルの摂取とライフステージに適した保健機能食品の利用および日頃

の運動が大切である。

＊ 本 ＊ ＊＊ ＊本＊＊＊＊＊$＊＊＊ ＊＊＊ ＊

<Summary> 

Osteoporosis is defined as a skeletal disorder characterized by compromised bone strength predisposing to an 
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食品成分による骨組罷症の予防

increased risk of fracture. Since bone strength reflects the integration of two main features: bone density and 

bone quality, bone loss and change in bone architecture and turnover by aging causes osteoporosis. Bone mass 

is influenced many factors such as genetics, hormonal status, nutrition, exercise and life-style. Among these 

factors, nutrition and exercise are important in preventing osteoporosis. Thus, the nutrients and food components 

influencing skeletal health will be introduced in this article. 

Bone tissue consists of two components: bone matrix proteins such as collagen and minerals. It is obvious 

that protein and minerals including calcium, phosphorus and magnesium are necessary for bone formation. 

Furthermore, vitamins also play crucial role in bone metabolism. For example, vitamin D stimulates calcium 

absorption in small intestine, vitamin K and C play important roles in syntheses of osteocalcin which has ability 

to bind to calcium and collagen, respectivelぁhbone matrix. Interestingly, it has been appeared that folic acid 

and B vitamins are important nutrients for bone health, since these町enecessary for normal bridge-building of 

collagen. 

On the other hand, food components affecting bone health has been approved as principal ingredients of the 

Food for Specified H巴althUses (FOSHU) as targeted to the individuals who concerned about bone health by 

Japanese Ministry of Health, Labour and Welfare. These include soybean isoflavones having weak estrogenic 

activity and preserving bone minerals in postmenopausal women. Recently, it was also suggested that equol, a 

gut bacterial metabolite of isoflavone daidzein, may prove to be an important bioactive metabolite of isoflavone 

because of its greater binding affinity to estrogen receptors when compared with indicated parent compound. 

In fact, in our study, bone loss of the hip region in the equol producers was less than those in non-producers in 

isoflavone supplemented postmenopausal Japanese women. Milk basic protein has ability to stimulate bone 

formation and inhibit bone resorption, resulting increase in bone mineral density. Th巴foodingredients such as 

fructooligosaccharides (FOS), casein phospho peptide (CPP), calcium citrate malate (CCM), and polyglutamic acid 

which stimulate calcium absorption in the intestine have been approved as principal ingredients of FOSHU. 

The most important thing for prevention of osteoporosis is to secure the high peak bone mass during adolescence. 

Second is how to prevent bone loss in peri-and postmenopausal periods in women. Finally, the arrest of fall is 

effective for prevention of the incidence of the hip企・acturein aged men and women. A balanced diet, adequate 

calories, minerals and vitamins, and appropriate use of foods with health claims for the life stages with exercise 

might be the foundation for prevention of osteoporosis. 

1 .骨の代謝と調節因子

骨は外側の鍛密で硬い皮質骨と内側の網目構造をし

た海綿骨から構成されている（図 1）。その構成成分は、

主にコラーゲンからなる骨基質とミネラル（リン酸カル

シウムの結晶）である。建物にたとえると、コラーゲン

が骨組みであり、ミネラノレがコンクリー卜のようなもの

である。

骨は一見すると静かな器官に見えるが、常に吸収と形

成が繰り返されており、代謝が大変活発な器官である。

骨のl吸収と形成の繰返しをリモデリング（再構築）とよ

んでいる。骨のリモデリングやモデリングに影響を及ぼ

す因子としては栄養、運動、ホルモン、遺伝素因、ライ

フスタイ jレなどがある。

一方、骨は身体を支える支持器官としての役割ばかり

でなく、カルシウムの貯蔵庫としての大切な役割がある。

カルシウムはヒトの生命の維持のために最も重要なミネ

ラルであるため、血液中のカルシウム濃度が低下した場

合には、直ちにそれを供給する必要がある。我々の身体

図l 上腕骨近位端
Figure l Distal Humerus 
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は血中のカルシウム濃度が低下すると、骨からカルシウ

ムを溶出してそのカルシウム濃度を一定に保つように調

節されている。また、骨は心臓、肺、脳等の重要な臓器

を保護する役目があるとともに、骨髄では造血が行われ

ている。

図2に年齢と骨量の関係を示した。男女とも骨量は

20歳前後で最大に達し（最大骨量）、その後、男女とも

45歳くらいまでは一定か少し上昇し、その後低下する。

女性は 50蔵前後で閉経を迎えるが、閉経により女性ホ

ルモンの分泌が低下するため、この時期には骨吸収が克

進して骨量が著しく減少する。一方、男性には閉経がな

いため、骨量は加齢とともに緩やかに減少する。70歳

を過ぎると、男女とも加齢による骨量の減少が起こる。

骨

量

／ 

最大骨量

これらのことから、骨粗懸症の予防で一番大事なとと

は、若年期に最大骨量を高めておく乙とであり、次に女

性においては、閉経期の骨量減少を抑えること、また、

男女とも高齢期には転倒の予防が重要な課題となる。

2. 骨粗震症とは

骨組票差症は、 2000年の NIH（米国国立衛生研究所）

コンセンサス会議において、「骨強度の低下を特徴とし、

骨折のリスクが増大しやすくなる骨格疾患Jと定義され

た。我が国では高齢化社会を迎え、現在約 1,000万人が

骨組軽症に躍患していると推計されている（図3）。日

女性

0 I 0 20 30 40 50 60 70 80 

年齢
骨粗重量痕と骨折予防
Medical View社よりヨl照

図2 年齢と骨量の変化の関係
Figure 2 Relationship between age and bone mass 
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図3 日本における骨組露症患者数の推計
Figure 3 Estimat旧nof the number of patients with osteoporosis in Japan 

22一一 ILSINo.97 (2009.5) 



本骨代謝学会の診断基準では、骨量が骨量頂値（一般的

に骨量は20歳から 45歳にかけて最大となり、との聞の

平均値を骨量項値と呼ぶ）の70%未満の人を骨粗懸症

と診断することとされた 1）。日本人女性では65歳を過

ぎると約半数が、男性では75歳を過ぎると約20%が骨

粗懸症であると推定されているが、実際に治療を受けて

いる人は多くはない。

骨粗懸症は原因となる疾患の有無により大きく原発性

骨粗繋症と続発性骨粗軽症に分類される。原発性骨粗

懸症は閉経後の女性が発症する閉経後骨粗軽症と加齢に

よって発症する老人性骨粗罷症が全体の90%を占めて

いる。 50歳前後の女性では、閉経により女性ホルモン

の分泌が低下するため骨吸収が克進し、骨形成を上回る

ために骨の量が減少する。一方、高齢期では加齢によっ

て活性型ビタミンDの合成が低下し、カルシウムの吸

収能が低下する。また、骨芽細胞の機能が低下するとと

もに、運動不足などが原因で骨形成が低下して骨量が減

少する。老人性骨粗軽症は70歳以上の男女にみられる。

続発性骨粗懸症は内分泌疾患など特定の疾患に合併して

発症する。

骨粗懸症の主な症状は、腰背痛、脊椎（圧迫）骨折、

大腿骨頚部骨折などである。骨折はQOLの低下につな

がるばかりでなく、寝たきりの原因になるので転倒を予

防することが重要で、ある。骨粗棄毒症は全ての人が躍るの

ではなく、ビタミンD受容体遺伝子多型などの遺伝素

因、運動や食習慣などの生活習慣に影響をうける。

3.骨の代謝に関与する栄養素

骨の構成成分はコラーゲンをはじめとする骨基質タン

パク質とカルシウム、リン、マグネシウムなどのミネラ

ルである。これらの栄養素は食事から摂取することがで

食品成分による骨粗露症の予防

きるが、骨の形成にはさらに、ビタミン D、K、C等の

ビタミンが必要で、ある。図4に骨代謝に関与する栄養素

についてまとめた。ビタミンDは腸管においてカルシウ

ムの吸収を促進し、ビタミンKは骨基質タンパク質の

一つであるオステオカルシンの合成を、ビタミン Cはコ

ラーゲンの合成に必要である。たんぱく質も正常な骨形

成に欠かせない栄養素であるが、摂り過ぎても腎臓にお

けるカルシウムの排池を促進するため、適切な量を摂取

することが重要である。

また、リンの過剰摂取はカルシウムの吸収を抑えるの

で摂りすぎに注意が必要である。リン酸塩等は加工食品

の防食剤や結合剤として多く使用されているため過剰に

摂取しがちである。カルシウムとリンの摂取比率は2:1 

から 1:2が適切で、あるといわれている。また野菜に含

まれるシュウ酸、玄米や大豆等に含まれるブイチン酸、

食物繊維等もカルシウムの吸収を妨げる。塩分の過剰摂

取もカルシウムの排濯を促すので注意が必要で、ある。

( 1）カルシムとビタミン D

骨粗最重症の予防には充分なカルシウムとビタミンDの

摂取および運動が有効であるという科学的根拠が多い。

カルシウム代謝を調節している因子として、活性型ビタ

ミンD、副甲状腺ホルモン、カルシトニンなどのカルシ

ウム代謝調節ホルモンと性ホルモンおよび成長ホルモン

がある。ビタミンDは腸管からのカルシウムの吸収を促

進するとともに、血中のカルシウムが低下した時には副

甲状腺ホルモンと共同して骨の吸収を促進し、血中のカ

ルシウム濃度を高めて生体のカルシウムの恒常性を維持

する。血中のカルシウム濃度が上昇すると、カルシトニ

ンが甲状腺から分泌されて、骨からのカルシウムの溶出

を抑えるように調節されている。

カルシウムと骨密度および骨折との関連を調査した最

近のメタ分析では、弱いが良い結果をもたらすものの、

カルシウム、リン、マグネシウム：骨の形成に必要な栄養素
ピタミンD：腸管におけるカルシウムの吸収を促進して骨の形成

を助ける
ピタミンK：脅基質〈オステオカルシン）の合成に必要な栄養素
ピタミンC：骨基質（コラーゲン）の合成に必要な栄饗素
ピタミンB群：骨基質（コラーゲン）の合成！こ必要な栄養素
たんぱく質：骨の影成に必要な栄養素

優し接り過ぎによりカルシウムの排漉が促進される

図4.骨代謝に関与する栄養素
Figure 4 Nutrients relating bone metabolism 
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食晶成分による骨粗露症の予防

骨折との関連は認められないとする報告が多い。日本人

の食事摂取基準2005年版におけるカルシウムの 1日当

たりの摂取目安量は成人男女では550～ 900mgである

が、平成 18年の国民栄養調査の結果によると、男女と

も18～ 49歳で一日当たりの摂取量は500mgを下回っ

ている 2）。カルシウムを多く含む食品は乳製品、小魚、

野菜、大豆などである。目標量のカルシウムを摂取する

ためには意識してこれらの食品を摂取する必要がある。

一方、カルシウムは栄養機能食品の成分であるため、

サプリメント等から摂取することも可能である。栄養機

能食品とは、身体の健全な成長、発達、健康の維持に必

要な栄養成分を補給・補完する食品のことで、定められ

た用量を守っていれば厚生労働省の許可を得ることなく

栄養素の機能表示ができる食品である。一方、平成 17

年に「保健機能食品制度の改正」が行なわれ、カルシウ

ムと葉酸については「疾病リスク低減表示」が認められ

ることになった。カルシウムは、特定保健用食品の関与

成分として、骨粗懸症を予防する旨の記載が許可される

ごとになった。なお、成人におけるカルシウムの上限量

は2,300mg／日である。カルシウムの過剰摂取はミルク

アルカリ症候群等の健康被害をひき起すので注意が必要

である。また、最近、一日当たり lOOOmgのカルシウム・

サプリメントを 5年間摂取した高齢者（平均年齢74歳）

において、脳・心血管疾患の発症率が増加すると報告さ

れた 3）。したがって、高齢者においては、サプリメント

からカルシウムを摂取する場合には、摂取量に注意を払

う必要がある。

一方、ビタミン Dは脂溶性のため体内に蓄積しやす

く、過剰摂取により腎臓や筋肉にカルシウムが蓄積した

り、軟組織の石灰化を引き起こす。

(2）ビタミン K

ビタミンKにはK1（フィロキノン）と Kz（メナキノン）

があり、ビタミン K1は緑黄色野菜に、 Kzは納豆等の発

酵食品に多く含まれている。

ビタミン Kは骨基質タンパク質であるオステオカルシ

ンのy－カルボキシル化反応の補酵素として働く。オステ

オカルシンはyーカルボキシル化により、カルシウムとの

結合能を獲得して石灰化を促す。食事性のビタミン Kと

骨代謝の関係については、近年、大規模観察研究が報告

された。高齢女性において、低ビタミンK栄養状態では

血中の非γーカルボキシル化オステオカルシン濃度が増
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加し、大腿骨頚部骨折のリスクが上がることが報告され

ている。また、日本人においては主に納豆から摂取する

ビタミン Kz（メナキノー 7: MK-7）の摂取量と大腿骨

頚部骨折に負の相闘が認められている。欧米における大

規模観察研究においてもビタミン K1の摂取量と大腿骨

頚部骨折率に負の相闘が認められている。

日本人の食事摂取基準（2005年版）における成人の

ビタミン Kの摂取目安量は60～ 75μg／日である。これ

は血液凝固を対象として設定されたものであり、骨の健

康を考慮した値ではない。前述の観察研究では、高齢者

の骨質の維持には100～ 300μg/dayのビタミン Kが必

要であるという報告が多い。我々が実施した試験では、

50～ 65歳の閉経後女性では不活性型のオステオカルシ

ンである低カルボキシル化オステオカルシンの血中濃度

が高値であり、かつ骨折のカットオフ値を上回っていた

（図5）。また、 l.5mgのMK-4を毎日 4週間摂取する乙

とにより、これらの値は改善された 4）。今後は骨の健康

に対するビタミンKの役割を考慮した食事摂取基準の策

定が望まれる。

一方、現在、ビタミン Kz(MK-7）は骨の健康が気に

なる方のための特定保健用食品の関与成分として許可さ

れている。一日当たりの摂取目安量は lmg前後であり、

現在は納豆と錠菓が許可されている。

また、我が国ではビタミン Kz(MK-4）が骨粗懸症の治

療薬として使われている（一日当たりの服薬量は45mg）。

乙れらを踏まえると、ビタミン Kには食事からの摂取

量、保健の用途の有効量および薬理量が存在することに

なる。なおビタミン Kは血液凝固を促進するため、ワ

ルファリンなどの抗血液凝固薬を投薬されている場合は

摂取を避ける必要がある。

(3）ビタミン B群

近年、骨代謝とホモシステインの関係が話題になって

いる。以前よりホモシステイン尿症の患者では骨粗罷症

の発症率が高いことから、血中のホモシステインの上昇

が骨代謝に影響を及ぼす可能性が指摘されていたが、近

年、疫学研究により高齢者において高ホモシステイン

血症が骨折のリスクファクターとなることが報告され

た。ホモシステインはメチオニンからシステインへの代

謝の過程で合成されるアミノ酸である。ホモシステイ

ン産生に関与するメチレンテトラヒドロ葉酸還元酵素

(MTHFR）遺伝子の変異型では、葉酸やビタミン B12の



食品成分による骨粗緊症の予防
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図5.低用量のMK-4摂取による血清オステオカルシン濃度の変化

Japanese women 
Figure 5 Time course of change in serum osteocalcin after intake of low dose MK-4 in postmenopausal 

欠乏により酵素活性が低下し、高ホモシステイ ン血症を

呈するこ と、さ らに高ホモシステイン血症は骨代謝を負

に調節しているこ とが示された（図 6）。そのメカニズ

ムとしては、 ホモシステインは正常なコラーゲン繊維の

架橋を阻害し、異常な架橋を誘発するこ とにより骨の微

小構造を変化させ、これが骨折に結びつく可能性が示唆

されている。

4.骨代謝に関与する食品成分

本項では、骨の健康が気になる方のための特定保健用

食品の関与成分について紹介する。

( 1）大豆イソフラボン

大豆イソフラボンは弱い女性ホルモン様作用があるこ

とから、 近年、骨粗最重症に対する予防効果が期待されて

葉酸 r-.. ..J.= ...ーし 〔

ビタミンBU「〉 /' T'J -./  L.__ ¥ 

メチ品；.i_Epr 肝臓 J 
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. 、 ビタミンB6
血中へ

システイン

高ホモシステイン血症

l 
W ルオキシダーゼ抑制i酸化ストレス2
生理的コラーゲン架橋lAGE架橋t

品下ぷ
骨粗暴症＼／

図6 高ホモシステイン血症と骨組露症
Figure 6 Relationship between hyperhomocysteinemia and osteoporosis 
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食品成分による骨粗軽症の予防

られた 8) （図9）。エクオールは特定の腸内細菌によって

ダイゼインから産生されることから、大豆イソフラボン

の中でもダイゼインの有効性は、個体の“エクオール産

生能（腸内細菌叢）”に影響される可能性が示唆された。

ごく最近、試験に参加した被験者の糞便中に、

エクオール産生能を有する乳酸菌の存在を確認した。将

来は遺伝子多型のみならず、腸内細菌叢も視野にいれ

我々 は、

いる。最近のメタ分析では、 90mg／日の大豆イソフラボ

ンを6カ月～2年間摂取するごとにより、腰椎の骨量が

増加する乙とが報告されている 5）。 また、中国の観察研

究では、大豆イソフラボンの摂取量と骨密度が正の相関

を示すことが報告されている。わが国では大豆イソフラ

ボンは「骨の健康が気になる方」のための特定保健用食

品の関与成分として許可されている。大豆イソフラボン

を含む特定保健用食品には、摂取目安量として大豆イソ たオーダーメイド食品の開発が期待される。

なお、上記の試験において、被験者の食事からの一日

当たりの大豆イソフラボンの摂取量は 28mg／日であった

ことから、試験期間中は合計75mg／日の大豆イソフラボ

ン（アグリコン換算）を摂取したことになる。

大豆イソフラボンの安全性を確認するため、閉経後女性

そこで、

フラボンがイソフラボン配糖体で 40mg（アグリコン当

量25mg）含まれているお茶、豆乳が許可されている 6）。

我々は健常な閉経後日本人女性を対象として、 1年間

の大豆イソフラボン摂取（47mg／日）と週3回のウォー

キング（45分／回）の併用を実施したところ、

単独で、は大きな影響はないが、併用群では大腿骨近位部

それぞれ

における各種ホルモン濃度を評価したところ、血中のエ

ストロゲン、 FSH、LH、プロゲステロンおよび甲状腺およびワーズ三角部において、骨量減少が抑制されるこ

とを示した 7)（図 7）。 ホルモン濃度に変化は認められなかった 9）。

(2）カルシウムの吸収を高める食品成分

高齢者では腸管におけるカルシウム吸収能が低下する

カルシウムの吸収を高める食品成分が効果的であため、

興味深いことに、プラセボ群とイソフラボン摂取群

のみに着目して解析すると、大豆イソフラボンの骨代

謝および脂質代謝に対する改善効果は、

(daidzein）の代謝産物で最もエストロゲン活性の高いエ

クオール（equol) （図8）の産生者においてより強く認め

ダイゼ、イン

ここではその効果が科学的根拠に基づいており、特

ワーズ三角部
（骨折頻度の高い部位）

る。

大腿骨近位部

二元配置分散分析法：運動、イソフラボン因子は有意である
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Figure 7 Cooperative effects of walking exe「ciseand isoflavone on BMD in postmenopausal Japanese 

women 
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食品成分による骨粗軽症の予防

図8 ダイゼインの代謝と工クオール
Figure 8 Metabolism of daidzein and equal 
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食品成分による骨組憲症の予防

定保健用食品の関与成分として認められているものにつ

いて紹介する。その成分としては、フラクトオリゴ糖、

カゼインフオスフォペプチド（CPP）、クエン酸リンゴ

酸カルシウム（CCM）およびポリグルタミン酸などが

ある。 CPPやCCMは、腸管内でカルシウムがリン酸と

結合するのを防いだり、水に溶けにくいカルシウムを溶

けやすくして腸管における吸収を助ける働きがある。一

方、フラクトオリゴ糖はピフィズス菌を増やして大腸内

を酸性に保つことにより、カルシウムやマグネシウムの

吸収を促進する 10）。納豆のネパネパに含まれているポリ

グルタミン酸もカルシウムの吸収を促進する。

(3）乳塩基性タンパク質（MBP)

乳塩基性タンパク質（MBP:Milk Basic Protein）は、

骨密度を高める唯一の特定保健用食品の関与成分であ

る。 MBPは乳清中の塩基性タンパク質の混合物で、骨

形成を克進し、骨吸収を抑える作用がある 11）。骨の健康

維持に関係する栄養機能食品と特定保健用食品を図10

にまとめた。

5.骨粗懸症の発症リスクを高める食品成分

アルコール（40g／日以上）およびカフェイン（300mg/

日以上）は、長期間過剰摂取すると低骨密度の危険因子

となる。また、コーラの日常的な摂取（週に3カップ以

上）が、女性の大腿骨低骨密度の危険因子である可能性

が報告されている 12）。これらのことから、晴好品も摂り

すぎは禁物である。さらに、喫煙やストレスもコホート

調査のメタアナリシスにおいて骨折リスクが高まること

が報告されている。

6.おわりに

骨は－_a減少してしまうと元に戻すことは困難であ

る。したがって、骨組長毒症は予防が最も重要で、あること

はいうまでもない。骨粗軽症の最も有効な予防方法は若

い頃からカルシウムの摂取と運動を心掛け、最大骨量を

高めておくことである。骨粗懸症は沈黙の病気ともいわ

れているので、特に閉経期の女性は骨密度を測定し、自

分の骨の健康状態を把握しておくことが重要で、ある。

食品成分 主な作照 ｜棄な食品

カんシウム 費務成宮 乳製品、小魚

マグネシウム 骨量養成富 ごま、そiま、パナナ

ビタミンD カルシウム駿~交官 魚、予ししいたけ

CPP, CCM カルシウム犠騒音 牛乳など

フラタトオリゴ糠 カルシウム犠i涙昔 ごぼう、たまねぎ

ポりグルタミン畿 カルシウム吸収官 納豆

ビタミンK2 膏形成宮 納豆、ブロッコリー

イソフラボン 警駿~支 i 裏腹、納豆、jl_乳

MBP 骨形成富骨吸収i 牛乳、ヨーグルト

カルシウム 骨粗繋痕のリスタ低減 乳製品、1J、魚

図 l0. 骨粗震症の予防に役立つ主な食品成分
Figure l 0 Food components concerning prevention of osteoporosis 
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橘田和美

2008年 11月3・4日の両日にわたり、フィリピン・セブ島において、“Symposiumon Biotechnology and 

Nutritionally-enhanced Food and Crops”が開催された。本シンポジウムは 1991年から 4年に一度開催されている

“Asian Food and Nutrition Safety Conference，，の第5回会議のサテライト・シンポジウムとして開催された。本シン

ポジウムにおいては、パイテク作物を取り巻く様々な背景、社会的影響、消費者動向、コミュニケーション、安全

性評価および規制、そして実際の開発の現状等、非常に多岐にわたる内容の話題提供があり、関係者にとって、パ

イテク作物を取り巻く問題を多角的に理解する良い機会となった。本シンポジウムの中でも強調されていたが、世

界的な人口増加および気候変動等の様々な問題に対処するためにも、あるいは個別の地域においては農作物の病虫

害被害等に対応するためにも、遺伝子組換え作物をはじめとする技術の導入は急務である。そのためには、適切な

技術を公正かつ科学的に評価することが必要で、あり、また、正確な知識を消費者に伝えることが求められる。また、

新たな技術の導入にあたっては、その安全性評価の枠組みも必要であるが、国際機関からガイドラインの提示もな

されているように、その整備は着実に進んでいる。今回のシンポジウムのような機会を通じ、パイテク作物を取り

巻く世界の状況を把握する乙とは、食のグローパル化が進展する現代において強く求められるごとであるばかりで

なく、我々人類が直面しつつある食料・環境の問題を考える上でも必要不可欠で、あろう。

キキキキ＊＊＊＊＊＊キ＊＊＊＊本キキキキ

<Summary> 

岬TheSymposium on Biotechnology and Nutritionally-enhanced Food and Crops" was held in Cebu, Philippines 

for 2 days from the 3rd to 4th of November, 2008. This symposium was conducted as a satellite symposium of 

“the Asian Conference on Food and Nutrition Safety" which has been organized by the International Life Sciences 

Institute Southeast Asian Region (ILSI SEA Region), every four years since 1991. The symposium had a varied 

repertoire of sessions dealing with issues surrounding the biotech crops, such as social impact, consumer attitudes, 

communication, safety assessment, regulatory rules, and developmental status of biotech crops, and provided 

participants a good opportunity to understand the issues from various perspectives. It was emphasized in the 

symposium that the potentials of biotechnologies have to be urgently harnessed to address global challenges, such 

as population growth and global warming issues, and to address local challenges, such as disease-and insect-

damaged crops in each individual region. To do this, it is required to fully evaluate the potential contribution of 

all appropriate technologies. In parallel, communication of science-based information is also required to promote 

Symposium on Biotechnology & Nutritionally 
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consumers’understanding. Regarding biosafety and safety assessment of biotech crops, there have been legal 

仕ameworksestablished in some countries and guidelines provided by international bodies, such as the Codex. 

It would be necessary to understand global status surrounding biotech crops through this kind of symposium 

because the globalization of food has been progressing. Furthermore, this kind of measure would help to address 

issues regarding foods and environment which we, human beings are facing, and to develop a better cooperation 

and understanding among nations. 

1 .はじめに

2008年 11月3・4日の両日にわたり、フィリピン・

セブ島において、“Symposiumon Biotechnology and 

utritionally-enhanced Food and Crops，，が開催された。

本シンポジウムは 1991年から 4年に一度開催されてい

る“AsianFood and Nutrition Safety Conference，，の第

5回会議のサテライト ・シンポジウムとして開催され

た。本シンポジウムにおいては、パイテク作物を取り巻

2.会議概要

*Opening Session 

1. Welcome Remarks 

く様々な背景、社会的影響、消費者動向、コミュニケー

ション、安全性評価および規制、そして実際の開発の現

状等、非常に多岐にわたる内容の話題提供があり、関係

者にとって、パイテク作物を取り巻く問題を多角的に

理解する良い機会となった。日本からは、筆者が参加

し、“Updateson Safety Regulation of GM Crops in Asia” 

のセッションにおいてわが国の GeneticallyModified 

Organism (GMO）の安全性に係る規制についての講演

を行った。

Dr. Eve~抑 Mae Tecson-Mendoza, National Academy of Science and Technology, Philか＇Pines

2. Introductory Messages 

Mrs. Boon Yee玲ong,!LSI SEA Region 

Mr. john Ruff, !LSI 

3. Keynote Address 

Dr. William Padolina, International Rice Research Institute (!RRJ人Philかpines
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シンポジウムはフィリピン国歌の演奏で開始された。

Dr. Evelyn Mae Teczon-Mendozaによる開会の辞に引き

続き、 Mrs.Boon Yee Y eongから ILSISEA Regionsの

活動の紹介があり、次いでILSIPresidentである Mr.

John Ruffによる過去から現在に至る ILSIの取り組

み、および貢献についての紹介があった。それに引き

続き InternationalRice Research Institute (IRRI)の

Dr. William Padolinaから“AgriculturalDevelopment, 

Biotechnology, and Biosecurity in Asia，，の演題にて基調

講演があった。基調講演の冒頭で、貧困に基づく栄養不

良がアジアにおいて深刻であることが指摘され、その解

決の一助ともなる新たなパラダイム、 HarvestPlusの考

え方の紹介があった。これは、栄養価を高めるために作

物の育成を行うというものであり、その目的は、バイオ・

ブオーティフィケーションで鉄、亜鉛、プロビタミンA

等を強化した食用作物を育成し、途上国における貧困層

の健康改善を図ろうというものである。食品の栄養強化、

サプリメントなどにより栄養価の向上を図ることの重要

性は認識されているが、栄養的に改善された充分量の食

品を摂取できることが、やはり望ましい根本的な解決策

であろう。また、 Nutrigenetics（遺伝的多様性と食品摂

*Session 1: Overview 

取に対する応答性）やNutrigenomics（遺伝子発現にお

ける栄養素の役割）の役割についての紹介もあり、また

それらを支えるためにも高速かつハイスループットな技

術が必要である旨強調された。更には、インドネシアで

の亜鉛高含有米、フィリピンの鉄高含有米、それから鉄

高含有小麦開発についての取り組みの例が紹介された。

遺伝子組換え作物に関しては、食品としての安全性評

価は非常に重要なものであり、製品開発の極めて初期の

段階から考慮されるべき項目である。ことに、アレルゲ

ン性、有害成分の産生、遺伝子移動、抗生物質耐性選択

マーカーの使用、また非意図的な影響については注意深

く検討される必要があり、実際の遺伝子組換え作物の開

発にも活かされている。また、安全と見なされるものは、

現時点で入手可能な科学的知識に基づいて、危害がない

との確認が妥当になされる必要があるが、全くのゼロリ

スクや絶対的な確信等の達成は非常に困難であると言う

ことは認識されなければならない。しかし、その考えの

浸透には、充分な対話や、多大な努力が要されることと

考えられる。最後に、 HarvestPlusにも通じる、ヒポク

ラテスの“Letfood be your medicine and medicine your 

food”の言葉の紹介で、基調講演は締めくくられた。

1. Nutritional Status and Food Security in Asia -Current Status and Outlook 

Ms.M.α：ri，αBe：γ机αγditaFlores, Natio鈍alNutritio混Council,Dφart悦叩to/Heα:Ith,Phili；争争初es

2. Harnessing Science and Modern Biotechnology for Sustainable Food Supply 

Dr. Ch付：stophe：γLeaver, U,悦i悦 ：rsityof Oxfoγd,UK 

本セッションにおいては、アジア諸国の食料事情につ

いての様々なデータの紹介があった。基調講演でもあっ

たようにアジアの途上国における亜鉛、鉄、ビタミンA

の欠乏は深刻である。これらの国においては、栄養不良、

不安定な食料供給、貧困、飢鐘等が相互に関連し合って

おり、そ乙に洪水、干ばつ、台風などの自然災害、ある

いは世界的な燃料高騰などの問題が加わり、状況を悪化

させている。この影響を最も受け易いのは、貧困層であ

り、その中でも若年層、妊婦、授乳中の母親などが最も

甚大な影響を受けている。したがって、飢鍾や貧困の緩

和は優先事項であるが、その取り組みは必ずしも順調に

進んでいるわけではないとの指摘があった。

では、我々は乙のような問題にいかに立ち向かって

いけばよいのだろうか？ オックスフォード大の Dr.
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Christopher Leaverが人口増加、耕作地減少、水資源枯

渇、気候変動等の事例を挙げながら、これらの問題に起

因する、人類が直面している食料問題について現状の説

明とともに、今後の見通しについて紹介した。増加し続

ける世界人口に対して、食料の安定的供給を持続的、か

つ環境へも配慮、しつつ図らなければならない。そのため

には、水資源や気候変動など様々な問題にも取り組みな

がら、生産性を倍増させる必要がある。このような状況

下で、唯一の現実的な選択肢は農業の生産効率を上げる

ような科学技術への投資と、人為的にもたらされたと思

われる気候変動の影響を覆すような試みを行うことであ

ろう。そして、持続可能な食料供給のために、科学とモ

ダン・バイオテクノロジーを適切に役立てていくことが

重要であると指摘された。このためには、我々は食料や
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農業に関しては技術嫌いや、リスク嫌いで、はいられない

し、様々な技術が潜在的に有している貢献の可能性につ

いても客観的に評価する必要がある。また、化学的解決

法と生物学的解決法の連携も必要で、あろう。具体的な手

法としては、マーカー育種と組換え技術を組み合わせる

ことが重要な方向性のーっとして提案されたが、このよ

うな取り組みは次世代への安全保障ともなりうると考え

られる。また、現在行われている農業は数千年にもおよ

ぶ突然変異や植物育種、そして農薬の使用等、数々の事

象の積み重ねの結果として培われた技術であることを

我々は忘れてはいけない。このようなことに鑑み、将来

目標とすべき技術として、分子間ネットワークの予測モ

デリング、新たなハイスループットなシークエンス技術

の開発、マーカー育種をより効率的、広範囲にわたって

行うための遺伝学と量的形質との関係についてのより洗

練された理論の構築、水の効率的利用などが挙げられた。

何もしないことはもはや選択肢にない、とは印象的な言

葉であった。

*Session 2: Social Impact, Communication and Consumer Understanding of GM Crops 

1. Socio・Economicand Environmental Impact -Global Perspectives 

Dr. Graham Brookes, PG Economics, UK 

2. Food Biotechnology: Consumer Perceptions of Food Biotechnology in Asia 

Dr. George Fuller, Asian Food Information Center, Singapore 

ノtイテク作物が経済および環境に与える影響という側

面について、 Dr.Graham Brookesから情報の提供があっ

た。パイテク作物の耕作面積の伸びは著しいが、それに

伴い、農薬使用量の減少および環境に対する負荷の減少

の両者を達成している。 2006年にはパイテク作物への

転換で148億kgの二酸化炭素排出を削減することがで

きたが、これは660万台の車輔を削減することに相当す

る。また、農業生産者の収入そのものにも大幅な増収を

もたらした。作物の増収を図ることにより、食料価格の

安定にも寄与することができる。このように、生産性の

向上に伴い利益をもたらすとともに、環境に対しての負

荷も減らすことができるということが示された。

Asian Food Information Center (AFIC）のDr.George 

Fullerから、アジアの5カ国においてAFICによって実

施された消費者調査に基づく、食品バイオテクノロジー

に対する消費者の認識について発表があり、参加者から

の注目が集まった。調査の結果、消費者の認識は当該国

が食料の輸出国か輸入国かによっても大きく異なってい

た。中国、インド、そしてフィリピンのような食料生産

国の消費者は、バイオテクノロジーの利点についてより

好意的な印象を持っている。一方、日本や韓国などの食

料輸入国においては逆の傾向が見られた。消費者に対す

るメリットのあるパイテク作物に対する消費者意識は比

較的高いものがあり、商品化された際には購入の意向を

持っていることが示されたが、日本の消費者のみは購入

に対しでもかなり消極的であるとの調査結果が示された。

また、 5カ国全てにおいてバイオテクノロジーの安全性

についての懸念はかなり小さいものであり、正確な情報

が与えられることにより、より容認されやすくなるとい

うことも明らかとなった。調査の結果から、安定的な食

料生産を持続的に行うために、バイオテクノロジーの果

たすことのできる役割について強調することは重要なこ

とであり、さらに、マスメディアは一般消費者にとって

重要な情報源であることから、消費者の理解を促すため

には、マスコミとの協調も必要であることが示唆された。

*Session 3: Updates on Safety Regulation of GM Crops in Asia 

1. Updates on Safety Regulation of GM Crops in Japan 

Dr. Kazumi Kitta, National Food Research Institute, japan 

2. Updates on Safety Regulation of GM Crops in ASEAN 

Dr. Reynaldo Ebora, Phil幼ρineCouncil for Advanced Research and Development, Department of Science and 

Technology, Philippines 
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3. Updates on Safety Regulation of GM Crops in China 

Dr. funshi Chen, Chinese Center for Disease Control, China 

4. Updates on Safety Regulation of GM Crops in India 

Dr. Krishnan Kumar Tripathi, Department of Biotechnology, India 

本セクションにおいては、遺伝子組換え作物に対する

安全性に係るアジア諸国の規制について紹介があった。

筆者は本セクションにおいて、わが国の状況について報

告を行った。わが国は食料自給率が先進国中最低レベル

にあるため、海外からの食料輸入に頼らざるを得ない。

わが国において流通する食品の安全性を確保するため、

安全性評価基準に則った安全性評価が行われ、承認を受

けたもののみが流通できるシステムとなっている。安全

性評価は、食品安全委員会の設立とともに、食品安全委

員会にある専門調査委員会において行われるようになっ

た。また、消費者への情報提供を目的とした表示法も定

められ、また、その表示の信頼性を確保するためにモニ

タリングが行われているととを紹介した。その際、わが

国においては、 IPハンドリングされた非遺伝子組換え

農産物中への、意図せざる遺伝子組換え農産物の混入は

5%まで許容されている旨紹介したが、他国、あるいは

他の地域ではより低い闘値を設定していることもあり、

参加者からの注目を集め議論がなされた。

ブルネイ・ダルサラーム園、カンボジア、インドネシ

ア、ラオス人民民主共和国、マレーシア、ミャンマ一、

フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムのASEAN 

各国の安全性規制の最新情報についてはPhilippine

Council for Advanced Science and Technology Research 

*Session 4: Updates on Biosafety and Risk Assessment 

DevelopmentのDr.Reynaldo Eboraから発表があった。

バイオテクノロジーを利用した食品および作物の環境や

健康に対して起こり得る影響についての懸念があったこ

とから、 ASEAN各国においても食品安全および環境影

響評価に関する規制の仕組みを構築する方向で進んでき

ている。国ごとにその対応にはかなりの隔たりが認めら

れるが、大半の国で現実的には、まだ不充分といわざる

を得ない状況であることが指摘された。

GMO開発に積極的に取り組んでいる中国においては、

既に規制の枠組みは確立されており、 Regulationson the 

Safety Assessment of Agriculture GMOs、Regulationson 

the Labeling of Agriculture GMOs、Regulationson the 

Safety Control of Imported Agriculture GMOs等の規則が

定められ、実施されている。ことに、表示については、闘

値を設けず、 GMOが検出できない製品であっても、 GMO

由来製品である旨表示する必要がある等の紹介があった。

また、インドにおいては既存の制度、指針の下、遺伝

子組換え作物の開発が積極的に進められており、多くの

圃場試験なども行われている。しかしながら、より効率

的で、透明性があり、かつ専門性のある規制プロセスの

導入の必要性が勧告されたため、現在、新たな枠組みと

して、 NationalBiotechnology Regulatory Authorityの設

立へ向けた取り組みがなされているとの紹介があった。

1. Safety Assessment of Nutritionally Enhanced and New Generation Biotech Products 

Dr. James Maryanski, Former Biotechnology CoordinatoηUS Food and Drug Administration 

2. Evaluation of Protein Safety in the Context of Agricultural Biotechnology 

Dr. Corinne Herouet-Guicheney, BayerCrop Science, France 

3. Application of Food and Feed Safety Assessment Principles to Evaluate Transgenic Approaches to Gene 

Modulation in Crops 

Dr. Jim Ligon, BASF Plant Science, USA 

4. Risk Developments in Assessment of Protein Allergenicity 

Dr. Greg Ladics, Dupont Company, USA 

5. Methodologies to Support the Allergy and Toxicity Safety Assessments of Biotech Crops -A Review of Improved 

and Emerging Science 

Dr. Scott McClain, Monsanto Company, USA 
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栄養的に改善された、あるいは新世代のパイテク作物

の安全性評価について、高リシントウモロコシを例に

Dr. James Maryanskiから詳細に説明があった。 Codex

Guideline for Safety Assessment of Foods Derived from 

rDNA Plants、CodexGuideline for Safety Assessment 

of Foods Derived from rDNA Plants Modified for 

Nutritional or Health Benefits、およびILSIMonograph 

2004等、安全性評価にあたって依拠すべきガイドライ

ンはすでに存在している。そして、実際の安全性評価に

あたってはケース・パイ・ケースで従来品との比較、意

図されたおよび非意図的な影響等について検討すると同

時に、エピデンスの全体に基づいて安全性という観点か

ら判断されるべきだと述べられた。

タンパク質の安全性評価については、 ILSIの

International Food Biotechnology Committee (IFBiC) 

によって推奨されているエビデンスに重きを置いた二段

階のアプローチついて、 Dr.Corrine Herouet-Guicheney 

博士から説明があった。このアプローチは、第一段階と

しては安全に利用されてきた履歴、作用機序、バイオ・

インフォーマティックス、易消化性、発現レベル等の基

本的な評価がなされ、その後、ケース・パイ・ケースで

あるが、必要に応じて毒性試験等により安全性の評価を

* Session 5: Development in Asia -Case Examples 

実施するというものである。

Dr. Jim Ligonからは、 RNAiや転写因子による遺伝子

調節技術の紹介があった。自然に起こる RNAiや転写因

子による遺伝子調節の様々な事例とともに、これらの技

術を用いた改良の事例、また今後の展望などが紹介され

た。また、 RNAiについては新たなタンパク質の発現は

伴わないことから、有毒性や、アレルゲン性について考

慮する必要もなく、さらに特異性が高いため標的外の影

響を考慮する必要がない等の安全性上の点が示された。

転写因子による遺伝子調節に関しでも、転写因子が調整

するのは既に植物体に存在する経路および産物だけであ

り、アレルゲンや、有害成分をも含む新たな成分が生産

されることはないことから、現行の安全性評価の枠組み

の中で安全性確保が図られるものであろうと述べられた。

発現タンパク質のアレルゲン性および有毒性に関して

はDr.Gregory LadiesとDr.Scott McClainから詳細な

安全性の評価法について紹介があった。乙れまでに発

表されている安全性評価のためのガイドライン等が示さ

れ、その比較がなされた。その結果、現段階ではコーデッ

クスのアレルギー誘発性に係るアネックスにある、エビ

デンス重視のアプローチ（2003）が最も科学的に頑健で、

あろうと述べられた。

1. Bt Eggplant: Product Development Update on Bt Eggplant for Asia 

Dr. Frank Shotkoski, Cornell Universi；飢 USA

2. Long Shelf Life Papaya Developed Using Genetic Engineering 

Dr. Evelyn Mae TecsonてMendoza,Institute of Plant Breeding, University of the Phil争1pineLos Banos, Philippines 

3. Virus-Resistant Papaya 

Dr. Desiree Hautea, Institute of Plant Breeding, Universiちyof the Philか1pineLos Banos, Philippines 

4. Development of Transgenic Rice with High Insect-resistance 

Dr. Zhen Zhu, Institute of Genetics and Developmental Biology, Chinese Academy of Sciences, China 

5. Golden Rice 

Dr. Gerard Barry, Golden Rice Network, IRR!, Philippines 

本シンポジウムを締めくくる、最後のセッションで

は、アジアにおける遺伝子組換え作物の開発状況につい

て組換えナス、パパイヤ、イネ等の事例についての紹介

がなされた。いずれの国においても、基幹産業である農

業における病虫害の被害は深刻であり、その対策として

の遺伝子組換え作物の開発が、生産現場から強く望まれ

ていることが覗われた。開発された作物の商品化を効率

的に目指すためには、産学官の連携といったことも重要

であるようだ。 Potrykus(ETH）と Beyer(ALUF）の

長年にわたる共同研究の結実であるゴールデンライスは

ロックフエラー財団からの資金援助を受けて推進されて

いる。改良されたイベントでは、精米中にも相当量の

βーカロテンが含まれている。本シンポジウムにおいて、

アジアにおけるビタミンA欠乏のことが繰り返し言及さ
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れていたが、ゴールデンライスは、コメを主食とするア

ジアの人々をビタミンA欠乏から解放するための効果的

なツールとなりうる。シンポジウムにおける議論を通

じ、ゴールデンライスの商業化がアジア各国から切望さ

れていることが覗われた。

3.まとめ

今回のシンポジウムにおいては、パイテク作物の研

究、規制に関わる多くの関係者の参加の下、非常に多岐

にわたる情報の提供がなされ、それぞれの課題について

活発な議論がなされた。世界全体におけるパイテク作物

を取り巻く状況についての理解を促すような講演が数多

くあったと同時に、各地域に持有の背景、事情等につい

ての状況把握をする機会も得た。アジアにおいては農業

を基幹産業とする国も多く、安定的な食料供給を持続的

に図るためには、パイテク作物の議論なしにはいられな

いことと考えられる。未だ法整備、開発基盤が充分でな

い途上国においては、他国、あるいは産官学の連携が有

用であろう。多岐にわたる参加者のもと開催された本シ

ンポジウムは、今後の連携の基盤づくりのためにも有用

であったのではなかろうか。このように、多様な角度か

ら情報交換する機会を得たことは、パイテク作物を取り

巻く問題を多角的に理解する良い機会となった。また、

マスコミ関係者の参加もあり、正確な情報を積極的に得

ょうという姿勢もみられた。マスコミ関係者にとっても、

正確な情報を直接、研究、規制に携わる関係者等から得

ることができ、バイオテクノロジーにまつわるいわゆる

俗説を払拭する良い機会であったのではなかろうか。

最後に、本シンポジウムに参加するにあたって、ご支

援を賜った多くの方々にこの場をお借りして御礼申し上

げたい。
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略歴

橘田和美（きった かず、み）博士（農学）

1989年東北大学農学部卒業

1991年 Universityof California, Davis Food Science修士課程

修了

1992年農林水産省食品総合研究所研究員

2002年 （独）食品総合研究所主任研究官

2006年（独）農研機構食品総合研究所現職に就任現在

に至る

食品安全委員会専門委員（遺伝子組換え食品等専門調査会）

ISO/TC/SC16 GMO規格作業部会委員
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“The 5th Asian Conference on Food and Nutrition Safety 

2008”に参加して～食品安全委員会の取組みと今後の課題～

内閣府食品安全委員会事務局

リスクコミュ二ケーシヨン官

小平均

2008年 11月5日から 7日までフィリピンにおいてILSI東南アジア支部およびフィリピン科学技術省食品栄養研究

所主催の‘＇The5th Asian Conference on Food and Nutrition Safety 2008”が開催された。会議には、国際機関、駄米・

アジア各国の科学者、東南アジア各国の行政機関 ・食品企業関係者などが約300人参加した。3日間にわたって開催

された本会議では、食品安全を取り巻くグローパルな課題やアジア地域における食品安全に関係する具体的な課題が

取り上げられた。筆者は主催者から、我が国の食品安全に関する枠組みとリスクコミュニケーションについて講演を

要請され、 2003年7月に設立された食品安全委員会について、 5年間の取組みと今後の課題を報告した。

食品の製造、流通、消費のグローパリ ゼーションが進展する中、貿易や経済関係などで相互依存が高まっている東

南アジア各国の関係者が集まり、食品の安全性に関して幅広く議論するこのような会議は大変重要な取組みであり、

東南アジア地域の国々は一層の連携強化を進めつつ、 国際的な考え方や基準との整合性を保つ努力が大切である。

＊本＊＊＊＊本＊＊＊ ＊事 事 ＊＊＊  測候 ＊＊本

<Summary> 

“The 5th Asian Conference on Food and Nutrition Safety 2008”was held by ILSI Southeast Asia Region and 

The Food and Nutrition Research Institute Department of Science and Technology, Philippines (FNRI-DOST) 

in the Philippines November 5 7, 2008. The Conference was attended by around 300 participants including 

members of international organizations, scientists from Asia, Europe and the United States, and administr前ive

o伍cialsand members of food businesses from Southeast Asian countries. The topics discussed included many 

things such as global problems regarding food safety and practical issues on food safety in the Asian region. 

In response to a request to speak about Japanese policies for food safety and risk communication, I gave a 

lecture on the activities over the previous 5-years of the Food Safety Commission of Japan which was established 

in July 2003 as well as issues and problems which remain. 

As the globalization of food manufacturing, distribution and consumption continue to progress, a conference such 

as this offers an important opportunity for people in food related businesses in Southeast Asian countries to gather, 

meet face-to face and discuss the issues of food safety in detail. 

It is also important for Southeast Asian countries to make efforts to enhance their cooperation with one another 

and to ensure each country’s efforts and regulations consistent with global understanding and standards. 

Report of “The 5th Asian Conference on Food and 

Nutrition Safety 2008”： The Activities over the Previous 
5・Yearsof the Food Safety Commission of Japan and 

Problems Which Remain 

HITOSHI KODAIRA 

Director for Risk Communication 

Food Safety Commission Secretariat, 

Cabinet Office 
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1 .はじめに

2008年11月5日から 7日までフィリピンのセブ島で開

催された‘'The5th Asian Conference on Food and Nutrition 

Safety 2008”に参加する機会を得た。本会議は、 ILSI

東南アジア支部とフィリピン科学技術省食品栄養研究所

の主催で開催されたが、筆者は主催者から、我が国の食

品安全に関する枠組みとリスクコミュニケーションにつ

いて講演を要請された。本稿では、会議全体の概要と筆

者が報告した内容を紹介する。

2.会議概要

3日間にわたって開催された本会議には、国際機関、

欧米・アジア各国の科学者、東南アジア各国の行政機関・

食品企業関係者などが約 300名参加し、食品安全を取

り巻くグローパルな課題やアジア地域における食品安全

に関係する具体的な課題について話題提供とディスカッ

ションが行われた。具体的には、 ①貿易、経済、気象変

動など食品安全にも影響する世界的な環境変化、アジア

における食品安全のリスク分析フレームワーク、 ①農場

から食卓に至るまでの安全な食品を供給するサプライ

チェーンを構築するため、 FAOやCodexの役割、化学物

質・汚染物質のリスク評価の考え方、消費・者のリスク認

知などのリスクコミュニケーション、 ①微生物による食

品汚染、安全な水の供給、栄養素のリスク評価などが発

表された。

発表された内容について、特筆すべきは、中国産の牛

乳等を原因とするメラミンが含有した食品について、ど

のように安全性の確保を図っていくべきかといった発表

があったが、汚染物質が混入されたことを大きな問題と

しつつも、乳幼児粉ミルクを除く 一般食品については、

残留基準を 2.5ppmに統ーして管理することが望ましい

といった主張が多くなされていた。

なお、会議のプログラム等については、 http://www.

ilsiacfns2008.com/index.php を参照いただきたい。

3. 講演内容

筆者が主催者から要請を受け、発表した概要を紹介す
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写真1 会議風景

Photo l A view of conference 

る。内容としては、 2003年7月に 「食品の安全性を科

学に基づき客観的かつ中立公正に評価する機関jとし

て、食品安全委員会が設置されて以来、これまでの5

年間の取組を振り返るとともに、今後の課題について報

告した。

(1)食品安全委員会の設置と役割

1）食品安全委員会設置の背景

食生活を取り巻く状況は、食品流通の広域化や国際化の

進展、 0157、異常プリオン等の新たな危害要因の出現、

遺伝子組換え等の新たな技術の開発、分析技術の向上等、

大きく変化してきている。

一方、食の安全に関する新しい考え方として、どんな

食品にもリスクがあるという前提でこれを科学的に評価

し、管理すべきとの考え方であるリスク分析手法が国際

的に一般的となった。リスク分析手法は、リスク評価、

リスク管理およびリスクコミュニケーションの3要素か

ら構成されている。リスク評価は、食品中の危害要因を

摂取することによる健康への影響を科学的に評価するも

のであり、リスク評価結果に基づいて、費用対効果、技

術的可能性、国民感J情等も勘案し、農薬の残留基準や使

用基準の決定や取締等のリスク管理が実施される。また、

リスク評価およびリスク管理を通じて、消費者、食品事

業者等の関係者と意見・情報の交換を行なうリスクコ

ミュニケーションを行なうこととなっている。

2）食品安全委員会の設置と役割

このような状況の下、 2001年に我が国初の BSEが発

生し、この問題をめぐる行政対応に対して国民から厳し
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リスク分析手法の3つの要素

；リスク評価 l 
（食品安全委員会） ［（ぷ？品J

評価結果に基づき

平常J 国民 ｜ ｜ 費用対効果感情 I I 妓続的可能性

) [ 摂準残留基準等 j

図1 リスク分析手法の3つの要素
Figure 1 Three elements of the「iskanalysis 

method 

L、批判がなされ、従来の食品安全行政の反省の上に立っ

て、 2003年7月に食品安全基本法が施行され、食品安

全委員会が内閣府に設置された。その目的は、国民の健

康保護を最優先に、食品安全行政にリスク分析手法を導

入し、食品の安全に関するリスク評価を農林水産省や厚

生労働省から独立して行なうことである。

食品安全委員会は、リスク評価以外に、リスクコミュ

ニケーションおよび大規模な食中毒が起きたような場合

に、情報を収集し、国民に知らせる緊急時対応も担って

いる。

食品安全委員会の役割

リスク評価 緊急時対廊
食晶を食べることで．
どのくらいの．寧で
どの糧..健康に
膨・が起きるかを
利学的データを益に
R・します．

食中獲などの禽易Iこ
闘する，....の楊曾．
傭’Eを鎮め．・毘に鑓
らせます．

リスクコミュニケーション
食畠のリスクについて．圃や食i!i€-flう人．
食べる入それぞれの立場で置し舎います．

図2 食品安全委員会の役割
Figure 2 Food safety commiss旧n’srole 

食品安全委員会は7人の委員から構成されており、食

品安全委員会には 14の専門調査会が置かれている。こ

のうち、「企画j、「緊急時対応j、「リスクコミュニケー

ションjは横断的な事項を扱う専門調査会であり、乙の

ほか、農薬、添加物、微生物・ウイルス、プリオン、遺

伝子組換え等危害要因ごとにリスク評価について調査審

議する 11の専門調査会が置かれている。

(2) 5年間の取組と成果

1) 5年間の取組み

ア）リスク評価

食品安全委員会の最も重要な役割は、リスク評価で

あり、リスク管理機関である厚生労働省や農林水産省

からの要請に応じて、この5年間で600件以上のリス

ク評価を行なった。また、食品安全委員会が自らの判

断により評価対象を決めてリスク評価を行なう 「自ら

評価jも実施している。

このうち、 BSEに係るリスク評価は、食品安全委

員会の真価を問われる重要な評価であり、広く国内外

から情報 ・データを収集し、科学的な慎重な議論を重

ね、「BSE対策の中間とりまとめよ「我が国のBSE

対策の見直しj、「米国およびカナダ産牛肉等に係るリ

スク評価j等のリスク言平価を行なった。

また、食品安全委員会では、 BSEに係るリスク評

価以外にも、「魚介類等に含まれるメチル水銀」につ

いてのリスク評価、 「大豆イソフラボンを含む特定保

健用食品jについてのリスク評価、「食品からのカド

ミウム摂取の現状に係る安全性確保についてjに係る

リスク評価等を実施している。

さらに、 2006年5月に「ポジティブリスト制度j

が導入さたことに伴い、厚生労働省では、制度導入後

5年間にわたり、 758物質の農薬等の評価を食品安全

委員会に要請するとととなった。このため、食品安全

委員会では、農薬専門調査会などの専門委員の増員、

調査審議体制の改編、事務局職員の増員等による体制

の強化を行ない、円滑な調査審議に努めてきている。

イ）リスクコミュニケーション

食品安全委員会では、各地で開催する意見交換会や

リスク評価結果等についての意見 ・情報の募集をはじ

め、インターネット等での情報公開、印刷物やDVD

といったさまざまな方法による情報発信等、あらゆる

機会とコミュニケーション手段を用いて、リスクコ

ミュニケーションの推進に努めてきており、この 5年

間で325回の意見交換会を開催し、 362回の意見 ・情

報の募集を行なった。

また、 2006年度から、地方公共団体と協力して、
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地域におけるリスクコミュニケーシ ョンを積極的に推

進する人材を育成するため、地域の指導者育成講座を

開催している。

さらに、食品安全委員会では、科学に基づくリスク

評価機関としての特性を活かし、国民が過度な不安を

抱いたり、社会的混乱が起こらないよう、鳥インフル

エンザの発生等食品摂取による健康被害に関係する重

大な事柄について、委員長談話を発表している。

リスクコミュニケーションの実績
委員会・調査会の原員IJ公開、議事録等のホームページへの褐滋
意見交銭会325回
リスク評価結果等に対する意見や情報の募集

:362回
食品安全モニター会媛.57回

消費者団体、食品関連事業者、地方公共団
体等と委員との意見交後・34回 蚕t晶安全＠
食品安全委員会委員の各地での講演等：85回

食品の安全性に関する地減の指導者育成講座：37回

線々 な形の情報提供（ホームページ、季干IJI車、
パンフレット、DVD等） 「食の安全ダイヤル」
メールマガジンの髭信：選1困 TEL 03-5251 -9220・9221

月間E～金II＜祝祭日・年末年始を除く｝
「食の安全ダイヤJレJ 10;00～1 7 ; 0 0 

図3 リスクコミュ二ケーションの実績
Figure 3 Risk communication activities 

2) 5年間の成果

2003年 7月以降、食品安全委員会は、科学に基づく

審議を行なう独立機関として、リスク管理機関と連携と

牽制の関係を保ちつつ、 客観的かつ中立公正なリスク評

価を行なってきたが、この5年間の取組みにより、食品

安全に関わる関係者の聞にリスク分析の考え方も定着し

てきた。

また、食品安全委員会の設立により、審議過程等の公

開によるリスク評価フ。ロセスの透明性の確保や意見交換

会、意見・情報の募集等の手法が定着する等リスクコ

ミュニケーションの基礎作りが進んだ。併せて、国民に

対する食品安全に関する情報提供も充実してきた。

(3）食品安全委員会の今後の課題

食品安全委員会は5周年という節目を迎え、 5年間の

実績を総括し、業務の見直しが必要な時期を迎えており、

また、消費者庁の設置を巡る消費者行政推進会議等の議

論でも、食品安全委員会の改革の必要性が指摘された。

食品安全委員会としては、関係者の様々な指摘や期待

を踏まえ、委員会の機能・役割の一層の強化に向けて、
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今後、以下に掲げる諸諜題に取り組むこととしている。

1）リスク評価

リスク評価については、審議案件の増大に対応し、従

来から、審議体制や方法の見直し等の改善を行なってき

たものの、多くの評価未了案件が残っている。今後も、

ポジティブリスト制度、新技術の開発等により多くの評

価が見込まれるため、リスク評価審議のさらなる効果的

かつ効率的な運営が必要で、ある。

また、自ら評価については、 「案件数が少なLE」、「消

費者の関心の高い案件を評価して欲ししリ等の指摘がな

されており、自ら評価の案件の選定プロセス等のあり方

について検討が必要である。併せて、自ら評価の充実の

ためには、評価に必要なデータや情報を収集し、解析す

るための体制の強化も必要である。

2）リスクコミ ュニケーション

リスクコミュニケーションについては、 「評価結果の

内容が分かりにく Lリ、「情報 ・意見の双方向性が確保さ

れていない」等の指摘がなされている。また、地方公

共団体におけるリスクコミュニケーションの取組み姿勢

には温度差がみられ、 地域におけるリスク コミュニケー

ションの担い手育成のための取組みも緒についたばかり

の状況である。

乙のような状況を踏まえ、リスク コミュニケーション

に関しては、分かりやすい資料の作成、より一層の参加型

の意見交換会等の運営、意見 ・情報の募集方法の改善等

を行なうとともに、地方公共団体の主体的な取組みを支

援し、 地方公共団体との連携を進めることが必要である。

3）情報発信 ・情報提供

情報発信・情報提供に関しては、食品安全基本法によ

り導入されたリスク分析の考え方や食品安全委員会の役

割 ・活動等に対する理解が広く充分に浸透しているとは

言い難い状況にある。また、食品に関する問題が発生す

る中、食品の安全性に関する国民の不安が解消されるよ

うな情報の発信・情報の提供が求められている。

このため、リスク分析の枠組みや食品安全委員会の役

割等について多様な媒体 ・手段を積極的に活用したより

分かりやすい情報提供が必要であり、さらに、国民が食

品の安全性について不安を抱くような問題が発生した際

には、委員長談話等のタイムリーな情報発信をいかに行

なうかが課題である。

4）食品安全委員会の活動の国際化と国際連携

食のグローパリゼーションが進む中、我が国として、



“The 5th Asian Conference on Food and Nutrition Safety 2008”に参加して～食品安全委員会の取組みと今後の課題～

国際基準作成へ積極的に参加するとともに、国際基準と

の整合性の確保を図っていく乙とが重要である。また、

ポジティブリスト制度導入等に伴い、リスク評価に関し

て国際的動向の注視を要する案件が急増している。

乙のような状況の中で、海外におけるリスク評価結果

や評価手法に関する情報の迅速な入手や国際的なリスク

評価作業への協力が不可欠となっていることから、食品

安全委員会としては、国際機関・外国機関との連携強化

に取り組んで行く必要がある。特に、欧州食品安全機関

(EFSA）とは、日常の情報受換・共有等を通じて連携

を一層強化することとしている。

4. まとめ

食品の製造、流通、消費のグローパリゼーションが進

展する中、貿易や経済関係で相互依存が高まっている

東南アジア各国の関係者が集まり、食品の安全性に関し

て幅広く議論するこのような会議は大変重要な取組みで

あった。我が国は、食品の安全性について豊富な知識と

高い技術を有していると考えられ、東南アジア地域の各

国とも一層の連携強化を進めていくこと、また、食のグ

ローパリゼーションが進展する中で国際的な基準との整

合性を保つ努力が大切であると感じた。

さらに、今回の会議では、食品の安全性を確保するた

めの基本的な考え方である“リスク分析”のアプローチ

について、国際機関や関係国の講演者の多くが触れてお

り、その基本的な考え方はアジア地域にも浸透している

と感じられたが、固によって行政組織への適用状況など

が異なり、各国の状況に合わせて運用されていることか

ら、関係国聞の情報交換の重要性が増していると再認識

することができた。

このような機会が与えられたことに再度感謝し、報告

に代えたい。 略歴

小平均にだいらひとし）

1982年筑波大学第二学群農林学類卒業

1982年農林水産省入省

2004年農林水産省総合食料局食品産業企画課技術室長

2006年農林水産省生産局種苗課審査室長

2007年内閣府食品安全委員会事務局 リスクコミュニケー

ション官
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総会出席者

2009年度の ILSIAnnual Meeting （年次総会）が本年1月16日 （金）から 22日（木）まで、米国アリゾナ州南東部

の内陸の都市ツーソン（Tucson）で開催された。ツーソンは、フェニックスに次ぐアリゾナ州第2の都市で、人口約50

万人、合衆国全体では30番目に位置する。

砂漠とサボテンそして西部劇で知られるツーソンは、 16世紀頃からスペインにより開拓されてきたが、 1775年 8月

18日に要塞が建設されツーソンと名づけられた。その後 1848年の米墨戦争で、アメリカ合衆国がアリゾナの大部分を

領有した。古くはアリゾナ州の暫定州都が置かれたこともあり、また近郊のトゥームストーンには西部劇「OK牧場の

決闘jで知られる OK牧場があり、フェニックスより歴史は古い。

今回の総会は、久々に米国内で開催された。 日本からの参加者は ILSIJapanから 8名、 HESI(Health and 

Environmental Science Institute ILSIの国際支部）から 2名であった。日程の都合で、全ての会議、学術講演に参加す

ることはできなかったが、以下、参加した主な会議について、開催順に簡単にまとめた。

(ILSI Japan 浜野弘昭）

ILSI Annual Meeting 2009 Iおもなスケジュール

DATE /TIME MEETING 女印：報告のあるもの 執筆者

（項目番号）

l /16 

8:00 am -4・：00pm ILSI Branches Meeting 女 （1) 浜野

4:00 pm -5:00 pm ILSI New Trustees Orientation 

5:00 pm -7：・00pm ILSI Research Foundation 

Scientific Advisors 

l /17 

8:00 am -12・：OOpm ILSI Research Foundation Board 

of Trustees 

Report from ILSI Annual Meeting 2009 Participants of Annual Meeting 
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9:00 am -1 2:00pm ILSI Asia Regional Meeting 女（2) 浜野

1 1 :00 am -1 :00 pm ILSI Southeast Asia Region Lunch 
Meeting 

1 :00 pm -5:00 pm ILSI Board of Trustees 

5:00 pm -6:30 pm Carbohydrate Discussion 

1 /18 

8:00 am -1 2:00 pm ILSI North America Board of 

Trustees 

8:30 am -1 0:00 pm ILSI Board Coordination Committee 

1 2:00 pm -2:00 pm Open Discussion : Water Quality 

1 2:30 pm -2:00 pm ILSI First Timers Orientation 

2:00 pm -5:00 pm ILSI Assembly of Members 宮崎 (3) 浜野

5:00 pm -6:00 pm ILSI Branch Leadership 

6:00 pm -7:00 pm ILSI Poster Session 女（4) 浜野

7:00 pm -9:00 pm Opening Reception 

1119 

7:00 am -8:30 am ILSI India Breakfast Meeting 

8:00 am -1 2:00 am HESI Assembly of Members 

8:00 am -1 2:00 pm ILSI NA Assembly of Members 
and FNSP Meeting 

1 2:00 pm -2:00 pm ILSI Board Publications 

Subcommittee 

1 2:00 pm -2:00 pm HESI Executive Committee 

1 2:00 pm -2:00 pm ILSI Focal Point in China Annual 
Business Meeting 

2:00 pm -4:00 pm ILSI Executive Committee Meeting 

2:00 pm -5:30 pm ILSI North America Scientific 女（S-3) 大橋

Session : Use of Et.フ1idemioltフ~yin
Making Recommendations 
Concerning Food Safety & Nutrition 

2:00 pm -5:30 pm HESI Scientific Session ：斤7θNIH
Genes, Environment and Health 
Initiative 

4:00 pm -5:30 pm ILSI Board Communications 
Committee Meeting 

l/20 

7:00 am -8:30 am ILSI Japan Breakfast 女（5) 浜野

8:30 am -1 2:00 pm ILSI North America Scientific 女（S-4) 桑田

Session : Science Resulting from 

ιSI North America Committee 
Projects 

8:30 am -1 2:00 pm ILSI Research Foundation 女（S-5) 山口

Scientific Session : Application of 
Threshold Concepts to Pathogens, 

Allet玄ens,Nutrients and Chemicals 

8:30 am -1 2:00 pm HESI Emerging Issues Session 

1 2:00 pm -2:00 pm Latin America Branches Meeting 

2:00 pm -5:30 pm HESI Scientific Session: State-of-
the-Science within HESI 
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2:00 pm -5:30 pm ILSI International Organizations 

Committee Meeting 

5:30 pm －ア：30pm International Food Biotechnology 

Committee Biotechnology Myth 

Busters : Shattering Misinformation 

with Sound, Credible Science 

1/21 

8:30 am -l :00 pm HESI Board of Trustees 

8:30 am -l 2:00 pm ILSI North A門1ericaScientific 

Session ：八lano-and 
Microtechno!ogy 

l 2:30 pm -2:00 pm Open Discussion : Nanotechnology 

2:00 pm -5:30 pm ILSI North America Scientific 
Session ：わ双gmmation: A New 

Player in Achieving and Maintaining 

Heal的

2:00 pm 6:00 pm ILSl/IFBiC Meeting 

5:00 pm 7:00 pm ILSI -IFO Meeting 

ア：00pm Closing Reception 

1/22 

8:00 am -l 0:00 am ILSI North Ame「ica20 l 0 Scientific 
Program Planning Committee 

8:00 am -l l :00 am ILSI IFBiC Business Meeting 

各種委員会

1 .事務局全体会議（BranchStaff Meeting) 

1月16日（金）午前8時～午後4時

女 （S-1) 岩元

女 （S 2) 岩元

女 （S 6) 大橋

' －ーーーーーーーーー ーーーーーーーーー－ -－ーーー『ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーー －ーーーー一一一一ー－ー 可

AGENDA: 

08:00 am Welcome and “getting to know-you" activity Led by Research Foundation PAN staff 

08:30 am Discussion of revised Cod巴ofEthics/Organizational Standards of Conduct Led by Shawn Sullivan, 

ILSI Legal Counsel 

09：・30am Discussion of Communication Plan -Led by Michael Shirreffs, ILSI Director of Communication 

11:00 am Discussion of Global Issue Biotechnology Led by Marci Levine, ILSI International Food 

Biotechnology Committee 

12:15 am Lunch with Report from John Ruff, ILSI President 

01:30 pm Discussion of Global Issues Functional Foods -Led by Stephane Vidry, ILSI Europe, and Pauline 

Chan, ILSI Southeast Asia Region 

02:30 pm Discussion of Global Issues -Obesity -Led by Debra Kibbe, ILSI Research Foundation and Viviana 

Aranda, ILSI South Andean 

例年、同会議は課題毎にグループ分けして行って

いたが、今年度は全て合同、 全員参加のもとで、 「倫

理規定（Codeof Ethics) J、「コミュ ニケー ション
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(Communications) J、「機能性食品 （FunctionalFoods) J、

「ノfイオテクノロジー （Biotechnology）」 および 「肥満

(Obesity) Jの各課題について、各支部の活動状況、 今
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後の計画を含めて討議が行われた。

特に ILSIのコミュニケーション計画については、現

在のウェブサイトの改良が提案され、より容易な検索、

電子ライブラリー（ILSI本部、支部の出版物、報告書

等の電子ファイル化）の創設を目的として、 2009年度

前半の実施を予定している。これに伴い、本部ウェブサ

イトとのリンクを含めてILSIJapanのウェブサイトに

も多少の変更が必要となるであろう。

2. アジア支部全体会議 (ILSIAsian Branches Meeting) 

1月 17日（土）午前8時30分～ 10時30分

AGENDA: 

1. Welcome Remarks and Introductions Ms. Boon Yee Yeong 

2. Message -Mr. Geoffry Smith 

3. Program Updates -Highlights of ILSI Asian Branches -Dr. Chen Junshi 

4. Asian Food safety -Outcome of 5th ACFNS -Dr. Roger Bektash 

5. 2009/2010 Collaborations Mr. Geoffry Smith/Dr. Maria Antonia G. Tuazon 

o Proposed Asian Health and Nutrition Summit 

o APEC Food Safety Initiatives 

o Macronutrient Forum -Satellite Symposium 

O International Conference on Nutrition (ICN) -Obesity and Nutrigenomics 

6. Closing Remarks Mr. Geoffry Smith/ Ms. Boon Yee Yeong 

アジアの各支部（東南アジア地域、日本、中国、韓国、

インド）合同のもので、昨年に続く会議である。東南ア

ジア地域支部が会議をリードし、今年の主な課題は「食

品安全」と「アジア各支部の協調］であった。

and Nutrition Safety Conference (ACFNS）について、

成果の報告があった。

「食品安全jについては、前年11月にフィリピン、セ

ブ島で開催された東南アジア支部主催の 5thAsian Food 

また、本年10月4日～9日にタイ、バンコクで開催さ

れる国際栄養会議（InternationalCongress of Nutrition) 

において ILSIが「肥満」および「ニュートリゲノミク

スjに関するセッションを主催することが報告された。

3. 2009年度 ILSI総会 (ILSIAssembly of Members) 

1月18日（日）午後2時～5時

AGENDA: 

I. Call to Order -Mr. John Ruff, Outgoing ILSI President 

II. Approval of Minutes from January 20, 2008, ILSI Assembly of Members 

III. Outgoing President’s Report -Mr. John Ruff 

IV. Incoming President’s Report -Dr. Michael Knowles 

V. Nomination Review Committee Report-Dr. James MacDonald 

VI. Treasurer’s Report-Dr. Catherine Woteki 

VII. ILSI Research Foundation Report Dr. Dennis Bier 

VIII. Recognition of Dr. Robert Russell, Editor, Nutrition Reviews 
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IX. 30出 AnniversaryCelebration Mr. John Ruff 

Recognition ofILSI's Volunteer Leaders 

ILSI Past, Present and Future -Remarks by Dr. Alan Boobis and Dr. Catherine Woteki 

X. Keynote Address Pheonix in Wonderland by Mr. Peter Smith, University of Arizona 

今年度から、 ILSIGlobal (ILSI本部）の会長（任期

2年）がクラフト社出身のMr.John Ruff氏からコカコー

ラ社出身のDr.Michael Knowlesに変わり、 2期連続の

産業界出身となった。また今年も本部役員の一部改選が

あり、昧の素蜘の石井幹行氏の退職に伴い、明治乳業側

の桑田有氏が本部理事に、昧の素（械の木村毅氏がILSI

Research Foundation (RF）の理事としてそれぞれ推薦

され、承認された。

会計報告では、 ILSI本部、支部およびRF全体で、

昨年後半のサブプライム・ローン問題に始まった米国経

済危機の影響をまともに受けた形で、特に投資収入にお

いて 2007年度のプラス 2.5百万ドルから 2008年度マ

イナス 4.8百万ドルと激減したことが報告された。 2009

年度においてもわずかプラス 20万ドル程度と予測され、

収支も赤字予算が計上された。今年度も厳しい運営が予

測される。

4. 日本支部会議 (ILSIJapan Breakfast 

Meeting) 

1月20日（火）午前7時～8時30分

2008年度の活動報告と 2009年度の事業計画について

添付のスライド（抜粋）の通り概要を紹介した。早朝に

も関わらず、簡単な朝食が提供されたこともあり、参加

者は約30名程で、事前に準備した資料が残ることはな

かった。

持に「食品機能性研究一第II期東大寄付講座Jの開設

および食品微生物研究部会と食品リスク研究部会共同で

の「毒性学講座」についてはその内容を紹介した。 ILSI

Japanの概要紹介に引き続き、「日本の食生活と肥満j研

究部会からこれまでの成果と「CHP」の PAN、IDEA、

SWANの各プロジェクトの活動を報告した。
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/LSI Jaoan Breakfast M回 ＇finαAα・enda~ 
Janua’y 20,2009 Tucson, Arizona 

1. Welcome 

2. About /LSI Japan 
3. 2008 Accomplishments & 2009 
Plans 

4. Reports from Task Forces 
4・1.Japanese Dietary Habit and 
Obesi砂（R.Yamaguchi) 
4圃2./LSI Japan CHP (T. Togami) 
5. Q & A, Closing 

/LSI Jaoan 2008 Accomolishments (1 J 

Meetings/Ac；話vities:
Ore草＇anizedbv /LSI Jao，且・n:
•Fe加~ary 19, Tl碍3rdLife Science Symposium on 
'Current and Future De・四 loo.宵1entof Functional Food 
Scien.目 CenterProj，舵 ts’{tokyo.，鉛開催ciJ凹nts)

• Octot担・r27, A Series/Course of 'Toxico／，噌yU担＇tures’ 
started (/LSI Japan Internal Edu，伺 tionallTraining 
L制 uresfor_ member comps胸 s,Tokyo, 30・40 
participants) 
Ccr町田nized四貨hO鐙睡ro，.曲目包ations:
•Jan切ry28, Public Forum on 'Hea愉 ClaimSci，肌 cein
Japan and EU’jointly or，伊niz•剖 withNational 
Institute of H舗l官官andNutrition (Tokyo, 40 
participants) 

• Decem出 r3,Ja同作・USSymposium on 'Func；回ona/ityof
Food Component’j()intly organized with the Japan 
Health&Nu制tlonFoodAs回 E国 ionand NNFA Japan σ。kyo,70回帰cipants)

民SIJa回 n2008 Accomol：曲 m間企s(2) 
M鴎 tings/Ac ti Vi詰ies:
Coooera；躍。nwi；智IOi曾睡r/LSI Branches: 
会 Octot.陪r28-29,In総rnationalWi町胎hopon Food 
Biotechnology (/LSI K町田，Seoul)

＊”。•vember3-7, 5th Asian Conference on Food & 
Nutri；首onSafety and its P11争Conferen目 Sate／／，詑e
~mp儲ium 。nBio蹴＇hnolo _&N，耐蜘nally
EnhancedFo。dand Crops (ILSI SEA, Cebu) 

金 November1Sト・21,4th In鎗mationalSymposium on Food 
Pac飽司ging(/LSI Europe, Praque) 
Particioation in曽1eCodex Commit包eMee；首nas:
会 February4・8, Codex c。mmitlぬe。nMilk and Milk 
Products (Queenstow，ゆ

• April 28-May 2, Codex Commi；枕鴎onFood Labelling 
(Ott温1wa)

• November 3-7, Codex Commit鵠eon Nutrition and 
Foods for Sp鶴 la/Dietary Uses (Cape Town) 



/LSI Jaoan 2008 Publications 

'/LSI凋＇PBnJaurna俗.2008; (92-95). Published quarterly in 
Japanese with English abstracts. 

• Japanese Versi町ICf仇e9th Edition of恒国sentKnowledge 
on Nutrition’（January) 
’Proceedings. The 5th International Confe昭司ceo明’Nutrition
a間dAging’（Na. 94 of IL釘J抑制JournalsAugusり
’Proceedings. The 2nd International Workshop o明
Environmental Risk/Biodive店ityAssessment of 
Genetically Modified Or宮anisms(September) 

• 'Obesity and Metabolic Synd.ケ・omein Japan-Nutrition, 
Exercise and D眠匂taryBehavior-' (Octabeり
’The 1sオ俗sueof ’New' Nutritia明 Reγie胤・s(Qua同erly師
Japan田 e).2008; (1 ）.仰＇ovembeり
’Japanese trans/atio肝 ofILS/ Europe Concise Monagrap内
Series.初etaryFibre’f・January)and 'Th即 S加 ldaf
Toxic唱logicalConcern’仰＇ovembeり

/LSI Jaoan 2009 Plans f1 J 

陸型珪並豆呈i
・February17, The 4th Life Science Symposium on 
'Japanese Dietary Habit and Obesity’σ。kyo)
’May 13, Public Forum on‘Functional Food Genomics 
in Japan-Findings from the 1st Tem and Action Plans 
for the 2nd Term of Endowed Chai.ト ’（Tokyo)

Particioation in the lnternati町l!liConfe陪 nces!Codex
宣皇盟国単里呈i

• Mav 4-8. The 37th Session of the Codex Committee on 
Food Labelling (Calgary, Canada) 

'Oct。ber4-9, International Congress of Nutrition 
(Bangkok, Thailand) 

合 November2-6, The 31st Ses針。nof the Codex 
Com mi続＇.eeon Nutrition and F。odsfor Special 
Dietary Uses (Germany) 

/LSI Jaoan 2009 Plans (2J 

Publications: 

合 ／LSIJapan Journals: 2009; 96・99

(Quarterly in Japanese with English 

abstracts) 

合 NewNutrition Reviews: 2009; 63・66
(Quarterly in Japanese) 

• Reports/Proceedings from Research 
Committeeffask Force Activities 

5. ポスターセッション（PosterSession 

Presentation) 

1月18日（日）午後6時～7時

今回のポスターセッションは、昨年と同様各支部に 1

パネルが割り当てられ、各支部の紹介、活動報告がパ

ネル展示された。日本のパネルでは、 ILSIJapanの活

動紹介（上記の日本支部会議の内容）と同時に、昧の

索（梼ライ フサイエンス研究所の鳥居氏より“Efficacies

2009年度ILSI本部総会報告

of umami taste materials for palatability of foods and 

subsequent induction of normal digestion and satiety” 

に関する研究結果が発表された。

.この他、以下の各支部の会議に参加した。内容として

は、いずれも 2008年度の活動報告と 2009年度の事業

計画についての報告を主としたものであり、日本の場合

のような具体的な活動／研究成果の発表はなかった。

. 東南アジア地域支部会議 (ILSISoutheast Asia 

Region Lunch Meeting) : 1月17日（土）午前 11

時～午後1時

・インド支部会議（ILSIIndia Breakfast Meeting) : 
1月19日（月）午前7時～8時30分

・中国事務所会議 (ILSIFocal Point in China Lunch 
Meeting) : 1月19日（月）午前 12時～午後2時

＋ ラテンアメリカ支部合同会議 (ILSI南アンデス、北

アンデス、メキシコ、ブラジルおよびアルゼンチン

支部合同会議）: 1月20日（火）午前 12時～午後

2時

(ILSI Japan 浜野弘昭）
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Scientific Session 

ILSI年次総会に出席して

ーバイオテクノロジーおよびナノテクノロジーの部会報

丘ヒ
<=I 

社団法人農林水産先端技術産業振興センタ一理事長

ILSI Japan理事

岩元睦夫

．はじめに

ILSIの年次総会が、 2009年 1月16日～ 22日の問、

アメリカ・アリゾナ州ツーソンで開催された。筆者は総

会のメイン・イベントでもある科学セッションのなか

のJ'iイオテクノロジーとナノ／マイクロテクノロジーの

セッションに出席したので会議の概要について私見をま

じえて報告する。なお、講演のタイトルそのものに意味

があると思われるので英文のタイトルをそのまま転記し

た。また、講師の経歴等は会議資料から引用した。

(S-1) Biotechnology Myth Busters: 

Shattering Misinformation with 

Sound, Credible Science 

I バイオテクノロジ一部会

国際食品バイオテクノロジー委員会が主催したこの

セッションのテーマは、 Biotechnology Myth Busters: 

Shattering Misinformation with Sound, Credible Science 

というタイトルがつけられていた。辞書によれば、

Myth はもともと「神話」（例：ギリシャ神話TheGreek 

Myths）と訳されるが、根拠のないでっち上げ話とか社

会的迷信を意味することを知り、そうした“でっち上げ

話”を退治するという主題に、さらに追い打ちをかける

ように Sound（論理的）、 Credible（信頼できる）な科

学で Shatteringにつぱみじんに打ち砕く）という副題

がつけられているのを見ると、タイトル自体が科学的な

のかという思いはともかく、 GMO開発企業9社がメン

バーの主催者側の意図が見えてくるようである。

(1) Shattering Myths: The Importance of Sound Science 

and Credible Data Source 

48一一 ILSINo.97 (2009.5) 

Wayne Parrott, Ph.D. 

(University of Georgia) 

1）講師 Wayne Parrott （ジョージア大）

ジョージア大作物科学部教授の博士は、作物育種およ

びゲノム研究の専門家として組織培養と遺伝子導入に関

して主としてアルフアルファ、ピーナッツ等マメ科作物

の付加価値向上を目的に研究を行っている。最近の研究

には、複合遺伝子変換、代替選抜法、遺伝子発現の早期

検出、セントロメアの機能解析などがある。現在国際食

品バイオテクノロジ一委員会の科学アドバイザーを務め

る。

2）話題

「GMOポテトを与えたネズミの胃に孔が聞いたj、

「ネズミは GMOコーンを食べようとしなL)Jといった

GMOに関して誤った情報が流布されている。なかには

オーストリア政府が資金援助した研究で、 「GMOを与

えたネズミの繁殖力が低下したj報告もある。こうした

GMOに関するネガティブな情報は、特にヨーロッパで

はひとつの傾向として定着しているようである。GMO

コーンがオオカパマダチョウを殺害するといったあたか

も事実かのような報告は、 mythicalと言う以外の何もの

でもない。

GMO作物は大きな市場を形成しつつあるが、それに

比例して誤った情報の量も多くなっており、結果的に消

費者の購買行動に悪影響を与え、政府が厳しい規制を作

らざるを得ない状況を生み出している。これらの情報

は、しっかりしたピアレビュー（peer-review）を経な

いまま、直接に反対運動グループや GMOに関して充分

な知識を持たないメディアに流される傾向がある。

こうした傾向を改善するためには、メディアに対して

的確な情報を提供するシステムとメディアの知識レベル

の向上を図ることに努めることが不可欠でドある。

(2) Straightening the Record: What Regulators Are 

Saying 

Larisa Rudenko, Ph.D., D.A.B.T. 

(Center for Veterinary Medicine, USFDA) 

1）講師 Larisa Rudenko (FDA獣医学センタ一、 j＼イ

オテクノロジー・シニアアドノTイザー）

博士は、科学に基づく調和のとれた動物バイオテクノ

ロジーに関する法規制の策定に当たり、あらゆる分野の

人たちとの会話を数多く経験してきた。またコーデック

ス委員会、 OECD、OIE等における作業部会に専門家と



して参画しており、ヨーロッパ食品安全委員会の作業部

会のフルメンバーにアメリカ人として初めて招かれた。

現在、米政府の科学技術予算プログラム評価委員会科学

アドバイザーパネルに従事している。

2）話題

新しい技術は、あらゆる分野の人たちの関心の的とな

る。クローン動物や遺伝子組換え動物のようなケースに

おいても、科学技術の視点からの見方と社会一般からの

見方とは見解を異にし、ときに利害を巡ってしばしば衝

突が起こることがある。そうしたなかでひとつの方向に

意見を集約するためには、政策決定に係わる文書につい

て正確かつ偏重のない情報を提供し、人々の感情的対立

の沈静化に努める必要がある。このプロセスはリスクコ

ミュニケーションそのものに他ならず、政策決定上で何

が議論されたか文書の開示を積極的に進め、このことに

よって社会的知識レベルを高めることが必要で、ある。

米政府が最近クローン動物に対する規制緩和に至った

ケースも、まさにこうしたプロセスを経ての結果であり、

社会が先端的技術をこれまでのものと同じレベルで安全

であると認識してくれた結果である。

(3) Countering Myths: Science Education-Personal 

Experience 

Ingrid Schuler, M.Sc., Ph.D. 

(Pontificia Universidad Javeriana) 

1）講師 IngridSchuler （コロンビア、 PontificiaUniversidad 

Javeriana生物学部植物バイオテクノロジーユニット）

コロンピア大統領府における社会特別プロジェクト専

門家、農業省科学評価委員、植物バイオテクノロジー予

算査定委員など公職を歴任し、現在ILSINorth Andean 

科学議長を務める。 REDBIO-FAO「コロンビアにおけ

る植物バイオテクノロジーの管理」の著者でもある。

2）話題

コロンビアは積極的に GMOの開発を行っており、独

自の技術として米、ポテト、さとうきび、コーヒー、キヤツ

サパなどの技術を持っている。また輸入したカーネー

ション（サントリーで開発した青いカーネーションと思

われる）の栽培も行っている。こうした GMOに関して

積極的な状況に至るまでには、①花粉のコンタミネー

ション、②スーパー雑草化、①食品中へのBtタンパク

質の混入、④GMOに関する法制度の不備、⑤GMOは

世界の飢餓に無力という批判、⑥GMOは生産者にとっ
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てのメリットだけという意見等、 GMOに関して指摘さ

れた疑問に対して的確に応えることが重要であった。

そのため、政策担当の政府関係者はもとより、教員、

組合、消費者の代表も入った経営委員会など、あらゆる

セクターの人々に対して情報を提供し議論を進める乙と

に努めてきた。特にこうしたプロセスでは大学の専門家

の役割が大きく、過去12年間の経験から、学生、高校

生などに対しての教育プログラが有効で、あった。

．著者の感想、

上記の発表に対していくつかの質問があったが、おし

なべて一方的な発表に終わった感が強かった。そのなか

で、 ILSIMexicoのpresidentの質問は傾聴に値するも

のであった。彼女は、「このセッションの発案者である

Parrott氏の発表は、 GMOの開発側、輸出国側に立った

意見であり、実需者側、輸入国側の立場を無視したもの

であって、そうした発想の下では消費者の不安、反対す

る人たちを説得することはできなp」と強い意見を述べ、

筆者も同様な感想を持った。特に豊富なトウモロコシの

遺伝資源に恵まれたメキシコはGMOに関してはセンシ

ティブなところがあり、アメリカと同様な発想では反対

側を説得することはできないとの意見は的を射たもので

ある。

その点で、クローン動物の規制緩和に至る作業に携

わったRudenko氏の、国民の理解を得るためには会議の

経過を文書で開示することが重要とする内容の話は極め

て重要な指摘である。我が国も基本的には同様のスタン

スに立っているが、知財など企業秘密に関する技術情報

の開示の仕方等にはどうした工夫がなされるべきか学ぶ

べき点も多い。

Schuler氏の、教育現場で大学生、高校生などに対し

て行うバイオテクノロジーに関するセミナーなど各種

の教育プログラムが有効で、あったというコロンビアでの

12年間に及ぶ経験に基づいた意見には説得力があった。

その前提として、 GMOに対して指摘されるさまざまな

疑問に対して正確に応えることが必要で、あるとの話は、

Rudenko氏と同様の立場に立っていた。

乙の部会を通じて GMOに関しては、我が国は特別な

位置にあることを改めて痛感した。すなわち、一固とし

て世界で最大のGMOの輸入国であり、その意味で我々

の食生活はGMOなしには成り立たない国であることを

改めて知り、国民の不安を取り除くためにこれからも地
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道なリスクコミュニケーションを続けることが重要で

あると再認識した。その一環としてこれまで蓄えたbio-

safetyおよびfoodsafetyの情報を活用し、世界的に発

信し活用することもひとつの手段ではなかろうか。

一方で、研究開発は世界のトップクラスにありなが

ら、その利用に関して戦略がないことが大きな課題であ

る。小さな経営規模でしかも技術の限界を超えた極めて

大きな内外価格差のある我が国の農業が抱える問題を、

GMOによって克服できるか否かのシナリオが描けてい

ない状況からどう脱却できるか、固として早急に考え方

を国民に提示することが重要である。その結論とは別に、

少なくとも今後とも輸入を続けなければならない我が国

の特殊事情からして、海外企業との共同研究も視野に、

輸入農産物を自らの技術・知財でもって確保するととも

に、優秀な GMOを種面として輸出するという戦略を描

くことも重要と考える。

(Sー2)Nano・andMicro-technology 

II ナノ／マイクロテクノロジー

このセッション部会は、 ILSINorth Americaの主催

で開催されたもので、 ILSIとしてこのテーマを取り上

げるのは初めてと聞いた。食品分野におけるナノ／マイ

クロテクノロジーは散米をはじめ我が国でも関心が高

まっているが、バイオテクノロジーに比べて産業的広が

りは格段に小さくこれからの分野と言える。

食品分野におけるこの技術への期待は、超微細構造を

有するナノ材料の食品添加物など食品素材や包装材料へ

の応用である。一方で、、こうしたナノ材料がヒトの体内

に取り込まれた際の健康上の問題や、食品工場など製造

現場の環境への影響が危慎されている。

このセッションでは、こうした状況を踏まえ、危慎さ

れる問題への対応の仕方、法規制のあり方等について議

論された。

(1) Risk Assessment and the Products of Nanotechnology 

Joseph V. Rodricks, Ph.D., D.A.B.T. 

(Environ corporation) 

1）講師 JosephV Rodricks （アメリカ、 Environ社）

米国アーリントンにある Environ社は国際的な技術コ

ンサルタント会社であって、博士がその代表を務める。

またジョーンズホプキンス大公衆健康学部の客員教授を
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務める。 FDAの15年間の経験を含め、毒物の専門家と

して、医薬品、医薬器具、食品から環境までと関係する

あらゆる化学物質のヒトの健康への影響評価に携わって

きた。現在、国家研究評議会（NationalResearch Council, 

NRC）の中の環境研究および毒物学委員会に従事して

いるが、これまでも政府内のリスクアセスメントに関す

る25の委員会に関与してきた。リスクアセスメントの

テキストとして広く採用されている“CalculatedRisks” 

の著者としても知られ、近々“Scienceand Decisions -

Advancing Risk Assessment at EPA＇’の出版が予定され

ている。

2）話題

ナノ材料の危険性については第二次世界大戦後に関心

が高まり、以来1970年代になって ADIの概念によって

定量的なリスク評価が実施されるようになり、 1983年

NRCによってこの方法がリスク評価の公定法として認

定された。

容積に対して大きな表面積を持つナノ材料は優れた特

性を有することで期待されているが、ヒトや環境への悪

影響が懸念されている。食品分野においてもそうした問

題の解決なくしては実用化にならない。こうしたことか

らリスク評価が重要であるが、リスク評価自体は新たな

知識を生み出すものではなく、既存の科学的知識をもっ

て評価を行う高度なシステム化されたプロセスに過ぎな

い。もしナノ材料に問題があると判断されたならばリス

ク評価の範障で解決すべきものではなく、技術そのもの

の改良・改善を通じて問題解決を行うなど別の手段に委

ねるべきである。

食品の身近なところでは食品包材からの溶出が話題と

なっているが、いずれにしてもさまざまな成分を含む

複雑な系の食品では、特定の化学物質の危険性を定量

的に規定する ADI(Acceptable Daily Intake）の手法よ

り、食品としての一日摂取量を規定する EDI(Estimated 

Daily Intake）の方が適当である。

(2) Measurement Science Addressing the Environment 

Health and Safety Aspects of Engineered Nanomaterials 

“Tiny Threats” 

Michael T. Postek 

(NIST) 

1）講師 MichaelT Postek （アメリカ、国立規格標準

局研究所、 NIST)



NISTの精密工学部門のチーフである博士は、ナノテ

クノロジー・プログラムの責任者を務め、ナノ計測と走

査電顕に係わる度量衡の専門家として国内外に知られた

存在である。最近の研究として、ナノテクノロジーおよ

びナノ計測分野がある。その一環として、ヘリウムイオ

ン顕微鏡によるナノ粒子の計測に関する標準化を行って

いる。

2）話題

National Nanotechnology Initiatives (NNI) の定義に

よれば、ナノ材料の大きさは1～ 100nmである。金原

子1個は 113nmであり、こうした微細な粒子は、バル

クの状態の場合とは異なった物理的、科学的、生物学的

な性質を示す特徴がある。

ナノテクノロジーは次世代技術として期待されている

が、今後開発されるであろう材料や製造プロセスに関し

ては、ヒトの健康や環境に対して安全性が確保されなけ

ればならない。当面食品分野としての関心は、包材成分

や食品添加物の溶出がある。ナノ材料と昧覚、栄養との

関係、食品添加物としてのマイクロ結晶セルロースなど

の問題もある。

こうした疑問に対して的確に応えるための基本とし

て、ナノ材料の大きさを正確に知ることが重要であり、

そのための計測技術の確立が不可欠で、ある。 NISTにお

ける研究開発の重要な役割のひとつにナノ計測分野があ

り、この分野の研究開発は世界の7つの研究機関が共

同で実施している。そのなかで、 NISTに置かれている

NNIでは、分析機器、計測法、標準化、製造技術などに

関して問題の把握と解決に向けての責任を担っている。

一方で、、ナノ材料の利便性への期待と同時に、ヒトの

健康、環境の確保を目的として、毒性、生物蓄積、環境

汚染等の課題に対して研究を進める必要がある。すなわ

ち、 EHS(Environment, Health, Safety）に関する研究が

重要で、、国家科学技術評議会（NSTC）の分科会から、

“New Strategy for Nanotechnology-Related Environmental 

Health and Safety Research Released 

また、 EPAで、は環境問題との関係で、、さらに NIHでは

健康問題との関係で検討がなされている。

(3) Consumer Perspective 

David M. Barube, Ph.D. 

(North Carolina State University) 

1）講師 DavidM Berube （ノースカロライナ大）
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ノースカロライナ大コミュニケーション学の教授とし

て、 2008年に開始されたプログラム「科学技術に関す

るパブリックコミュニケーション」を担当し、コミュニ

ケーション、メディア学、人間科学およびその他関連分

野等の幅広い分野で学生を指導している。聴講生は学生

はもとより、科学、医学の専門家、政策担当者、科学者、

ビジネス界のリーダーやNGOなど多岐にわたっている。

このなかには、ナノテクノロジー、ノTイオナノテクノロ

ジ一、ニューロテクノロジ一、遺伝子組換え等の分野も

含まれる。現在NationalScience Foundation (NSF）の

プログラムである「ナノテクノロジーの健康安全問題J

を担当している。

2）話題

ナノテクノロジーの応用に際しては、科学に対しての

無理解といった要因に起因したす丞めて大きな問題を抱

えている。こうした問題を克服するために、社会科学分

野の専門家の経験も活用しながら、効果の上がるコミュ

ニケーションのあり方を検討することが重要で、ある。科

学をテーマにしたコミュニケーションに関しては、不正

確なところもあるかも知れないが、科学性に欠けたデー

タや新聞や雑誌などからの情報が一般に流されることが

多く、このことが不安をあおり、反対運動を起こす原因

となっているケースが多い。

こうした問題の解決に当たっては、問題とされる負の

誘発性（negativevalence）に関するあらゆるリスクに対

して議論を行うことが重要である。リスクの状況は時に

より変化する。その点でもメディアとの関係を確立して

おくことが重要である。

(4) Perspective on Risk, Scientific Underpinnings and 

Regulatory Developments 

Jo Anne Shatkin, Ph.D. 

( CLF Ventures, Inc., Boston, Massachusetts USA) 

1）講師 JoAnne Shatkin （アメリカ、 CLFVentures社）

博士は、 ConservationLaw Foundationの下に置かれ

た非営利団体である CLF社の部長である。 CLF社は

ニューイングランドにおいて最も影響力のある環境支持

団体として産業界等各分野との接点に立ち、環境と経済

の両立に向けた取り組みを行っている。博士は戦略的環

境計画の専門家で、ナノテクノロジーとヒトの健康およ

び環境上のリスク問題に関してのコミュニケーターの第

一人者である。最近ライフサイクルの枠組みのとの関
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係からナノ材料のリスク因子の決定と管理を行う手法

のNANOLCRAを開発し、“NanotechnologyHealth and 

Environmental Risks”（CRC Press）を刊行した。

また、リスク分析に関心のある世界各国の 130名の

人たちで構成されるリスク研究会（Societyfor Risk 

Analysis）のなかでナノ材料部会を設けるとともに、

2008年9月10～ 11日にワークショップ“ナノ材料の

管理のための科学とナノリスク評価”を主催した。

その他、カナダアカデミー協会のナノテクノロジー専

門家パネルのメンバーで、他にもナノテクノロジーに関

して多くの公職に就いている。

2）内容

ナノ材料の健康、環境の安全性に係わる法規制に関し

ては基本的にリスク評価の方法に則って行うことが望ま

しい。これまでにない新規なナノ材料であるため、危害

因子の決定、暴露試験、投与試験といったこれまでの法

規制側の論理だけで行ってきた伝統的なリスク評価手法

だけでは充分とは言えない。多くの人々はナノ材料に関

してはむしろ化学的影響より生物学的影響について関心

が高い。

このため、多方面の関係者との対話の下、リスクにつ

いて情報の交換を行うなど既存のリスク評価のあり方の

改善を行う必要がある。そのためにも、ナノテクノロ

ジーおよびナノ材料の特性を明らかにし、危害との関係

を明らかにするための新たな測定・分析方法などの確立

を急ぐ必要がある。

いずれにせよ、リスクに関してあらゆる情報を提供す

ることが重要であり、法規制に先立つて現在は関連情報

の収集を行っている段階である。

。著者の感想

食品分野におけるナノテクノロジーの利用が充分に進

んでおらず、そのリスクを特定し評価するには充分な

データが揃っていない現状の下でナノテクノロジーの

テーマを取り上げたことは率直に言って時期尚早の感を

抱かせる内容の話題であった。そうしたなかでナノ材料

の持つヒトの健康との関係や環境に与える影響等につい

て、消費者の不安を払拭するにはリスク評価の手法をも

とに的確な評価を行い、その情報を積極的に開示してい

くことが重要で、、特にメディア対策が重要との指摘は傾

聴に値する。

こうしたメディア対応の重要性の指摘は先端技術全般
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にわたって言えることで、遺伝子組換え技術の初期にお

いて開発側からの一方的な情報が消費者からの反発を買

い、その結果消費者からのアクセプタンスが充分に得ら

れず、問題が解決されないまま今日に至っているとの反

省の上に立った意見である。

そうしたなかで、①ナノ材料の大きさが1～ lOOnm、

②ナノテクノロジーおよびナノ材料に関するデータが不

充分で、特に食品分野ではこれからの課題、③ナノ材料

の危害評価にはADIより EDIの概念の方が適当、④ナ

ノ材料の計測・分析法の開発および標準化の重要性、⑤

食品分野に関しての法規制はNIH、EPAなどの関連機

関でも行われている等、いずれの情報も貴重なものが得

られた。

4・むすび

今回初めて ILSI総会に出席する機会を得た。世界各

国から 600名を超す出席者の下で聞かれる学術関係の大

会ではあるが、いわゆる国際学会の大会とは違った雰囲

気の大会であった。特に筆者が出席した科学セッション

のバイオテクノロジーとナノ／マイクロテクノロジーの

2つの分野についてはアメリカが先行している分野であ

り、講演者の大多数もアメリカの関係者であった。これ

ら先端技術に関しては消費者のアクセプタンスが重要と

の意見があるものの、依然として技術の開発者・提供者

側に立った意見もあり出席者の一部からはそうした姿勢

に対する批判もあった。

2つの技術に関して共通していることは、リスク評価

の手法を尊重すること、消費者へ的確な情報を開示する

こと、その過程でメディア対策をしっかりと行うことが

重要との指摘であり、こうした考え方は、とかく科学と

市民との聞の距離が大きいとされる我が国では大いに学

ぶべきである。

最後に、貴重な機会をいただいた ILSIJapanの事務

局に対して感謝の意を表する。

(S-3) Use of Epidemiology in Making 

Recommendations Concerning Food 

Safety & Nutrition 

（食品の安全性と栄養に関する推奨作成にお

ける疫学の活用）

（昧の素株式会社大橋弘幸）



(1) Overview: Epidemiology in Food Safety and Nutrition 

（概論・食品の安全性と栄養学における疫学）

Craig Hedberg, Ph.D. 

(University of Minnesota School of Public Health) 

このセッションでは食事摂取基準（DietaryReference 

of Intakes: DRI) を正しく理解して活用したり、食品の

安全性の評価や、病気や感染などとの因果関係を正しく

推定したりすることのベースとなる疫学について概観さ

れた。EBM（根拠に基づく医療）という概念は、近年

広く重要性が認識され、それが EBN（根拠に基づく栄

養学）のように敷街されてきている。それは栄養学が病

気の予防や治療のための一つの学問として捉えられるか

らである。

1.疫学とは ：疫学は個々人ではなく集団を対象とする。

集団をレンズとして扱い、個人のバイアスを除く方法論

である。疫学研究の目的は「それはヒトで起きるかJ、「そ
れは現実的に意昧があるかjの疑問に答えることにある。

2疫学の方法論大枠で2種類の研究方法がある。まず

は、観察研究（ObservationStudy）が挙げられる。曝露

要因と疾病との関連を人為的な操作を加えることなく観

察のみによって頻度、分布、関連を明らかにする。多く

の疫学研究は記述疫学（DescriptiveStudy）であり、疾

病の頻度と分布を人、場所、時間についての正確な記述

から ①目的とする疾病の発生パターンの特徴を明らか

にすること ①目的とする疾病の発生要因に関する仮説

を提唱することにある。乙れらは概ね横断的・後ろ向き

(retrospective）研究である。観察研究のなかでもコホー

ト研究（CohortStudy）は前向き（prospective）な分析

疫学研究である。もう一つの大枠の研究方法は介入研究

(Intervention Study）であり、人為的に要因を加えた

り、除いたりすることにより、その前後の疾病の発生や

予後の変化を実験的に確かめる。より厳密な研究方法は

ランダム化割付比較試験（RandomizedControlled Trial; 

RCT）である。

3 因果関係（causation）と関連（association)：疫学で

は因果関係を直接証明することはできない。しかし関連

の強さ（相対危険率やオッズ比が大き P）、量一反応関

係、 一致性、関連の時間依存性、関連の特異性、生物学

的妥当性が揃うと因果関係の立証可能性が高いと判断さ

れる。得られた結果をどのように信頼しどのように解釈

するべきかの基本をまとめたものを、 Hillの基準という。

2009年度ILSI本部総会報告

(2) Dietary Recommendations Based on Epidemiological 

Data 

（疫学データに基つく食事摂取の推奨について）

Janet C. King, Ph.D. 

(Children's Hospital Oakland Research Institute 

and University of California at Berkeley and Davis) 

演者は疫学専門家ではないが、米国栄養食事ガイドラ

イン策定委員会のメンパーの立場で、現行のガイドライ

ンの問題点と、その改善策について解説した。

栄養学においては概ね二種類の推奨が為されている。

これは栄養素の摂取基準（DietaryReference Intakes: 

DRI) と、食事推奨量（DietaryRecommendation）である。

後者は、例えば「アメリカ人の食事ガイドラインJに相
当する。いずれも様々なタイプの研究の結果を統合した

科学的根拠に基づいた推奨量である乙とが必要である。

しかし現行の推奨量策定の根拠となったデータは、信頼

性において課題があり、今後の介入試験はランダム化

割付比較試験 (RandomizedControlled Trial: RCT）に

よらねばならないことが強調された。その上でRCTに

より得られたデータでさえ充分な吟味が必要と指摘し、

RCTとともに前向きなコホート疫学研究により検証す

ることを求めた。栄養素の推定平均必要量（Estimated

Average Requirement: EAR）を決める場合を例に、エ

ンドポントの課題は下図の中央部分にあるとの指摘がな

された。

State of Science for a Nutrient lnfluenC81区
Biomarker and the EAR 

H句”

Turr崎、，er。z
Factorial舗。d副司
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Ch臥＇＂＇＇＂＇＂＇。，StorH

L。W Estlma匝dRequl同 ment

上記課題を改善するには以下の三点がポイン卜になる

とのことであった。

1）よりよいエンドポント、より感度の良いバイオマー

カーの発掘

2）多変量解析を行う
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3）大きい対象集団を選定する

食事と慢性疾患の関連性（association）は非常に複雑

である。なぜなら慢性疾患は発症までの潜伏期間が長い。

また複数の病因によることが多い。危険性は食事の多数

のファクターに関連している。したがってボトムアップ

型の研究（病因の解明；病気と関連する特定の生物学的

リスク／機能と食物成分との聞の因果関係を同定する）

とトップダウン型研究（病気を抑制する可能性のある食

事パターンを同定する）の両方が必要となるというのが

結論であった。

結語はGoetheの言葉が引用された。“Knowingis not 

enough; we must apply. Willing is not enough; we must 

do.” 

(3) Use of Epidemiology in Microbial Food Safety: 

Outbreak of Salmonella Serotype SAINTPAUL 

Infections Associated with Multiple Raw Produce 

Items -United States, 2008 

（微生物学的食品安全性における疫学の活用：サルモ

ネラ菌（血清型セントポール）による伝染病が複数の

生食品に関連して急激に発生した一米園、 2008)

Ian T. Williams, Ph.D., M.S. 

(Centers for Disease Control and Prevention) 

食品の安全性に関連してサルモネラ菌由来の感染症の

爆発的な発生事例を、疫学の観点から解説された。 2008

年5月に発生した米国史上類を見ない最大の食中毒事

件を疫学的に調査し、その病原菌 Salmonella（血清型

Saintpaul)がどのような生食品を運び屋として拡大した

のかを推定した経緯が詳述された。この調査研究からメ

キシコ産のセラーノ唐辛子とハラペニョ唐辛子が運び屋

であることが特定された。

食品由来の病気（FoodborneDisease）を制御し、予

防するための方法論は以下のサイクルにまとめられた。

第一段階監視（Surveillance)

病気の第一発生場所の特定

第二段階疫学的捜査（EpidemiologicInvestigation) 

仮説の設定コ仮説の検証コ汚染がL功当にどこで

起こる可能性が高かったかの仮説を再構成

第三段階予防方法の策定・実施コ監視へ

このような調査研究では、対照群の選び方が重要で、あ

ることが指摘され、本研究でも同年齢の同じ地区に住む、

もしくは同じレストランで食事するコミュニティに属す
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る健常者を対象とした。

(4) Using Epidemiology to Make Recommendations: 

Challenges and Opportunities 

（推奨を行うために疫学をいかに活用するか：その課

題と好機）

Douglas L. Weed, M.D., M.P.H., Ph.D. 

(DL W Consulting Services, LLC) 

演者は医師であり公衆衛生および疫学の専門家であ

る。 NCI(the U.S. National Cancer Institute ：米国国立

がん研究所）のがん予防疫学部門の責任者を長く務めて

いた。疫学的手法を用いて何らかの推論を行い、何らか

の推奨を行うときに陥りやすい問題点をかなり辛口で指

摘した。

疫学的根拠は基本的には以下の2つの目的に解釈され

る。①因果関係に関する科学的説明あるいは予防、②

公衆衛生（医学）的推奨。両者は関係ないわけではない

が、それぞれ区別しておかねばならない。

講演のポイントは次の6点にまとめられる。

1）推奨（Recommendation): 2つ以上の方法で実施

された科学的実証研究によらなければならない。

2）解釈（Interpretation）：落とし穴と期待値の両方

の側面があることを認識しなければならない。

3）方法論：以下の3点の妥当性が肝要。①一般的な

科学的方法、②研究計画と統計的方法、①根拠

の重み付け（Weightof Evidence: WOE）の方法

あるいは研究の合成方法

WOEについては、演者の総説 （Ris,止Analysis,

Vol.25 (6) 1545-1557, 2005）に詳述されている。

4）判定：結果において弱い関連しか見出せない場合、

相対的リスク（すなわち oddsratio）の強度を勘

案することが重要。

5）信頼性：この点に関して演者は企業研究および企

業が支援する研究に対して大変失礼な言い方で、

まったく信頼性がないと否定した。企業研究が全

て偏向しているような発言には怒りを覚え、「研

究が科学的に行われ、方法論としてRCTとメタ

アナリシスを採用し、倫理基準に準拠していれば

バイアスは除ける。したがって企業研究は信頼が

おけないなどという一般化は無意味である」と反

論した（大橋）。それに対して、「メタアナリシス

は個々の研究を統合してより確度の高い推定を可



能にするが、依然として絶対的ではなL~J との回

答であった。これは疫学・統計学の限界といわざ

るを得ない。会議後Dr.Weedから丁寧に解説書

および彼のCVが送られてきたことを付記する。

6）系統的な批評：疫学においては、関連する研究論

文を丁寧に読み込み、それを系統立ててレビュー

する調査研究の重要性が指摘された。

(S-4) Science Resulting from ILSI No吋h

America Committee Projects 

（明治乳業株式会社桑田有）

＊上記セッションのうち特に興味深い1演題を報告する。

(1) Early Nutrition and the Development of Adult Diseases: 

Where Are We and What' s Next? 

（胎児期栄養と生活習慣病の発症との関連：現状と今後）

Robert Bertolo, Ph.D. 

(Memorial University of Newfoundland) 

未熟児等、低体重で生まれた後、急速に発育すること

が、成人期での慢性疾患の主要なリスク要因であること

を、多くの疫学研究は示してきた。 ILSIが主催した最

近のワークショップで、“生活習慣病胎児期発症説”の

幾つかの側面に関して、現時点における知見、研究ギャッ

プの同定、優先研究課題の設定や食品産業の果たすべき

役割について議論が成された。

議論された疾患は、肥満、心臓血管病と認知症などで

ある。これらの疾患の早期プログラミングの鍵となる機

序は塩基配列に影響を及ぼさず遺伝子発現に恒久的変化

をもたらすエピゲネティクスが関与している。肥満に関

係する多数の遺伝子が報告されてきているが、個別の遺

伝子がどれくらいの寄与で肥満のリスクに関係している

のか証明されてきていない。それら遺伝子の早期エピゲ

ネティクス制御と同様、遺伝子聞の相互作用に関する詳

細な理解も必要であろう。

肥満の研究では、食事摂取や運動習慣のような行動に

焦点を絞った研究も必要である。これらの行動習慣は小

児期に始まるので、小児期、学童期の食育がより重要で

あろう。

心臓血管病については、低出生体重より出生後の急激

な発育速度のほうが、より後発性の心臓血管病の発症リ

スクが高いと報告されている。 DNAのメチル化（すな

2009年度ILSI本部総会報告

わちエピゲネティクス）における食事性のメチル基（例

えば葉酸、メチオニン、コリンとベタイン）の役割と心

臓血管病に対する感受性の関連をさらに明確にする必要

があろう。

また、多くの中枢神経系の発育は出生後に起きるので、

中枢神経ー認知機能のプログラミングの感受性はより長

く持続するものと考えられる。中枢神経ー認知機能の発

育の初期の修飾因子（例えば、多価不飽和脂肪酸、鉄、

コリン）などは以前から知られていたが、その他に関与

する栄養素がないのか、後発性の中枢神経系の機能への

影響を研究する必要がある。

上述の疾患のプログラミングの臨界期は個別臓器毎

に、発育パターンによって異なる。そのため、ヒトに外

挿できるような代替動物モデルが必要である。早期プロ

グラミングが過剰から低栄養までの広範囲の栄養摂取状

況下で生じるので、新しいモデルではそれらが反映でき

ることが大切である。

胎生期、出生後の栄養さらには家族のための食事など、

最も深くかかわる女性の栄養が最重要研究目標であり、

食品産業はこれら研究課題を支援する必要があろう。

演者らは、これらの研究を発展させるために、新規の

動物モデルを開発した。彼らはユカタンミニチュア豚を

用いて、低体重が心臓血管病や代謝’性疾患の発症リスク

を高めるか否かの研究を実施している。それらの結果に

よると、出生後の急速な発育が腎臓でのネブロン数の減

少、脂質代謝の変調をもたらし、後発性の慢性疾患発症

のリスクを高めることを明らかにしている。一方で、糖

代謝とインスリン感受性には影響しないことを見出し

た。次に食事内容を高飽和／トランス脂肪、高糖分かつ

高塩分とした場合の影響を、低体重動物と正常体重動物

における後発性の生活習慣病の発症リスクで比較する

と、低体重動物の方がリスクは高いことを見出している。

このように、生涯を通しての栄養戦略が生活習慣病の

発症予防や、管理に重要であることが認識される。この

ユカタンミニチュア豚は新生児動物モデルとして、広範

囲の食事介入研究や、微量栄養素の胎生期、新生児期の

過剰、欠乏の実験にも使用できるので、今後のデータの

集積が期待される。
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( S -5) Application of Threshold Concepts 

to Pathogens, Allergens, Nutrients 

and Chemicals 

（昧の素株式会社山口隆司）

(1) ILSI Threshold-related Initiative 

Stephen S. Olin, Ph.D. 

(ILSI Research Foundation) 

分析技術の進歩は、市場ならびに環境に拡がる微量物

質の検出を可能にしてきていることから、このような

微量物質の暴露に対するリスク評価の必要性を企業な

らびに行政関係者が認識し始めている。微量における

用量反応の評価をL功ミに行うか。関値は、存在するの

か。微量ゆえに無視できるのか。そこで、 ILSI研究財

団は、 4物質のカテゴリー（化学物質、微生物病原菌、

アレルギ一物質、栄養素）からヒトに対する影響評価を

分析しはじめた。一連の影響評価の中で体系的に“Key”

になる事象を見つけ出す進め方（KeyEvent Analytical 

Framework）を見出した。本プロジェクトを進めるにあ

たり ILSI各支部、各財団にアンケートを送付。それら

の結果を受け、現在2つの主題を進めている。一つは、

リスクアセスメントと実際の意思決定における科学なら

びにその応用の開発・展開の継続であり、もう一つは情

報活動であり、一つめの本質的な補完という位置づけに

ある。 2009年以降の計画として、

① 2009年初旬に関連論文をレビュー誌に投稿。その中

には低投与量における用量反応相関の考え方も含ま

れている。また“KeyEvent Analytical Framework" 

の進め方の紹介も入っている。さらに、上記4物質

に対する分析体制を応用したケーススタディーも紹

介している。 2009年夏までには公表される予定に

なっている。

②本ワークがリスクアセスメントに対しでも有用で

あることを示すため、追加のケーススタディーを

2009年に行う。科学、行政団体で広く使用される

ことより、より包括的なケーススタディーを通した

実質的な応用実例を要求されることが予想されるか

らである。

①情報活動に関しては、 2009年4月の FASEB

(Federation of American Societies for Experimental 

Biology）会議を手始めに幾つかの会議で本件を紹

介する。

56一一 ILSINo.97 (2009.5) 

④アジア、豪州、南アフリカ等に欧州、 WHOでの初

期活動状況を紹介する。北米、欧州当局でこの“Key

Event Framework，，が受け入れられれば、世界に

広げて行くつもりである。他の国際団体（JECFA

(the Joint F AO/WHO Expert Committee on Food 

Additives), JMPR (the Joint F AO/WHO Meetings 

on Pesticide Residues), EFSA (the European Food 

Safety Authority）等）にもパートナーとして打診

する。同時に行政に属する科学者とも会議を開催し、

積極的な’情報提供を行ってLEく。

(2) Risk-based Food and Water Safety Decisions: The 

Fundamental Challenge 

Robert L. Buchanan, Ph.D. 

(CFSSS, University of Maryland) 

現在、食品会社も政府と同様に食品や水の安全につい

て何千という決定を毎日のように行っている。食品の安

全に脅威を及ぼすような緊急事態になればより困難な仕

事となる。食品安全の仕組みの厳格性は、科学的試行ま

たは公式な分析方法に基づいた法規上の闘値設定から成

り立っている。しかしながら、このような閲値について

は、しばしば議論、反駁がされている。その理由として、

①高投与量による研究から食品に使われる低投与量への

外挿による本来の不確かさ、②消費者、食品、ハザー

ドの遣いを充分に考慮した動物試験や疫学研究管理が難

しいこと、等があげられる。そこで、食品にまつわる幾

つかの危険事象に対して関値が存在しないような前提が

考えられるのである。したがって、地球規模での流通に

おいて必要とされる透明性、科学情報に基づき、 risk-

basedな決定を行うために、微生物学的、生物学的、化

学的、栄養学的、物理学的なハザードに結びつく食品安

全の懸念を管理する方法を統一化する緊急J性が生じてき

ている。

(3) Biology of Thresholds and the Key Events Framework 

George Daston, Ph.D., 

(Procter & Gamble) 

「闘値」は生物学的応答を引き起こすのに必要とされ

る最小用量で、ある。現在リスクアセスメントの前提は、

数十年前の科学を基にしていることから、分子レベルで

の生物学的応答（生物組織の全段階で）を測れるほどの

感度を兼ね備えた新しい方法論を再考する時期に来てい



るし、それが可能になってきたと言える。リスクアセス

メントの手順を最新化する際、闇値についての前提を再

評価する必要がある。

(4) Application to Environmental Chemicals: Chloroform 

Hepatocarcinogenicity 

Alan R. Boobis, Ph.D. 

(Imperial College) 

クロロホルム暴露は、体組織に対して毒性を示し、肝

臓や腎臓に対して発がん性を示す。しかしながらその応

答には、明らかに性別、人種、家系の違いが見られる。

肝臓がん形成には、細胞におけるクロロホルムの吸収、

分布、代謝産物の発生、細胞毒性の維持、再生や肝細胞

分化、そして肝細胞悪性腫癌となる。この道筋（段階）

を例に取り、どの過程にどんな闇値が存在するか、トー

タルでどう考えたら良いのかについて紹介した。

(5) Thresholds in the Dose-response Relationship for 

Bacterial Pathogens 

Richard C. Whiting, Ph.D. 

(Exponent) 

用量反応型のモデルとして微生物病原性における闘値

を例にした紹介。食中毒を引き起こす病原性微生物は、

3つのカテゴリーに分類される。①汚染食品で毒素を産

生する毒性微生物（ボツリヌス菌等）、②腸管表面で生

育し、毒素を産生する毒素感染性微生物（コレラ菌、腸

管出血性大腸菌等）、①腸管上皮に侵入し、細胞聞に広

がり、粘膜潰壌を引き起こしたり、リンパ結節に進行さ

せる侵入性微生物（サルモネラ菌、リステリア菌等）。

今回、妊産婦と胎児に対するリステリア感染に対する

“Key Events Analytical Framework，，の取り組みの適用

に焦点を当てた報告であった。この感染の進行には、闘

値が無いように推定されているが、動物実験や疫学研究

からは、闇値が無いことの正当性を解明できない状況に

ある。リステリア感染の各段階における用量反応型モデ

ルを構築して考察した。

(Sー 6)Inflammation: A New Player in 

Maintaining and Achieving Health 

（炎症：健康を達成し維持する過程の新しい

主役）

（昧の素株式会社大橋弘幸）

2009年度ILSI本部総会報告

雑誌の「TIME」にもカバーストリー“THESECRET 

KILLER”として炎症が取り上げられ、一般人にも関心

が高い。炎症がなぜ健康研究における新しい主役なの

か、その答えをこのセッションに期待した。しかし演題

が直前に変更され、「肥満と炎症Jおよび「炎症に対す

る食事と生活習慣の影響jが取り消しになった。その穴

埋めに「がんと炎症］の講演が2題となり、病態生理学

的な内容に終始したので、期待はずれではあった。

(1) Overview: Inflammation as the Key Interface of the 

Medical and Nutrition Universes 

（概論：医療と栄養領域における主要なインターフェー

スとしての炎症）

Gordon L. Jensen, M.D., Ph.D. 

(Pennsylvania State University) 

演者は医師で米国静脈経腸栄養学会（ASPEN）の会

長を務めた方で、臨床栄養の研究者、教育者として知名

度が高い。講演のポイントを以下にまとめる。

栄養状態と炎症状態は「ニワトリと卵」の関係にあ

り、栄養と医療の橋渡し役が炎症であること、すなわち

病的な状態にあるホスト（患者）に栄養介入をする場

合、炎症状態についての理解と評価が不可欠で、あること

を指摘した。栄養介入だけでは炎症状態にある筋肉タ

ンパク崩壊を防ぐことはできない。『アルブミンは栄養

状態の指標として広く認識されているが、乙れは誤り

でアルブミンこそ炎症の有力な代理指標である』との

メッセージは意外で、はあったが、アルブミンに代わる

栄養と炎症の両面から予後を診断する指標としてPINI

(Prognostic inflammatory and nutritional index ＝（α1 

acid glycoprotein) I (albumin）×（prealbumin）に言及した。

しかしこれは20年以上前にIngenbleekand Carpentier 

が提唱したものである。

全ての病気は何らかの炎症と密接に関係している。肥

満も例外ではない。肥満と炎症については、脂肪細胞で

産生されるアディポカイン類の関与について教科書的な

解説があった。老化と炎症の関係は例としてサルコペニ

ア（Sarcopenia：加齢と共に発現する骨格筋の筋量と筋

力が失われる状態）が取り上げられた。

結論として、炎症の治療には抗炎症薬、抗サイトカイ

ン剤、血糖制御薬などが欠かせないが、栄養学的介入も

重要であることが強調された。
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(2) Inflammation & Cancer: Is Inflammation a Potential 

Target for Nutritional Intervention? 

（炎症とがん：炎症は栄養介入の有力な標的となるか？）

Dr. Catherine J. Field and Vicky Baracos, Ph.D. 

(University of Alberta) 

この演題でも雑誌「TIMEJ の‘＇THESECRET 

KILLER = Inflammation”がイントロとして紹介された。

改めてマスコミの力が学会にも、 ILSIの主要トピッ

クスの選定にも影響する様を垣間見た。

内容はがんと炎症の深い関係の手際よい解説であっ

た。炎症は全てのがん発症の 15%程度に関与している。

すなわち炎症増進遺伝子産物は免疫監視機構の力を削

ぎ、がん組織の浸潤、転移、血管新生を促進し、がん

細胞死を抑制する。特に関与するサイトカインとして

IL-6, IL-8とTNF－αについてがん種別に取り上げた。

血清レベルの炎症マーカーとして CRP、フィブリノゲ

ン、 IL-6、TNF－αががん患者の予後と生存率に関係す

るとした。また慢性的な炎症は複雑な要因（生物学的、

心理学的、行動科学的）が絡まった疲労状態に共通する

テーマである。すなわち疲労状態とはエネルギー不足、

インスリン抵抗性、筋肉代謝の変化、サルコペニア、免

疫機能異常、痛覚異常、治療抵抗性、認知異常、睡眠異

常に関連している。

最後に栄養介入により炎症は改善されるのかとの設問

に対して、有効な栄養素として以下のものが挙げられた。

＊ 長鎖(1)-3系脂肪酸（Cox-2/lipoxygenase（シクロ

オキシゲナーゼー2／リポキシゲナーゼ）基質／

阻害剤、膜受容体や信号、ペルオキシソーム増殖

活性化受容体（peroxisomeproliferator-activated 

receptor; PP AR）のリガンドとして）これについ

ては次演者のDr.Robert Chapkinが炎症性腸疾患

も含めて解説した。

＊ グルタミン（熱ショックタンパク質（heatshock 

protein; HSP）、グルタチオン）

＊ システイン／シスチン／グルタミン酸（グルタチ

オン）

＊ 抗酸化活性のあるビタミン類や植物由来化合物

＊ 食物繊維（効果に確証はないが、腸内細菌叢の変

化やインスリン抵抗性の調節を介して有効）

したがって上記の栄養素を含むあるいは強化した食品

は、癌患者の炎症状態改善に一定の効果があるとした。
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特定非営利活動法人国際生命科学研究機構
平成21年度通常総会議事録

1 . 日時

平成21年2月17日（火） 10:00～ 11:50 

2.場所

昭和女子大学学園本部館3階大会議窒

3.定足数確認と開会宣言

正会員総数81名の内、出席正会員 29名、書面表決

正会員 27名、合計56名が出席しており、本総会は成

立することが報告された。

4.理事長挨拶

木村理事長より Tucsonで開催されたILSI本部総会

で肥満に関する議論が活発に行われたことが報告され

。
た

5.議長選任

定款に基づき出席した正会員から昧の素（株）の山口

隆司氏を議長に選任した。

6.議事録署名人選出

議事録署名人として、ネスレ日本（株）の渡辺寛氏、

（株）ミツカングループ本社清水精一氏が選出され

。
た

7.審議の事項と経過の概要および議決の結果

第1号議案平成20(2008）年度事業報告書案承認の件

漬野弘昭事務局長が議案1資料「平成20(2008）年

度事業報告書案jに基づき事業報告を行い、採決に入

ILSI Japan事務局次長

石原隆

り、同議案は承認された。

第2号議案平成21(2009）年度事業計画書案承認の件

漬野事務局長より議案2資料「平成21(2009）年度

事業計画書案］に基づき事業計画の内容が説明され、

その中でILSIJapanの30周年記念事業として 2011

年に開催する第6回「栄養とエイジング」国際会議に

対する会員の協力が呼びかけられ、採決に入札同議

案は承認された。

第3号議案平成20(2008）年度決算報告書案承認の件

石原隆事務局次長より議案3資料「平成20年度特

定非営利活動に係わる事業会計収支計算書、同貸借対

照表、同財産目録、および収益事業損益計算書jに基

づき、決算報告があり、町田千恵子監事の監査報告の

後、同議案は承認された。

第4号議案平成21(2009）年度収支予算書案承認の件

石原事務局次長が議案4資料「平成21年度収支予

算書案」に基づいて予算案の説明をし、より一層の経

費の節減、収入の増加の努力が必要であることが強調

され、採決に入り、同案は承認された。

第5号議案定款の変更（案）

石原事務局次長が議案5の資料に基づき、理事の定

数を 15人に増やすと同時に敏速な選任を行うため、

理事の選任を総会から理事会に変更することを始めと

した定款の変更の説明を行った後、採決に入り、同案

は承認された。

ILSI Japan General Meeting of 2009 TAKASHI ISHIHARA 

Director, ILSI Japan 
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8.報告事項

(1）本部総会報告

漬野事務局長より、 1月16日から22日まで、 Tucson,

Arizonaで開催されたILSI本部総会の内容が報告され

。
た

(2）東京大学ILSIJapan寄付講座

東京大学阿部啓子教授より ILSIJapan寄付講座「機

能性食品ゲノミクス」についての報告と 5月13日に

東京大学弥生講堂にて開催される「第I期成果報告会

および第E期に向けてjの公開シンポジウムへの参加

の呼びかけがあった。

(3) ILSI Research Foundation 

ILSI Research Foundationの役員である木村毅氏よ

り、 ILSIResearch Foundationの内容とGlobalThreshold 

Projectをサポートするための資金の提供の呼びかけが

あった。

9.閉会宣言

漬野事務局長が、これをもって本総会を閉会する旨

を宣した。
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｜フラッシュ・リポート l 

¥ 1LSI Japan毒t性学教育講座 ｜ 

凶 Japanjt品安全研究会食品微生物研究部会・食品リスク研究部会｜

サントリー株式会社｜

堀妃佐子、佐脇徹也｜

I 1 .背景 I 

I 昨今は食品のリスク情報が飛び交い、また事故事件の報道も枚挙に暇が無い状況にある。我々はこうした玉石｜
｜混交の膨大な情報に惑わされる乙となく、適正にリスク情報ならびに試験結果を理解評価し、食品の安心安全への｜

｜維持管理をすることが不可避である。 ｜ 

｜ 毒性学教育講座開催の発端は、昨年度、食品微生物研究部会において、カビに注目したテーマを検討している中で、 ｜ 

｜カビ毒、発がん性等の問題を理解する上で毒性学の知識が要求されると言うことになり、こうした講座の開設が要｜

｜望されたからである。社、この話が食品リスク研究部会に伝わり、同じ食品の安全性研究を目的とする部会とし｜

lて、賛同をいただき、食品微生物研究部会と食品リスク研究部会の共催としてスタートした。 I 

I 2. 開催までの動き

さて開催の方向は決まったが、内容、講師障をどうするかという現実の問題に直面した。毒性学の何冊かの成書

を調べ、構成を検討したが、毒性学が数回の講座で網羅できるような代物ではなく、大変奥の深い専門的な分野で

あることを再認識した次第であった。

｜ そのとき凶 Japanの理事をされている福島昭治先生（中央労働災害防止協会 日本バイオアツセイ研究センター

｜所長）にお願いしてはと言うアドバイスがあり、早速お伺いしお願いをした。先生は快く引き受けてくださり、内

｜容、講師陣の構想、も出していただいた。その結果、本講座は15回、 2年以上にもわたる大構想となった次第である。

！表l. ILSI Japan毒性学教育講座計画 （第一回～第三回は開催済み）

I Table 1 Schedule of ILSI Japan education course in toxicology 

開催予定日時 場所 講師 内容 情報交流会

2008.10.27 ＜月〉
サントリー（株） 福島昭治 18:00-20:00 

第一回 お台場3Fカトラ 日本バイオアッセイ研究 ①毒性学総論 品川シーサイドl駅・
15=00 17=00 

リーノ、ウス 3F センタ一所長 ノ、一トンホテlレ2F

2008.11.18 ＜火〉 神田・長谷川香料様
福島昭治 ①毒性学総論（続き）

福島先生のご都
第二回

16=00 18=00 剛院ンター
日本バイオアッセイ研究 ②上部消化管毒性

合により中止
センタ一所長 （食道、前胃、腺胃）

サントリー（株） 福島昭治
①下部消化管（小腸、

18:00-20:00 
2009.02.09 ＜月〉 大腸）毒性

第三回
14=30 17=00 

お台場3Fカトラ 日本バイオアッセイ研究
①泌尿器系（腎・腸脱）

品川シーサイド駅・
リーノ、ウス 3F センタ一所長

毒性
ノ、一トンホテlレ2F
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サントリー（株）
鰐沸l英機

第四回
2009.04.13 （月）

お台場3Fカトラ
大阪市立大学大学院医

14: 00-17:00 学研究科教授
リーノ、ウス 3F

（都市環境病理学）

2009.06.22 （月）
サントリー（株） 中江大（ダイ）

第五回 お台場3Fカトラ 東京都健康安全研究
14=00-17=00 

リーノ、ゥス 3F センター 専門参事官

第六回 2009.7月－8月 未定
鎌滝哲也東工大特任

教授

第七回 2009.9月一10月 未定
鎌滝哲也東工大特任

教授

高橋道人

第八回 2009.11月－12月 未定 病理ピュアレビュー
センタ一所長

2009.12月ー
高橋道人

第九回 未定 病理ピュアレビュー
2010.01月

センタ一所長

高橋道人

第十回 2010.2月－3月 未定 病理ピュアレビュー
センタ一所長

林真
第十一回 2010.4月－5月 未定 食品農医薬安全評価

センター

林真
第十二回 2010.6月一7月 未定 食品農医薬安全評価

センター

第十三回 2010.8月－9月 未定 江馬真産総研

第十四回 2010.10月一11月 未定 江馬真産総研

第十五回
2010.12月一

未定 未定
2011.01月

3.第1回毒性学教育講座

開催日； 2008年10月27日（月）

場所 ； サントリー株式会社 カトラリーハウス（東京都港区台場）

演題 ； 「毒性学総論」

①消化器系（肝・醇）

毒性

②循環器系（心臓・血

管系）毒性

酸化的ストレスと毒性

代謝

P450, GST 

肝毒’性

発がん性（カビ毒など）

発がん性（カビ毒など）

発がん性（カビ毒など）

遺伝毒’性

遺伝毒性

生殖毒’性

生殖毒性

免疫毒’性

講師 ；中央労働災害防止協会 日本バイオアッセイ研究センタ一 所長

福島昭治先生

18=00 20:00 
品川シーサイド駅・
ノ、一トンホテJレ2F

18:00-20:00 

品川シーサイド駅・
ノ、一トンホテJレ2F

未定

未定

未定

未定

未定

未定

未定

未定

未定

未定

｜ 参加者は凶 Japan会員企業15社から 28名（食品微生物研究部会、食品リスク研究部会のメンバーを中心に香

｜料研究部会、ならびにその他会員企業の方々）と ILSIJap岬務局から 3名の31名で、あった。

｜ 福島先生の「毒性学総論jの講演は、観察できるサイズ（マクロ、ミクロ）の話に始まり、有害作用の予測 （in

I vit問 invivo）、検査の感度（生化学的検査病理学的検査）、毒性の作用様式、がんの成長発がん性試験、細胞障
｜害のメカニズム、化学物質に対する細胞反応、毒性発現と感受性、無毒性量（NOAEL）、 NOELとNOAELを決定

！する所見、 ADI・TDIの決定、細胞増殖と免疫、ヒト発がん物質と動物との遣い（種差と外挿）、発がんのメカニズ
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ム、がん発生過程の遺伝子変化などについてであった。一部マクロの生々しい写真やミクロの写真を提示くださり、

わかりやすい説明をしていただいた。最後に化学発がんにおける今後の課題提起として、①遺伝毒性発がん作用を

示す不純物や汚染物について、②複合影響、①ナノマテリアル等の安全性、を挙げられた。また、講座終了後には、

情報交換会を開催し、講座内で議論し切れなかった問題について、活発な意見交換を行った。

4.第2回毒性学教育講座

開催日； 2008年11月18日（火）

場所 ；長谷川香料株式会社研修センター（東京都千代田区内神田）

演題 ； 「毒性学各論：上部消化管毒性」

講師 ；中央労働災害防止協会 日本バイオアッセイ研究センタ一 所長

福島昭治先生

参加者はILSIJapan会員企業15社から 27名と ILSIJapan事務局から 4名の 31名であった。

前回の総論に関する活発な質疑応答に始まり、最近学術誌に掲載されたDeborahM. Proctorら1）の論文「げっ

歯類動物実験における前胃腫蕩等の知見の発がんリスクのヒトへの外挿についての判断基準案jの紹介があった。

続いて各論に入り、上部消化管（口腔から胃）に毒性学的病変を起こす物質ならびにその機序について説明があっ

た。すなわち口腔、舌、食道、前胃について、前胃の過形成（修復による過剰再生）および腫療について、腺胃（ヒ

トの胃に相当）について、腺胃のびらん・潰蕩・前腫湯性病変と腫療についてである。なお当日は福島先生ご多忙

のためd情報交換会はなかった。

文献： 1)Deborah M. Proctor et αl. (200η，Toxicologicαl Sciences, 98 (2), 313-326 

5.第3回毒性学教育講座

開催日； 2009年2月9日（月）

場所 ；サントリー株式会社 カトラリーハウス（東京都港区台場）

演題 ； 「下部消化管毒性、泌尿器系毒性」

講師 ；中央労働災害防止協会 日本バイオアッセイ研究センタ一 所長

福島昭治先生

参加者はILSIJapan会員企業16社から 31名と ILSIJapan事務局2名の 33名であった。

講演では多数のマクロ写真とミクロ写真が多用され、まずは下部消化管だけでなく、上部消化管である胃（前胃・

腺胃）から始まり小腸、大腸の毒性、病理組織的変化が示された。通常食品の増粘剤として多用されているカラギ

ナンに発がん性があると聞き、驚’博したが、よくお聞きすると食品に使用されているのは高分子量のものであり、

全く発がん性とは無縁であるということで、安心した。発がん性が指摘されているのは食品としては使用されない

種類のもの、すなわちゲル化性または増粘特性のない、分子量が20,000～40,000の低分子の分解カラギナンに限

られるとのことであった。

次に腎臓（糸球体・尿細管・腎孟）および腸脱の障害物質、病変について説明があった。

本題は以上であるが、皆が困っている問題の一つである発がん性試験についての話を追加され、現在の発がん性

試験の短所（金・時間・設備・技術者の問題で検体数が限定される）を述べ、代替法としての利用が期待される中
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期肝発がん性試験法である「伊東法jについて、実験結果とともにその利点を紹介された。

講義会場

情報交換会会場

＜謝辞ならびに今後に対する希望＞

本毒性学教育講座が開催 ・維持できることは、ひとえに福島昭治先生のご見識とご人脈によるものと厚く感謝す

る次第である。本講座はまだ始まったばかりであり、長期にわたるご指導をお願いしている。また、講座終了の暁

には、講師の先生方の了解の F、福島先生らの監修により、本講座の内容を成書とし、 ILSIJapanより出版を計画し

ている。本講座が食品安全に携わる諸氏の一助になれば幸いで、ある。関心をお持ちのILSIJapan会員のご参加をお

願いするとともに、さらにすばらしい講座として発展することを希望している。
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一日本の食生活と肥満研究部会報告会一
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ILSI Japan日本の食生活と肥満研究部会

昧の素株式会社

山口隆司

「日本の食生活と肥満研究部会Jは、肥満タスクフォースの研究成果を土台に日本特有の食生活と肥満の関係を

更に調査研究する乙とを目的として、 2006年4月26日に設立された。当初から小林副理事長の多大な協力を得な

がら 13社からのメンバーで活動を続けてきた。切り口として、「食の文化」「食材j「食べる量」の3つを掲げ、

具体的には、「発酵食品の多様性J「脂質の種類j「食事の量jと言う 3つの分科会として活動を行い、情報をまと
めてきた。今回、その成果を報告する機会として、 2009年2月17日、昭和女子大学にて、別掲プログラムに示す、

第4回ライフサイエンス・シンポジウムを開催した。

開会挨拶国際生命科学研究機構小林修平副理事長 [13:00-13:20] 

活動紹介研究部会長山口隆司（昧の素側） [13:20-13:30] 

I. 「脂質の種類I分科会からの報告

「日本人の脂質摂取と肥満」 田中幸久（日油鯛） [13:30-13:55] 

「日本人の栄養と長寿一脂質摂取の点から－J

柴田博教授 （桜美林大学） [13:55-14:40] 

II. 「発酵食品の多様性」分科会からの報告

「日本食から見る発酵食品の多様性と日本人の健康一肥満を中心として」

河野一世（財団法人昧の素食の文化センター） 【14:50-15:15]

「わが国の伝統発酵食品と生息する乳酸菌の健康効果」

岡田早苗教授（東京農業大学） [15: 15-16:00] 

m.「食事の量j分科会からの報告

「日本に肥満者が少ないのは加糖飲料の摂取量が少ないためか？J 
御堂直樹（クノール食品掛） 【16:10-16:35]

「日本人中年男性における一日の食事リズムと肥満との関連

-INTERMAP Study JAPANにおける検討一」 三宅裕子（昧の素欄） [16:35-17:00] 

「栄養疫学の可能性と課題 一肥満などの要因解析に向けて」

岡山明所長（財団法人結核予防会第一健康相談所） [17:00-17:45] 

総合討論小林修平副理事長 [17:45-17:55] 

閉会挨拶国際生命科学研究機構木村修一理事長 [17: 55] 

今日の最大の健康問題の一つである「肥満」をテーマに掲げたためか、数多くの方に参加いただけた。開会の挨

拶として、小林副理事長から肥満と生活習慣病の関連、肥満の今日的課題について問題提起いただき、それに対し

て本部会としての取り組み方をご紹介いただいた。引き続き、山口から本部会の目的、具体的な取り組み、活動内

容の概略を紹介した。 3つの分科会の代表ならびに各分科会の調査研究テーマについての専門家からも情報提供を

お願いする形でシンポジウムの構成とした。
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日本の食生活とE漬

第4回止S』J串anライフサイエンス・
1ンボジウム

「脂質の種類j分科会：分科会を代表して、田中部会員から報告した。日本は、諸外国と比較して肥満が少ない

と言われてきたが、ここ数年、過体重者の割合が増加し続けている傾向を示している。その原因として短絡的に「脂

質悪玉論jが根強く存在していることに問題意識を持ち、文献調査、並びに専門家へのインタビューを通じて問題

整理を行った。その結果、肥満と脂質摂取が直接関与を示す調査研究は無く、日本人の現在の脂質摂取は妥当な数

字である乙とを示した。肥満は複合的要因の結果であり、第一の要因は運動不足であると思われる。但し、脂質は

エネルギー密度が高く、おいしく習慣性があることは否めない。一方、健康維持には重要な栄養素の一つであり、

欠乏は重大な弊害を及ぼすことも含め、正しい情報を国民に提供する必要性を強調した。

柴田教授は、「ここがおかしい日本人の栄養素の常識」と言う本を執筆されているが、脂質摂取量と寿命と言う観

点で、脂質の重要な役割について紹介した。世界各国の指肪消費量と平均寿命の関係を見ると脂肪消費量が多いほ

ど寿命が延びるとLEう結果になっている。現在、日本のエネルギー摂取量は世界平均を下回っており、東アジアでは、

北朝鮮に次いで下から二番目となっている。その値は、戦後よりも低い値となっている。脂質摂取量も、ここ 30年

近く横這いになっていることも指摘された。また、病気と脂肪摂取との関係（脳卒中による死亡率は脂肪摂取が少

ない方が高L））、血中コレステロール濃度と死亡率の関係、高齢者の牛乳摂取の重要性についても紹介いただいた。

「発酵食品の多様性I分科会 ：分科会を代表して、河野部会員から報告した。日本が長寿国であり、肥満の割合

が少ないことは、日本人が永年食べ続けてきた食材や食事形態に起因すると考え、日本の「調味料としての発酵食

品J、「植物由来の発酵食品Jに着目した。日本食の特徴として、昧l噌、醤油、だし素材などに多様な調味料として
発酵食品が使用され、その中に存在するグルタミン酸やヒスチジンなどの成分が満腹感を促進し、肥満を予防する

作用があることが見つかりつつあることを紹介した。また、乳酸菌を中心とした漬物および納豆などの発酵食品に

よる抗肥満作用に関連した疾病予防についての紹介があった。

岡田教授からは、乳酸菌に焦点を当てた発酵食品の報告があった。先生は東農大で菌株保存室の管理も行ってい｜

るが、菌株全体で7,000を超え、乳酸菌では、 4,000を超える保存数を数えている。乙れは、世界各国に行き、そ｜

の土地特有の原料を使った発酵製品を見つけ、生産菌を単離してきた結果と言える。今回は、無塩漬物の「すんきJI 

に関与する植物性乳酸菌が実は、ヨーグルト生産で知られるブルガリア菌と遺伝的に類似していることが紹介され｜

た。また、お茶の発酵製品である 「碁石茶jも乳酸発酵による産物であることが紹介された。また、サツマイモの｜

一種である孝行芋をカビ、乳酸菌で発酵することにより 「せんだんごjを作り、それを練って、保存食「せんだんご」｜

が作成されている。発酵製品の多様性が味覚や風味に与える影響やヒ卜の健康に果たす機能性にも多様性が考えら ｜ 

れていることが紹介された。 ｜ 

「食事の量」分科会： 一つ目は、御堂部会員から報告した。欧米諸国に比べ日本に肥満者が少ない理由のーっと ｜ 

して、食事の量に関する要因に焦点を当て、既存情報（食材の消費量、マクロ栄養素の摂取量、ソフトドリンクの｜
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フラッシユ・リポート

摂取量）と過体重者の割合（国レベル）とで相闘を調査した。その結果、過体重者の割合と炭酸飲料の摂取量が正

の相関を示し、魚介類や卵の摂取量が負の相闘を示した。これらの中で最も関連が深いと考えられた炭酸飲料に絞

り肥満との関連について文献調査したと乙ろ、少なくとも成人を対象とした介入試験の結果は炭酸飲料中の糖が肥

満に関与することを示唆するものであった。日本では、主食の米は甘みよりも塩昧との相性がいいこと、炭水化物

の摂取量が多いため食後に糖分を求めないことなどが理由として考察されている。

次に、三宅部会員から「中年男性における一日の食事リズムと肥満との関係」に関する報告があった。栄養と血

圧に関する国際共同研究INTERMAP疫学調査（男性）を用いて、生活リズムおよび食事バランス、つまり、一

日の朝昼夕食の三大栄養素ごとのエネルギー摂取量およびその割合および生活リズムと肥満（BMI）との関連を検

討した。その結果、 BMIは身体活動レベルと有意な正の相関、最終食事時刻と有意な負の相闘が見られた。また、

BMIの高い群は、低い群と比較して一日の総エネルギーが高く、特に、夕食事の脂肪および動物性タンパク質エネ

ルギー比率の高い食事をしていることが確認された。以上より、日本人男性の肥満との関連は、夜遅く食事をする

習慣よりも、夕食での脂肪エネルギ一、動物性タンパク質エネルギー比率の高い食事が関連しているものと考えら

れた。

岡山先生からは、三宅部会員が紹介したINTERMAP研究の概況がまず紹介された。これまでの栄養調査と比較

して、周到に準備され、調査、フォローが行われ、作成されるに至った。したがって、そこから導かれる結果は力

強い物であり、これまで魚油と HDLC、脂質摂取割合と肥満、食事リズムと肥満の関係などのデータが出されて

きた。一方、栄養疫学という観点から、興味深い助言があった。ヒトのエネルギー摂取量は、個人レベルで見ると

およそ平均化されるものであり、「あるものを食べるjと言うことが、「あるものを食べなp」ことにつながるため、

「影響」として出てきた事象が果たして食べた影響なのか、食べなかった影響なのかを見極めることがたやすくな

い。また、栄養と生活習慣病との関連を明らかにする食餌研究についても言及された。

最後に、木村理事長から閉会の挨拶をいただき、 5時間のシンポジウムを終了した。

なお、今回の発表のまとめとして、各分科会で科学雑誌等への投稿を行い、その後、部会としてのまとめを考え

ていることを付け加えさせていただく。また、最後になるが、小林副理事長には、当初から本部会の顧問として

サポートいただき、そのおかげで各分科会の成果をサイエンス・シンポジウムと言う形で発表できた。この場を借

りて先生に感謝申し上げる。また、シンポジウム当日は、 ILSIJapan事務局メンバーのご協力をいただき運営でき

たことを報告させていただく。

一一一一一一一一一一ーーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一ーーーー一ー一一一一一一一」
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TAJCZU＞~ DVD応同編

「し1つまで、も元気Jのためには、「適度な運動」と「正しい食習慣Jが大切な

ポイントになります。 DVD基礎編では、 TAKElO！R冊子の中で、紹介している

体操を一つ一つ丁寧に解説し、応用編では、基礎編で憶えた体操を楽しく応用する

方法を紹介しています。また、元気で長生きのための食事や普段の生活の秘訣

についても盛り込みました。

冨器産ヱ
・呼吸法と注意事項
運動をする際の注意事項と

大切な呼吸法を覚えます

・1日目～7日目
DVDを見ながら、まず7日間で

・元気で長生きの秘訣とは？
元気で長生きのための食事や、普段の生活の
秘訣について、熊谷先生のお話です ー辰也勘6
・体を動かそう！ ， ~ltllil ＇.』！守
ドレミの歌や数字lこ合わせて体を動かします

TAKEl Olaの体操をマスターしましょう • TAKEl 0 ！⑮体操の応用
・てん子さんのTAKEl0!8 
（一連の運動）を見る
7日間でマスターした運動を
一通り続けてやってみましょう！

基礎編 2, 100円（税込）

応用編 2, 100円（税込）

基礎編で憶えたTAKE10!8体操の応用を紹介します

．音楽に合わせてみんなで体操
音楽に合わせて体操をします
立って行う体操、床に座って行う体操、
椅子を使って行う体操の3種類です

a得穆包マト価格と

基礎編＋応用編セット 3,150円（税込）くVHSもあります〉
<VHSは基礎編3,150円、応用編2,625円、セット 4,725円＞

TAKE10!@1口グラムは、東京都老人総合研究所との共同研究で科学的に効果が立証されています

お申し込みは下記までどうぞ イルシージ

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構 (ILSI Japan) 

〒102・0083東京都千代田区麹町2ふ7麹町RKピル1階 TEL.03・5215・3535
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会報

・会報・

上野川修一副理事長紫綬褒章を受章

本機構副理事長で日本大学教授、東京大学名誉教授の上野川修一博士が平成20年の秋の紫綬褒章を受章され

ました。

上野川博士は東京大学農学生命科学研究科食品生化学研究室において長年にわたる食品免疫学研究、特に腸管

免疫系の機能、腸内細菌と免疫系の相互作用、そしてプロバイオティクスの免疫作用などにおいて多くの業績

を残されました。本機構には食の安全・食の機能について専門的な立場から参加され、本機構の運営・発展に

貢献されています。

事務局人事

岩田修ニ氏 事務局次長就任（平成21年4月1日付）

本年度の ILSIJapanの目標である将来へ向けた戦略的な事業展開をはかるため、

岩田修二氏に食品安全研究会担当の事務局次長として食品安全研究会のうち食品安全調査研究部

会、食品アレルギー研究部会、食品微生物研究部会、食品リスク研究部会、香料研究部会を、ま

た国際協力委員会についても担当していただきます。

また末木一夫次長には従来の情報委員会に加え、食品安全研究会のバイオテクノロジー研究部会、

食品機能性研究会を担当していただきます。
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岩田食品安全研究会
ILSI Japanの
組織

食品安全調査研究部会

(2009年4月1日現在）
食品アレルギー研究部会

食品微生物研究部会

＊末木

食品リスク研究部会

バイオテクノロジー研究部会＊

植物分科会

香料研究部会

米久保

栄養研究部会

r栄養とヱイジング」国際会議
肥満タスクフォース

材木村（鉛炭水化物研究部会＊＊

GRプロジェクト

果糖分科会

ダイエット分科会

＊＊＊中西
茶類研究部会＊＊＊

茶情報分科会

日本の食生活と肥満研究部会

発酵製品の多様性分科会

脂質の種類分科会

食事の量分科会

浜
野

右
原
・
池
畑
・
高
橋

栄養健康研究会

末木食品機能性研究会

浜野（末木）
寄付講座

『機能性食品ゲノミクスJ

岩田国際協力委員会

末木・磐井・大沢情報委員会

戸上・木村｛努・秋田・高梨・守安・尾崎・新田・戸Jll・鶴岡
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I .会員の異動（敬称略）

評議員の交代

交代年月日 社名 新

2009.3.30 
技術戦略部部長

キリンホールデインク守ス（梼｜
氷見司

退会

退会年月日 l 社名

2009.1.26 1日本たばこ産業蜘

｜日

技術戦略部部長

石井康之

会報

II. ILSI Japanの主な動き（2009年 1月～3月）

＊特記ない場合の会場はILSIJapan会議室

1月2～5日

1月6日

1月8日

1月9日

1月13日

1月15日

1月19日

1月21～23日

1月23日

1月26日

1月28日

1月29日

1月30日

イシ

Project SW AN栄養調査

第1回「健康、栄養、環境に資する連絡会」発起人会

『TAKElO！⑧DVD応用編J最終試写

炭水化物研究部会／ダイエット分科会、果糖分科会

食品アレルギー研究部会

日本の食生活と肥満分科会

『TAKElO!RDVD応用編』最終ナレーション録音

「TAKElO！⑧」益田市介護予防リーダー養成講座

監事監査

「LiSMlO!⑧Jカウンセラー養成研修

執行委員会

金品安全研究会部会長会

情報委員会

バイオテクノロジー研究部会／植物分科会リーダー会

* CHP「すみだテイクテン」フォローアップ教室 (1/6,13, 14, 15, 16, 22) 
Project IDEA市場調査（1/18～2/1)

2月2日 理事会

ク

2月4～5日

2月6日

「LiSMlO！⑧Jカウンセラー養成研修：追加研修

「TAKElO！⑧」益田市介護予防リーダー養成講座

炭水化物研究部会／GRリング試験第1回報告会及びprotocol検討会

（ベトナム・ナンデイン省）

（新宿区）

（島根・益田市）

（墨田区6会場）

（カンボジア）

（島根・益田市）

（昭和女子大学）
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会報

2月9日

2月17日

2伊

2月27日

食品微生物研究部会第3回毒性学教育講座（福島先生）

総会

ライフサイエンス・シンポジウム

茶情報分科会

* CHP「すみだテイクテン」フォローアップ教室（2/3,10, 19, 20, 25, 26) 
Project SW ANフォーカスグループ・ディスカッション（2/11～13,17～19, 24) 

3月3日

3月11日

3月12日

今

3月13日

3月17日

3月18日

Codex対策協議会

「栄養学レビュー」編集委員会

食品アレルギー研究部会

「ベトナムでの食品産業の廃水処理に関するセミナー」

EUプロジェクト“BRAFO”セミナー

第4回JOCS（日本油化学会）ーILSIJapanジョイントミーティング

(2009.11.6～7，昭和大学上篠講堂予定）実行委員会

バイオテクノロジー研究部会／植物分科会

m. ILSIカレンダー
東京大学ILSIJapan寄付講座「機能性食品ゲノミクスJ公開シンポジウム
“食品の機能予測とニュートリゲノミクス”

一入場無料－

2009年5月13日（水） 13 : 00～ 18: 00 

東京大学農学部構内弥生一条ホール

〈プログラム〉

13: 00 座長：中井雄治（特任准教授）

（サントリー）

（昭和女子大学）

（昭和女子大学）

（墨田区6会場）

（ベトナム3地域）

（食品産業センター）

（ベトナム・ホーチミン）

（国立健康・栄養研究所）

（東京海洋大学）

挨拶

はじめに 寄付講座第｜期の成果と第｜｜期の展望

東京大学大学院農学生命科学研究科長生源寺員一

教授阿部啓子

報告一食品の機能予測と二ユ トリゲノミクス

13: 15 座長：佐藤隆一郎（教授）

1.生体の栄養状態のゲノミクスによる評価

岡田晋治（東大） 沖浦智紀（日本八ム） 加藤久典（東大） 門田幸二（東大）

岸幹也（ミツカツ） 橘伸彦（不二製油） 中井雄治（東大）

14・15 座長・高橋直樹（教授）

2.栄養素の機能のニュートリゲノミクス解析

石島智子（東大） 井主良一（東洋食品） 亀井飛鳥（神奈川科学技術アカデミー）新光一郎（森永乳業）

三坂巧（東大） 三鼓仁志（林原生物化学研究所）

一休憩一
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15: 30 座長清水謙多郎（教授）

3.感性科学とゲノミクス

朝倉富子（東大） 謄本真（東大） 下位香代子（静岡県立大）

藤原聡（長谷川香料） 渡辺寛人（明治大）

16 10 座長清水誠（教授）

4.ブレバイオティクス －ブロバイオティクスの機能の二ユートリゲノミクス

菊池洋介（日清製粉） 木本裕（日食化工） 福井雄一郎 （力ゴメ）

山本直之（カルピス） 吉永恵子（理研ビタミン）

16. 50 座長阿部啓子（教授）

5ポリフ工ノールの機能のニュートリゲノミクス

稲垣宏之 （森永製菓） 太田象三（アピ） 小池田聡（天野工ンザイム）

近藤秀彦（花王） 芹沢由里子（富士フィルム） 富永雄仁（力ネ力）

堀場太郎（キッコーマン） 深津朝幸（明治製菓）

17 50 座長・中井雄治（特任准教授）

会報

おわりに ILSI Japan 理事長・東北大学名誉教授木村修一

-18時終了一

IV.発刊のお知らせ

栄養学レビ‘ユー（NutritionReviews日本語版）

第 17巻第2号（2009/WINTER)

〈メタボと骨の知られざる関係〉

．骨によるエネルギ一代謝の調節

総 説・穀類，豆類と体重管理 ：学術成果の包括的創設

プロバイオティクスの安全性：トランスロケーションと感染

栄養と胃がんのリスク ：：最新版

運動選手に対する免疫機能維持のための栄養学的な支援

マクロ栄養素の代謝を制御する転写切り替え機構

α リノレン酸の最新情報

最新科学 ．ビタミンDと血圧の関係．疫学的，臨床的，科学的な根拠

定価・各 2,205円（税込）（本体 2,100円代ヲ｜き送料： 200円／冊）

* ILSI Japan会員には毎号 1部無料で配布いたします
＊その他購入方法

ILSI Japan会員

非会員

ILSI Japan事務局にお申し込み下さい（ 1割引になります）

下記販売元に直接ご注文下さい。

（女子栄養大学出版部 TEL 03-3918-5411 FAX : 03・3918-5591)
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会報

V. ILSI Japan出版物

ILSI Japan出版物は、ホームページからも購入お申し込みいただけます。

下記以前の号についてはILSIJapanホームページをご覧下さい。

(http://www.ilsijapan.org/ilsijapan.htm) 

。 定期刊行物

｛イルシー］

－食物繊維とプレバイオティクス

－共役目旨肪酸を蓄積するナタネの開発

．運動の抗肥満効果

・「特別用途食品制度のあり方に関する検討会報告書Jについて

. r「健康食品」の安全性確保に関する検討会報告書』と安全性評価
．保健指導における行動変容支援スキルアップセミナー

～「LiSMl0！R」プログラムを利用して

・第 15回国際栄養士会議の概要と企業の取り組み

・FAQ/WHO合同食晶規格計画

第30回コーデックス栄養・特殊用途食品部会報告

• ILSI主催＜CCNFSDUプレ・コーデックス・シンポジウム＞

栄養（油脂、微量栄養素および食物繊維）と健康に関する最近の課題

：健康への有益性、推奨摂取量および定義

－研究部会トピックス

－茶情報分科会の発足

－バイオテクノロジー研究部会再スター卜

・東京大学ILSIJapan寄付講座「機能性食品ゲノミクスj第E期がスタート

～「国際的機能性食品研究拠点Jの構築を目指して～

－新刊！

・ILSI本部創立30周年を迎えて ：乙れか5のILSIJapanの課題

• ILSI Japan食晶リスク研究部会主催勉強会

「食品安全性評価におけるリスク情報の収集についてJ

．食品安全に関連した情報の収集と提供について

－食物繊維強化タイプ糖原病用流動食の食後血糖に及ぼす影響
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－機能性食品科学とニュートリゲノミクス

一東京大学イルシーJapan寄付講座「機能性食晶ゲノミクス」第2期の活動計画一

・FAD/WHO合同食晶規格計画

第31回コーデックス委員会（総会）報告

・FAD/WHO合同食品規格計画

第2回コーデックス汚染物質部会報告

・FAD/WHO合同食品規格計画

第40回コーデックス食品添加物部会報告

・FAD/WHO合同食品規格計画

第36回コーデックス食品表示部会報告

．セレウス菌に関するセミナー報告

［栄養学レビ‘ユー（NutritionReviews日本語版）］

区立選露灘五蕊；設ごI!j;~EI~i~芯窓辺調］

《メタポと骨の知5れざる関係》

・骨によるエネルギー代謝の調節

総 説 ：穀類， E類と体重管理：学術成果の包括的創設

プロバイオティクスの安全性：トランスロケーションと感染

栄養と胃がんのリスク：最新版

運動選手に対する免疫機能維持のための栄養学的忽支援

マクロ栄養素の代謝を制御する転写切り替え機構

αーリノレン酸の最新情報

最新科学：ビタミンDと血圧の関係：疫学的，臨床的，科学的な根拠

《拡大するかし・テアニンの機能》

－茶の成分力フ工インとし・テアニンの心理学的効果

・ヒトyoTリンパ細胞機能におけるL・テアニンの介入試験

総 説：食品の栄養素プロファイル：栄養素の豊富な食品指標の策定

｜復刊1号｜

栄養素と汚染物質のバランス：タンパク源としての肉，鶏肉，海産物聞での組み合わせによる影響

最新科学：食事経由タンパク質摂取は、若年および高齢の成人のアルブミン分解合成率に等しく影響する

栄養学的に調節される乳癌バイオマーカー

栄養科学と政策：小麦粉の栄養強化プログラムのモニタリングと評価：デザインと実行についての検討

会報
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会報

わ栄養・工イジング・運動

誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録 栄養とエイジング（第1回「栄養と工イジングj国際会議講演録） 1993.11. 建南杜

国際会議講演録 高齢化と栄養（第2回「栄養と工イジングJ国際会議講演録） 1996. 4. 建島社

国際会議講演録 長寿と食生活（第3回「栄養と工イジンクJ国際会議講演録） 2000. 5. 建吊社

国際会議講演録 ヘルスプロモーションの科学（第4回「栄養と工イジングJ国際会議講演録） 2000. 4. 建吊社

栄養学レビ‘ュー特別号 ケ口ッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素J一現代生活における役割一 1996. 4. 建吊社

栄養学レビ‘ュー特別号 「運動と栄養J－健康増進と競技力向上のためにー 1997. 2. 建吊社

栄養学レビ‘ュー特別号 ネスレ栄養会議「ライフステージと栄養」 1997.10. 建吊社

栄養学レビ、ユー特別号 水分補給一代謝と調節ー 2006. 4. 建串社

栄養学レビ、ユー特別号 母体の栄養と児の生涯にわたる健康 2007. 3. 建吊社

ワーキング・グループ報告 日本人の栄養 1991. 1. 

ILSI Japan Report Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9. 

ILSI Japan Report Series 
日本人の肥満とメタボリツクシンドローム一栄養、運動、食行動、肥満生理研究ー

2008.10. 
（英語版CD-ROM付）

ILSIヨーロッパモノダラフシリ－t 食物繊維（翻訳） 2007.12. 

その他 最新栄養学（第5版～第9版） （“Present Knowledge in Nutrition，，邦訳） 建串社

そのイ也 世界の食事指針の動向 1997. 4. 建吊杜

その他 高齢者とビタミン（講演録翻訳） 2006. 6. 

わ機能性食晶

誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7. 

研究部会報告書 機能性食品の健康表示一科学的根拠と制度に関する提言ー 1999.12. 

研究部会報告書 上記英訳“HealthClaim on Functional foods" 2000. 8. 

ILSI Japan Report Series 日本における機能性食品科学 2001. 8. 

ILSI Japan Report Series 機能性食品科学とヘルスクレーム 2004. 1. 

わ油脂の栄養

誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊I) 1994.12. 

研究部会報告書 魚介類指質の栄養と健康（「ILSI・イルシーJ別冊II) 1995. 6. 

研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊IV) 1995.12. 

研究部会報告書 魚の油ーその栄養と健康 1997. 9. 

わパイオテクノロジー
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録
バイオ食品一社会的受容に向けて

1994. 4. 建鳥社
（バイオテクノ口ジ一応用食品国際シンポジウム講演録）

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6. 

研究部会報告書 遺伝子組換え食品Q&A 1999. 7. 

ILSI Japan Report Series 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4. 

そのイ也 バイオテクノ口ジーと食品 (IFBC報告書翻訳） 1991.12. 建寓社

そのイlli FAO/WHOレポート「バイオ食品の安全性」（第1回専門家会議翻訳） 1992. 5. 建吊社

そのイ也
食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価

2000. 11 
（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）
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わ糖類

国際会議講演録

国際会議講演録

ILSI Japan Report Series 

ILSIヨーロッパモノゲラ7シリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

その他

わ安全性

国際会議講演録

研究委員会報告書

研究部会報告書

ILSI Japan Report Series 

ILSI Japan Report Series 

ILSIヨーロッパモノグラフシリーズ

ILSIヨーロッパモノダラフシリーズ

ILSIヨーロッパモノデラ7シリーズ

その他

そのイ也

その｛也

その他

わその他

その他

会報

誌名等 発行年月 備考

国際シンポジウム 糖質と健康
2003.12. 建車社

(ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・日本語版）

Nutrition Reviews-International Symposium on Glycemic Carbohyarate and 
2003. 5. 

Health (ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・英語版）

食品の血糖応答性簡易評価法（GR法）の開発に関する基酸調査報告書

炭水化物栄養と健康

糖と栄養・健康一新しい知見の評価（翻訳）

甘味一生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳）

う触予防戦略（翻訳）

栄養疫学一可能性と限界（翻訳）

糖類の栄養・健康上の諸問題

(Am. J. c.ρh Nutiん Vol.62. No.1 (S), 1995 翻訳）

誌名等

安全性評価国際シンポジウム

加工食品の保存性と日付表示一加工食品を上手においしく食べる話一

（「ILSI・イルシ－J別冊III)

食物アレルギーと不耐症

食品に関わるカビ臭（TCA）その原因と対策

A Musty Odor (TCA) of Foodstuff : The Cause and Countermeasure 

（日本語・英語合冊）

食品の安全性評価のポイント

ADI、許容一日摂取量（翻訳）

食物アレルギー

毒性学的懸念の関値（TTC)

一食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツールー

ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメン卜（翻訳）

食品中のアクリルアミドの健康への影響（翻訳）

(2002年6月25～27日 FAO/WHO合同専門家会合報告書

Health Implication of Acrylamide in Food翻訳）

好熱性好酸性菌－Aficycわ•bacillus属細菌ー

Alicyclobacillus （芸誌

誌名等

アルコールと健康（翻訳）

2005. 3. 

2004.11. 

1998. 3. 

1998. 3目

1998. 3. 

1998. 3. 

1999. 3. 

発行年月

1984.11. 

1995. 5. 

2006. 6. 

2004.10. 

2007. 6. 

2002.12. 

2004.11. 

2008.11. 

2001. 5. 

2003. 5. 

2004.12. 

2007. 

発行年月

2001. 8. 

備考

シュ1~ ／ff－ ・ hi!/

備考
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編集後記

世界の様々な分野での勢力図の変化が激しい。最も明確になってきたのは、経済の分野で、 G7（日米欧の先進7カ

国）主導から G20へ。すなわち、 4月にロンドンで開催された二十カ国・地域首脳会合（金融サミット）の役割が

大きくなったことであろう。加えて、舵取り役としての G2（米中）の役割が大きくなっている。ただ、乙の分野で

の日本の存在感は、国際通貨基金（IMF）への資金供与等で、小さくはない。このような状況をみると、これまでの

ように日米欧だけでは、世界の動きを調整することは不可能になっているようである。なかでも、アジア圏の中国・

インドは最も存在感を示している国であるごとは、多くの人が否定しないだろう。

そうしたなかで、米国の政権が民主党に代わって、日米問、米中間の関係がそれぞれ新しい局面に入ろうとしている。

4月にワシントン DCの政府関係機関を訪問した際に、食の分野において、日本にとって懸念を抱かせる話を聞か

された。すなわち、米国の関連機関の動きであるが、食品の法制度関連事項整備案件の基本的な作業が日本を通り

越して、中国・インドとの連携を進めているということである。同じようなこととして、アセアン諸国の統合プロジェ

クトに欧米が業界レベルであるが深く関わっているというようなことも起こっている。

振り返ってみると、現時点での日本の食品を取り巻く法制度は、国際調和からは大きく外れている場合がみられる。

食品に関する制度の見直しは、国際的な観点から急ぐ必要があるのではないだろうか。

（期）
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